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本調査は,日 本 自転 車振興 会の機械工業振興資金 によ る 「昭和44年 度 情

報処理 に関す る調査研究 補助 事業 」の一 環 として実施 した ものです。
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コンピュータによ る情報処理 は,社 会経済の発展 にともない各 種情報の蓄積,

加工,供 給 を最 も有機 的,効 果 的 に進め る担い手 として,最 近 とくに その役割 の

重要性が認識 され てお ります。

このよ うな情 勢において,情 報処理および情報処理産 業の前途 には解決 を要す

る幾多の課題があ ります 。

当財 団は,情 報処理 に関す るこれ らの諸 問題解決 のため,各 種 の事業 を実 施 し

てお りますが,先 般来情報処理 および情 報処理産 業の動向 と影響 調査 のため,経

営情報調査委員会 を設 け,経 営情報の種類,情 報確保の手段お よび充足度な ど,

現在 の経営情報 システムにおけ る情報処理の実態 につ ぎ3業 種の モデ ルを採 りあ

げケーススタデー として調査 し,そ の結果 をと りまとめた ものであ ります。

ここに,本 調査実施 に際 し,主 査 として こ協 力いただ きました三井物産㈱,西

尾出,㈱ 新潟鉄 工所,佐 々木健 人,川 崎製鉄㈱,塩 谷信和諸氏 および実際の調査

作業にご参加 いたSき ま した関係各位 により感謝の意 を表 します とと もに,本 報

告が各方面 に利用 され,わ が国情報処理産業発展の一助 として寄与で きます よ う

念願いたす次第 であ ります 。

昭和45年6月

財 団法人 日本情報処理開発セ ンター

会長 難 波 捷 吾
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一
情報化社会を指向す る,わ が国の経済社会 において,企 業や官公庁では コンピュータの利用 による

経営情報システムの形成 が必然的な もの となっている。

とくに,わ が国の場合,諸 外国に比べ高い経済成長を続 けるとと もに,人 口や産業の特定地域集中

による,い わゆ る高密度社会 を形成 し,産 業 の専 門家,細 分化の傾向は一段 と進 展す る動 きをみせて

い る。加 えて,政 治経済は国際化 時代を迎え,政 府や産業界は目まぐるしく変動する状況 に敏速に適

応する必要に迫 られてい る。

こうした状況に対応 して,産 業界や政府機関においては時宜 を得た意思決定を行な うため,情 報の

有機 的な管理運用体制を確立す る必要が生 じて きてい る。経営情 報システムは,高 度に コンピュータ

を利用 した有機的な管理運用体制 としての情 報処 理システムであ って,機 能 としては,有 効適切な情

報 を適宜 に処理提供す ることが要求 され る。 と くに,従 来 コンピュータに対 しては,こ れ をどう使い

こなすか とい うことが問題であ ったが,今 後は,経 営に コンピュータを如何に活用す るか とい う点に

焦点が むけ られ(す なわち経営情報システムへの指 向),こ れ に向っての アプローチがなされ るだろ

う。

本調査は,こ のよ うな アプローチのためめ一つの手段 として,経 営のニーズ(計 画や業務)に 対 し

ていかなる情 報があ り,そ れがいかにして集め られ,い かに利用 されてい るか。また,情 報のニーズ

(必 要度)に 対 し現 実の充足度が十分でない場合には どのように対処 されてい るか等についての現状

把握をね らい とした ものであ る。

本調査は,長 期計画立案のための プランニング情報 と産業 ・販売等業務管理 のオ〔レーショナル管

情報 とに大別 して進 め ることとした。

今回,こ れ らの ケーススタデ ィとして,商 社,機 械工業,鉄 鋼業の三業種を取 り上げた。商社 はシ

ステムオルガナイザー機能 としての食品 コンビナー ト形成のための情報処 理 機 械工業は プランニ ン

グ,オ ペ レー ショナル情報処理,鉄 鋼業は販売 ・生産管理 オペ レーシ・ナル情報処理 を中心に調査分

析 を行な った。
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は じ め に

わが国の流通産業 は,種 々の要因に よって他の産業 に比べて,そ の近代化,整 備がかな り立遅れて

お り,し か も生産機構のテ ンポの速い動 きに追随 して変化 して きてい るが,そ の中で商社の占め る位

置づけ もまた産業構造の変化につれて,拡 が りを増 しなが ら変わって きてい る。

日本的な経済発展の場 を土壌 として発展して きた商社の機能 は,専 門家 ・総合化の方向 を辿 りつつ

流通機構の中心的存在 として,生 産機構 と市場 との双方に対 して,種 々の影響を及ぼして きた。 こ

のような姿は,戦 後のわが国経済の復興発展の時期,す なわ ち産業構造的にみれば,第1次 産業主 体

か ら第2次 産業主体へ と移行 し,し か も生産業な どが,め ま ぐるしく発達す る科学技術を積極的に撮

り入れ ることにより,企 業体質 の改善 ・合理化 を図 りっっ,市 場競争力 を強化す る過程において飛躍

的に発展 して きた時期 と軌 を一 にす るものであ る。 このような生産機構を主体 とする産業経済の著

しい発展の時期,い わゆる高度工業化社会の形成期 にお ける流通業の役割評価 は,必 らず し も高い も

のではな く,特 に問屋的機能に重点 を置 く商社 の位置づ けは,悲 観的に捉え られた とい える。技術革

新に支 えられて,低 コス トによる均一製品の大量生産体制 を実現 レたメーカーは,大 量消費市場 を自

ら作 りだすべ く,末 端小売業 に至 る流通機構を整備す ることに力を注いで きた。 反面,市 場 に密接

に繋が っている小売業(百 貨店,ス ーパ ース トア,専 門店 な ど)の この時期 における動向 をみ ると,

ま さに激動の時代であ るといえよう。

産業経済の飛躍的成長 によって もた らされたものは,消 費者サ イ ドで見れば,人 口の都市集中化 あ る

るいは生活の都 市型への形態変化,さ らに経済力向上 による購買力の増大であ る。 こうした市場 の

動 き,特 に大量消費市場 としての大都市効外,衛 星都市,地 方都市の購買力 を既存の小売業者 に先駆

けて捉 えたのは月賦百貨店,中 堅衣料スーパーな どであ るが,こ れ らもピック ・ス トアとしての大手

スーパ ーや大手百貨店の進 出な どによ り,結 局,百 貨店,ス ーパ ー,ス トア,専 門店の三者 で商業立

地を分 けあ う状 態 となっている。 とくに,ス ーパ ー ・ス トアのチ ェーン化 による販売力の飛躍的な

増大 は,常 に自由競争下の市場分割 に熾烈の度 を高め る源 となった。 すなわ ち60年 代 の この よう

なスーパ ー ・ス トアの役割は,い わば流通革新の光輝あ る旗手のごときものであったが,そ の経 営体

質に一歩踏 みこんでみれば,流 通革新へのチャンピオンとしての新 しい感覚 による経営理念 と,マ ー

チ ャンダイジング面にお けるビジ ョンとを備 えてい たわけで はないことが明 らかになろ う。 消費市

場の拡大化 の動 きの中で,零 細 企業 を主体 とす る小売産業 構造 をしり目に,無 競争的に市場 占有 をな

しえたとい う客観情 勢に依 るところ極 めて大であった。

情報化時代へ の発 展は,消 費者の商品 に対す る欲求 を多様化 ・個性化せしめるものであ ることは,

もはや定説的であ る・。 たとえば,消 費者に密接 した商品である衣料品あるいは食料品な どにおいて

流行または嗜好 とい った ものは,全 国的 にほぼ同時 に行 きわたるであろう。 流行に沿った商品を適

一3一



時提供す るだけの企画力,営 業力 を持 たぬ流通業(小 売業者)は ,こ の時点においては脱落 をまぬが

れない。 同時 にまた,に れ までのスーパ ーな どに見 られ る,巨 大な単品の多量販売力 のみに依存す

るご とき商売形態,あ るいは既存の流通機構の上にな りたつ販売形態(百 貨店な ど)を 以て しては,

激 しく変動 しつつあ る消費市場,産 業経済の環境において存立す ることは困難であ るといわ ざるを得

ない。

以上,流 通段階の末端 に位置す る小売業の発展の経過 と内包す る諸問題 とに目を向けてみ たが,生

産者 と流通機構 との仲介者的立場 にあ る商社 もまた,種 々の問題に当面し,自 らその打開をはか らな

ければな らない立場 にあ ることは同然 であ る。

現時点における総合商社の機能 は,新 旧機能が混然 としてお り,何 が主要な ものであるかを一概に

言い切 ることは必 らずし も容易ではない。 た とえば,現 状の総合商社の機能 を見 ると,殆 ん どが商

品別営業部門を形成 してい る。 そして夫々が生産者 と個別に結 びつ き,地 方において各商品分野別

に形成 された流通機構 と結びついてい る。

い わば,き わめて 日本的特性をそなえた産業の形態 に もっとも即 した形 をととのえてい るわけで,

縦型 の商取引形態の典型がみ られ る。 この ような縦 の構造 の中で,問 屋的機能,金 融機能的一面あ

るいは リスクヘ ッジ機能な どを主体に大型化 して きたのであ る。

わが国にお ける資本主義形成発展の時期,っ まり工業化 の進 展す る時期において,新 技術の開発 と

ともに発生 して きた幾多の商品お よびその流通のために専門的に これを取扱 う部門 として形成 された 、

ものが,そ のまま存続 しでい るのが,総 合商社 におけ る商品別部門であ り,流 通業界全体にみ られ る

縦型 のし くみであ る。 工業化進展につれて商社 における主力部門 も移行 し,現 在においては化学品,

鉄 鋼,機 械な どが主力であ るが,一 方,先 にのべ た小売業の発達,と くにスーパー ・ス トアな どと競

合す るよ うな商 品分野 においては,(食 品,繊 維 部門),販 売取扱高 の上で格段の差をっ けられてお

り,総 合商社が此の種商品の多量販売 を図 るとい うことは,も はや意味のない努力 といって も差支 え

ない であろ う。

総 合商社 を形容す る・ラーメンか ら原子力まで ・とい う多様 さを誇示する文句 も,単 純 な多量販売

の面 では適切なキャッチ ・フレーズ とはい えぬ状態 となって きてい る。

また,生 産機構の拡充を目指すメーカーは,原 材料 の確保,開 発あ るいは製品の海外市場開拓を図

るために,海 外へ の種 々形態 による進出を試みて きてい るが,こ れ らの動 向と合わせて総合商 社自身

も開発輸入的業務が増大 して きてい る。 しか も,こ れ らは単品的な資材の買付 とい った形態 よりも,

複 合的に開発す るとい うケースが増加 してい る。

すなわ ら,開 発途上国よ り資源の輸 入を図 る場合に,関 連あ る商品部門が参加 し,商 社の能力を総

合的に これに向け,プ ロジ ェク ト開発 的アプローチを試みるなどが これに当る。 その他 にも,コ ン

ビナー ト形成,流 通セ ンター設置などを通 じ,従 来の部門単位 だけではカバーしきれない よ うな商社

機能発揮の場が増 してい る。 冒頭 に述べ たよ うに,情 報化社会 の進展 とともに,商 社を とりまく環

境が複雑化 し,変 化す るほど,こ のよ うないわゆるシステム ・オル ガナィズ機能は,総 合商社 におい

て比重 を増すであろ う。
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商社は,環 境変化に合わせて,そ の しくみを変更してゆ きやすい体質 を もってい るが,縦 型 の機能

だけではカバーしきれぬか らとい って,横 型のしくみに全面的に切替えるわけに も行かない。 むし

ろ現実的には,各 商 品部門が徒 らに横方 向に手を拡げて,総 合商社の複雑化に輪 をかけ るよりも,夫

々の部門は縦型の専門領域 に徹し,こ れ らを横 の方向に繋 ぐための方策を生 みだす ことの方が有意で

はないか と考 えられてい る。 縦 といい横 といい,商 社に とって もっとも重要 な ものは多量の情報で

あ り,し か もそれ らの価値増殖 をはかれ る機能 である。 われわれは昨44年 度 の調査において,総

合商社の機能 と情報 との関連づ けを,プ ランニ ング,オ ペ レーショナル2つ の次元 について行 ってみ

た.い わば既存の機構におけ る情報の意味づけを試みたのであるが,今 回の調査においては,む しろ

今後総合商社の機能 として重 みを増す と考 えられ るもの を対象に,商 社機能 と情報 の関係 を探 ってみ

ることに した。

調査対象にっいては,総 合商社 の基本的機能 に照 して拡販対策が真剣に検討 されてい る商品分野で

ある食料品を選定した。

市場 に対 して食料製品 を多種多量 に提供 するとい う機能は,先 に も述べ た如 くスーパー ・ス トアの

独壇場 といって差支 えない。

とすれば,商 社は これに正面 きって抵抗す ることを考 えるのではな く,情 報集収 ・加工力あ るいは

企画,マ ーチ ャンダイズの面における機能発揮を考え るべ きであろ う。

「食品 コン ビナー ト計画」 は この ような考 えの下に策定された ものであ る。

●

、●
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1.食 品流 通 総 合 商 社

1-1総 合商 社 と流 通 情 報 シス テ ム

日本経済の急速な成長へ の過程 と,こ れに ともな うダイナ ミックな構造変 化の中で,今 や第三次資

本 自由化をひかえた流通部門は もっとも激 しく,し か も広範囲な構造変化をとげようとしてい る。

こうした動 きに対応 して政策担 当者である通産省は,流 通業界の今 後の進 むべ きガイ ド ・ポス トと

して 「流通活動の システム化」 とい う新 しい考 え方 を前面に打 ち出して,将 来の ビジ ョンの策定に取

り組んでいるわけであ るが,こ れを流通業界におけ る総合商社の立場か らと らえるとき,そ れか ら得

られ る自らの方 向づけは 「流通活動のシステム化」 と相撲 った 「流通情 報システム」の形成 を推進す

る姿勢であ り,そ の前提 として新時代に適合 した総 合商社 の新 しい機能 を明確にせねばな らない。戦

後変 り身の早 さ,信 用付与行為,金 融機能な どバ ックに,国 の重化学工業政策 に対応した巨大 メーカ

ーの目覚しい発展 と歩調 を合わせ今 日の地位を築 き上げた総合商社は
,社 会の情報化の進展 とともに,

消 費者サイ ド,メ ーカーサ イ ドか らの新しい機能の要請,又 流通業界内の体制変化 と機能分化の波な

どに直面し,そ の行 き方に変革 を求め られている。

即 ち消費者 サイ ドか らは,従 来の安 く,良 い商品 を求めることか ら,所 得の増大,都 市化現象 知

的 レベルの向上などの変化に伴 い.次 第に個性に適合 した多様化 した商品を求 めるようにたったこと,

更 にこれに伴 い,大 量消費 を前提 とした大量生産とい う本質的 な生産者サ イ ドの体制ではマーケッ ト

の変化 に対応す ることが困難になって来たことな どか ら,流 通業者 に対 し,確 実なマーケッ トを約束

す る,広 汎な市場の情 報を収集 出来,そ れ らの情報 高度な加 工技術 を持 ち,そ の結果を活用 出来 る

知的創造力持 ち,或 いは合理的輸送経路を作 り出せ ることを要請 してい る。又義 理人情のつなが りが

強 く,閉 鎖的で零細な規模 であ ることが顕著な流通業界に も,ス ーパーの動 きを中心 としてその体制

がぬ りかえ られつつあ るが,総 合商社 として も,消 費者の欲望を顕在化 し,各 生産者の特質を効果的

に結合し,新 商品の開発,新 産業集団 を形成す るな ど,シ ステム開発力を備えた産業界 のプロジェク

トリーダーとして独 自の境地を見出しつつあ る。そのため以下 の機能 をより充実してゆかねばな らな

い。

イ)情 報機能

総合商社に とってよ り広 く,よ り速 く,よ り正確な情報の収集が非常に大切 であ る。総合商 社が こ

のために支払 う経費は年間で20億 を越 え年 々増加の傾向にある。又 海外支店 は上位4位 平均100

ケ所,2000人 に及んでいる。 これか らも総合商社の情報ネ ッ トワークの重要さと優秀さをうかが

い知ることが出来 る。又 この情報処理技術の必要度 は増々高ま り,こ の面での競争は一層 激しくなる

と見 られ・迅速性,正 確性を更に充実するため トップグル ープでは,自 動交換装置,本 店 の大型 コン

ピュータと内外支店 を結んで各種情報をオ ンライン・リアルタイム処理 システムの導入 を計っている
。

又・種々の情報を収集,整 理 して任意に聞き出せる情報探索 システムの開発に乗 り出 している。
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これ らの情報ネ ットワー クは,い わば 「早耳情報」 の為のシステムで,そ の上情報機能 として有効

に働 くためには,伝 え られ る情報の質が問題になる。現在 まで長い間経験 と反省によ りつちかわれ て

きた、「人間の勘」 をバ ックアップするために,コ ンピュータの優れたアプ リケーシ ョン ・ソフ トウエ

アを開発することに力を入れている。

ロ)マ ーケティング機能

従来,「 何が売れるか」,「 そのためにはどんな技術があるか」 を早 くつかみ,他 に先がけて新製

品を市場に送 り出す ことが販売競争 に勝つ ことであ った。生産設備の大型化 と大量生産に対応する大

量販売の機構 を築 くこ とが,マ ーケティング機能である と考 えられていた。一方生 産性の向上は,国

民の所得 を増や し,需 要 を増やす とともに欲望の多様化を もた らし,従 来の生産技術の 「スキル」で

はこれに対応出来 なくなって来ている。そ こで,多 様化したマーケ ッ トの動 向を的確 にとらえそれ を

生産者 に伝え,マ ーケ ットの欲求に適応 した商品を提供 出来 るよ うな,マ ーケ ッテ ィング機能が要請

されるよ うになる。早 耳の ナマの情報 依存か ら,多 量 の情報の整理選択,複 合による創造的な情

報へ の依存度 が高まるよ うにな り,こ のための情報処理技術の高度化が要求 され る。

ハ)オ ルガナイザ ー機能

工業社会か ら高度工業化へ の過程においては,鉄 鋼,機 械,化 学品などの個別産業がそれぞれの個

別技術 を発展 させ先導産業 となっていた。 そこで必要 とされ る情報 は 「縦情報」 であった。

一方
,今 後の成 長産業 とされ る新 しい産業分野には海洋開発,住 宅産業,公 害防止産業などがある。

これ ら産業分野の多 くはその対象が多 目的であ ること,ま たその中に在来産業 を も包合 していること,

お よび一面社会開発的な背景を もっていることのため,社 会,政 治,経 済の各方面に密接な関連を も

ってい る。 したが ってそこには,縦 情報 と横情報の重合による高度な情報がよ り一層必要 となる。

住宅産業を例 にとれば,従 来 はバ ラバ ラに構成 されていた,建 材製造業,不 動産開発,住 宅機器製

造業,建 築業,家 具 製造業,室 内装飾 品製造業,金 融業などの在来産業をエ レメン トとして組み上げ,

そ れ らを総合的に システム化して最適効果をあげることであ る。 このよ うに従来の物財中心の産業構

造に対 してシステムとい う知的な所産物が総合機能 を発揮す る 「知的創造 を中心 とする産業」(シ ス

テム型産業)が 期待 されている。 このよ うな産業の成立には,縦,横 の情報を組み合わせてゆ く情報

開発機能 とともに在来 の産業をシステム型 産業に組み上 げてゆ く 「システム ・オルガナイザ ー」 の機

能 を必要 とす る。

横 の情報 システムの確立は図1-1に み られ るように,シ ステム型産業を構成す る多数のエ レメン ト産

業 とマーケ ッ.トの中間 にあ って,「 それ らを相互に結びつける立場にあ るもの」 によってのみ可能 で

ある。 現在は縦割に 「エレメン ト産業 とマーケ ッ トとの間」が結ばれ,そ の中間に流通チ ャネルがあ

る。その流通ナ ヤネルの役割を果 しているのは商社である。特に総合商社は,取 扱い商 品があ らゆる

分野に及んでい る等の性格か ら,こ のようなシステム型産業に於け る情報システムを形成 するのに最

も有利な立場 にあ るとされてい る。 しかし総合商社に して も,現 状 では,そ の組織機構が主 として業

界 別,商 品別 のよ うに縦割になっている状況で,横 の情報システム とい う会社あげての協力体制は充

分 ではない。 システム型産業成立のためには,総 合商社のよ うな多分野にわたる機能 をそなえた企業
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に於 て も単独にはなし得 ない。

(備 考)

① 製品開発 生産技術な どの生産

情報

② マーケ ッ ト情報,生 産計画情報

な ど

③ 消費者動向 などの調査情報,卸

売動向などの物流情報

④ カタログ媒体利用などによるパ

ブ リシティ,広 報,DM,広 告宣

伝 などのテス トマーケ ッティング

な ど。
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(備 考)

① 製 品開 発,生 産 技 術 な どの 生 産 情 報

② マ ー ケ ッ ト情 報,生 産 計 画 情 報 な ど

③ 消 費者 動 向 な どの 調 査 情報,卸 売 動 向 な どの 物 流 情 報

④ カ タ ・ グ媒 体 利 用 な どに よ るパ ブ リシ テ ィ,広 報,

DM,広 告 な ど の テ ス トマ ーケ ッテ ィ ン グ な ど。

図1-1

総 合商社はこのよ うな方 向づけの もとに流通情 報システムの形成を推進 してい るが,こ れ を機能の

面か ら大別すると,次 の3つ のサブシステムに分けることができよう。

①外部情報を利用する情報活用システム。

②実際の商活動 ・対外取引な どに合せた商的流通情報(処 理)シ ステム
。

③商 品の出荷や集配送を行 う物的流通情報(処 理)シ ステム

総合商社における流通情報 システムとは,こ れ らのいわば機能別 のサブシステムを結 びつけ,さ ら

に高度化することに より・相互 に脈絡 を もった全体 として効率の高い情報システムの形成へ と導 くと

い うことであろ う。

これを企業内の情報管理 システムにあてはめて考 えると次のよ うになる
。

①経 営計画や各種流通情報 の管理

②取 引情報の管理

③ 物的流通情報の管理

④財務情報の管理

そして,こ れ らのサブシステムを有機的 に組み合わせて,企 業における トー タル ・システムを作 り

上げ ることによ り,こ れを軸に して仕 入先や販売先 などの取 り引関係のある企業 を中心に結合する
,

情報交換のため の企業間システム,さ らには業界全体に流通情報や消費者動向調査 信用調査などの

大ネ ッ トワークをは りめ ぐらせることが考 えられ る。
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これ を卸商 を中心 とした商 品流通情報 システム図1-2に 表わ してみる。

このよ うな流通情報

の システム化を進めて行 くに

あた り,現 存 する問題点には

どのよ うな ものが考え られる

で あろ うか。

まず,第 一にこ うしたシス

テム化 を行 う主体である流通

業者の規模の意識の問題であ

る。

近年 の大手スーパ ー ・ス ト

アの目ざましい躍進 など,流

で は,

「

L

製 造
会社

商品 樋 螂 情醐 理
管理 センター

楊(暢
商 卸売業の繍 システ

図1-2卸 商 を中心とした商品流通情 報システム

通業界 において も大型化が進みつつあるが,ま だまだ中小企業の集 りが主 流を占める状態にあ り,日

常 の商活動において も,日 本特有 の商取引上 の慣行,た とえば明確 な基準すらない リベ ー ト・ あるい

はディスカウン ト,不 当に長い期間 の手形決済 や売掛債権,無 計画 な配送 や極度 の小口配送,さ らに

は人間関係 を基盤 とする取引など伝統的な商習慣が多分に残ってお り,こ うした合理的なシステム的

思考に急激 にその主体をな りか えることはなかなかむず かしいと思われ る。

第二 は規模の問題で もあ るが,資 金負担力の問題であろ う。

第三に食品などのように品種によってそれぞれの流通 のパ ターンが異 ってい ることである。た とえ

ば,同 じ農産物であって も,国 が直接流通過程に介入する 「米 ・麦」,加 工メーカーが直接集荷 加

工にあたる 「牛乳 ・ビール麦」 など,お よび生産者 の共 販組織が発達 していて強力に流通段 階に介 入

している 「青果 ・肉類」 などである。

これ らの解決 のためには,ボ ランタリー ・チェー ン政策の促進や,卸 総合センター,流 通センター

の建設などの拠点づ くりを中心に,シ ステム化 を進 めて行 くべ きであろ う。

そして,こ のよ うなシステム化が進 むことによ り,従 来のよ うな価格競争の時代 は終 りをつげ,今

後は高密度の情 報収集網の形成 と活用の有機的なシステム体系を完成 したものだけが厳 しい競争 に勝

ち残 り得 る時代へ と突入する とい う結論づけをすることが可能であろう。

総合商社 にとって,こ うした情報システム体系 をいかにして形成 し,こ れを時々刻々 と変化する経

済環境に合せて高度化してゆ くかが,進 むべ き重要 な方向づけとなるであろ う。

流通活動 とコンピュータ

流通活動 の規模の拡大 にと もなって,そ の情報量 は必然的に増大 したが・この情報の処理 を大手で

吸収することは,も はや不可能 にな りっつある。

この意味か らみて も,情 報 システムの核 となる ものはコンピュータであるが,こ れ の利用の現況は

ど うであ ろうか。

わが国にお けるコンピュータの普及 は年々,着 実に増加 してお り,卸 小売 ・商事分野について も
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1969年 の599セ ッ トから885セ ッ ト(JECC70年9月 末)と 設置台数は伸びてはい る

ものの・1セ ッ ト当 りの平均金額は4,200万 円 と他 の業種に比べ て低 く,適 用業務 も大手商社 を除

いては,単 純な事務計算や管理事務に限ちれ ているのが現状である。

また,要 員数 もコンピュータ白書1970年 版 に よれば平均44・7人 と第二次産業の60・5人,

同 一業種である第三次産業において も66・7人 と低い。

この面か ら考 えて も,総 合商社はその持 つ能力 を広 く業界全体の システム化 のために活用すべ きで

あろ うと思われ る。

1-2食 品 流 通 シ ステ ム

1-2-1社 会 全体の中の位置付け

食品流 通システムは,広 域 にわたる情報を収集出来 る情報網 と流通機構整備 とをベ ースとして,業

務近代化計画 の一端 としての意義 を持つ ものであ る。 そして原材料供給 ・生産 ・輸送 ・販売 と機能別

(縦 型)に 存在 してい る現在の業界機構 を大系付 けて システム とし,情 報を中心 としてのデシジョン

メーキングを行 う中枢機構を有す ることとな るであろ う。

これ を更にマーケッ トオ リエンテットな思想を基盤に した情 報化社会 とい う観点か ら考 えてみ る。

食品流通 システムが如何な る企業(又 は企業群)に より形成 され るにせ よ,そ れがマーケ ッ トの欲

望 に奉仕 し豊 かな生活 を演出す るとい う,基 本的マネジ メン トコンセ プ トにのっとって作 りあげよ う

とす るために は,「 食品流通 システム」の最大効果を単独のシステムとして追求す るのは早計であろ

う。

即 ち,食 品流通システムはあ くまで も,豊 かな生活への社会 システムとも呼ばれ るべ き一つの トー

タルなシステムの中に数多 く存在す るサブシステムの一つであ り,一 つ一つのサブシステムが相互に

複雑 に関連 してい る(そ れ らは定常的な もの としてではな く,常 に変化 してい るものとしてダ イナ ミ

ックに捉 えるべ きである)こ とを前提にすべ きであ る。

■

■

図1-3経 済 社会 に於ける食品流通 システムの位置づ け
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一つの考 え方 として
,国 民生活 を中心 としたシステム概念 を図1-3に よ り考えてみ よう。

人間の幸福に奉仕す るシステムの考 え方は,人 によ り異なる もので,定 説はないが,こ こでは一応

○消費生活の向上 の為の消費物 資流通サ ブシステム

○生活環境改善に奉仕するサブシステム

及び このサブシステムを支 える もの。

○産業向け物資流通 のサブシステム

の3っ のサブシステムに大別 した。

これ らの区分は産業集団の側面 から考えた ものであ り,こ れ ら全体を支 える科学技術の進歩や輸送

システム,金 融等は別の側面か ら考慮 されねばな らない。又 プロフィッ トを追求す る企業原則か らす

ると,む しろ国家公共機関に委ね るべ きコン トロールやプロジェク トも含 まれていることを前提 とし

てい る。

食品流通サブシステムを中心に他 サブシステムとの相互関係 を考えてみよ う。

まず,消 費生活の向上に資す る食品流通 システムの捉 え方であるが,食 品流通その ものを単独で捉

えるべ きではな く,繊 維製品,家 電 製品,そ の他種々の生活物資を トータル な形で提供出来 る最善の

手段を追加すべ きであろ う。 よ り広範囲にわたる情報ネッ トワークを考慮した上で,食 品流通 システ

ムのア プローチを計 るとい うことであ る。

たとえば,電 化製品等の技術 が もた らした生活パ ターン,生 活意識更に変化 し,た とえば料理に手

間取 らない,即 席的な食品に変化 させている。又化学技術が もた らした包装革命は今や物流・保管シ

ステムに大 きな変革を もた らしている。物流のター ミナルにして も,そ のマーケ ッ トの規模によって

は,消 費物資全体を考慮せざるを得ないであろ う。又総合消費 コンサルティング的な形体(複 合消費

物資:台 所 セッ ト+つ め合わせ 食品+調 味料などの組合せ)が 更に増大することが考 えられ る。消費

物資流通 システムは,更 に他のサ ブシステムの影響を多分 に受ける要因をかかえている。

次に生活環境改善 システムに目を向けてみ よう。

まずここで重要なことは,マ ーケ ッ トその ものである地域 内消費者人口の動的把握であ ろう。

これに大 きな影警力を持 つ現象は都市化の傾向である。都市 の人口は昭和40年 で68%,10年

後 には75%、20年 後 には80%前 後 になるといわれている。 とりわけ三大都市 圏へ の人口集中が

予想 される。

都市化の進展は,便 利 な都市生活 とい うメリットを持 っているが,こ の傾 向を無視 した消費物資供

給 システムは考え られない。 同様 に国家公共機関に よる,都 市 政策の一環 としての衛星都市群の建設・

過密都市の立地条件 の悪化に よる新産業都市 の建設,地 域開発等 の問題 は,既 存 の流通 システムを大

き く変 える要因になっている。

ここで科学技術の進歩に伴 う経 済社会の変化にっいて考 えてみ よう。

科学技術の進歩は,多 様 な良質 の商 品を世に出 し,か っ,生 産体制の革新に よる大量生産を可能に

した。10年 後 には現在のGNPが 約2倍 になると言われるが,国 民所得 の増加 に伴 って消費水準 も

上昇 し,消 費の構造 も一層高度化,多 様化 しよ う。 たとえば,食 料費の割合が著 し く低下 し,そ のパ
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ターンも乳製品,動 物性 白質の需要が増加 し,形 状 もコンパ ク ト化 され るとい う具合に。 このよ う

な消費構造の変化は,増 々人々の欲望 の多様化にっなが り,そ れが生産者ヘ フィー ドバ ックすること

によ り・一層商品の多様化 を導 く。 このよ うにして,経 済 の発展 と国民生 活の豊か さが,次 に新たに

もたらす結果としで 消費水準の変化を生み,価 値観の変化へ とっなが り,他 方,労 働時間の短縮 と

もあいまって,レ ジャーへ の動 きが積極化,大 型化 し,更 に産業構造 の変化,産 業の再編成,新 産業

群が生れて来 る。 この様 な様 々な変化 が流通機構に常にインパ ク トを加 えてい る。 さらにつけ加える

と,こ の ような産業 の絶 えざる発展の源流は,人 々の幸福な生活 を求めることに始まることを忘れて

はならず,産 業 の発展が独善的,ア ンバ ランスに流れぬ よ う,ソ ーシ ャル ・レスポ ンシビリテ ィー,

テ クニカル ・アセス メントを互に考慮 しな くてはならない。 この意味か ら,公 害 などの問題 国土の

美観 をそこな うなどの問題 を留意 しなが ら,国 土 の総合開発,利 用を推進 してゆくことが望 まれる。

以上 のこ とをまとめ ると図1-4の よ うになろう。
'
ン

大 世 生 産 大 旦消 費

科学技術の進歩

経 済 発展

図'1-4
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都市 農村の
パター ン変化

新産業 の発達 は,全 く新 しい種類の食品を生 み出す可能性 を秘め,マ ス コミ,広 告関係 は人々の購

買意識に変化を もた らす とい う間接的な変動要因 となってい る。た とえば,団 地の主婦の生活時間調

査や購買調査の結果,そ の地域に設置 され た商店 の数,娯 楽施設の数,あ るいは教育施設の数はけっ

して少い ものではない。地域内に見合 った数だけは計画通 りあ らかじめ設置 されている。 に もかかわ

らず,そ こに住む人 は,交 通手段 の発達などによ り必ず し もその地域 の施設を使 うとは限 らないとい

う現象がある。

感情不在の形式的 なシステムでな く,あ くまで もマーケ ッ トが何 を要求 しているのかといった精神

を もって流通 システ ムをオルガナィズせねば ならないであ ろう。

更に食品流通システムに大 きな影響力を持 っているのは,消 費者に直接 関係のない,産 業向け資材

流通 システムである。 これは常に,食 品流通 システムの諸段階にたず さわる企業の体暫恒

"h1 .てい るものである。
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金属,木 材,セ メン ト,化 学品,機 械,エ ネルギ ー産業等 の個別産業は,製 造能力,処 理能力の向

上 の為,資 材の供給 の機能 を果してお り,金 融,保 険業,運 輸倉庫業 などは個別産業経済活動の体質

改善に貢献 している。

食品流通システム

図1-5

、

●

このよ うな食品流通 システムを支 えている産業群の強 さが,そ のチ ャンネルの強 さを裏付 けるバ ロ

メータに もな りうるであろ う。

1--2--2食 品 流通システム形成 のモジ ュール構成

食品流通システムの形成 に当た りシステムその ものの体系を,マ ーケ ッ トー情報一原材料 の確保 一
工

加工一分配一供給一 マーケ ッ トとい う流れに従 って明らかに してゆきたいと思 う。 食品流通 システム

の形成 は,情 報 を中心 とした種 々の システム ・モ ジュールに分解 し,そ れ らを全体 とのバ ランスにお

いて一 つ一つ積 み上 げることによ り行われ るべ きで,マ ーケ ッ トに密着した フレキシブルな事務活動

を展開 しうるものでなければな らない。

モ ジュールの例 をい くっかあげてみると,

1.予 測 資料 として,各 種商 品取扱い量,状 況 を時系列的に記録し,実 績分析を行 うとともに・地

域別,商 品別顧客層を対象 とす る,原 材料消費予測,販 売予測を行 う。 また,デ ータを統計 的に

解析することによ り,商 品の持つ季節情報,市 場の傾向を明 らかにして,価 格対策,販 売対策・

輸 入量決定,配 船計画などに供 する。

2.国 民生活 レベル,生 活環境 を解析 し,そ れに適合する新製 品を開発するとともに,海 外製 品,

技 術 の導入 を計 る。

3.都 市 計画,ニ ュータウン開発,生 活改善指導,コ ンビナー ト形成 とい う国の施策に沿い,そ の

構成要素 として,シ ステムを連結 し流動的拡張を計る。

4.小 売 業取扱 い情報,市 場情報を解析することによ り,各 メーカーに対 して,適 正生 産量 を指導

し,嗜 好変 化,生 活 レベル変化に見合 う製品開発,生 産指導を行 う。

5.シ ステム内での競合関係を排除 し,サ ブシステムとして存 在す る種々の構成要 因の近代化 を計 る。

6.生 活 改善 を基礎 とする商品対策を,情 報を中心として形成 し,シ ステム としての商 品価値 を高

め,消 費者 のためのブラン ド・イメージをっ くり上げる。

7.サ ブ システムか らの物流情報を分 析す ることによ り,配 送,在 庫,生 産,販 売などを統一的か

っ計画的に遂行する。

8.海 外市場開発,技 術開発,新 資源開発をシステム運営の一環 として行な う。
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などがあるが,そ れぞれがサブシステム として食品流通システムで如何 なるところに位置す るか,

図1-6に よ り整理 してみ よう。
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図1-6食 品流通システムのモジュール例

このように食品流通 システムは,マ ーケ ット・オ リエ ンテッ ド時代に即応 し,消 費者 の生活を向上

させ るため,常 に広い見識 と柔軟 な考 え方 に立 って,よ り良いシステムを形成 してゆかねば ならない。

このよ うなシステム を司どることは,国 家,公 共機関に委ねねばならないことが多いが,企 業ベース

で考 える場合で も,そ のスケール と複雑 さか らして単独 の企業でこなす ことはむずか しく,今 まで と

は異 った新 しい形態で,企 業間の協力体制 がなくしては実現 し得 ないであろ う。資本による結びつき

であるとか,役 員の交換 とかの結合で はな く,時 流に遭 った新 しい思想の もとに一つの目的に向 って

協同して新 しいチャネルを形成 してゆ く努力,相 互信頼の強いグループが,情 報 化時代 にふ さわしい,

システム ・オルガナイザー として,産 業社会 の リーダLシ ップをとってゆ くことになろ う。

システム ーオルガ ナイザーとしての潜在経営総合力 を背景に,総 合商社は食品流通 システムの形成

に向って始動 してい るが,そ の形成の ステ ップは図1-7の よ うな段 階を踏む ことになろ う。

すなわ ちその戦略は

1.店 舗設備 リース等によるスーパー との直結,メ ーカー群による加工セ ンター,コ ンビナー トの

建設,専 門問屋の設立,シ ョッピング ・セ ンターの建設,配 送センター建設,管 理部門機構 とレ

ギュラー ・ナェー ンの連合体 による全国組織の確立。

2.シ ス テム開発,情 報収集

供給生 産 醸 販売の慣 体制の磯 及囎 理

3.消 費者(マ ーケ ッ ト)の 動向を把握 し,シ ステムとしての対策を計画 し,全 体的運営管理 を行

う。

4.シ ス テムの高度化を図 り,シ ステム ・ブラン ド的 なものを開発す る。

官公庁,食 料品対策に並行 し,企 業ベースでの行政的機能 を発揮する。

とい う4段 階のステップを踏むことに なろ う。
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図1-7食 料 品流通におけ るシステム形成 フロー

1-3食 品 流 通 業 界 の 現 状

食品流通機構

食品の流通機構 は,流 通過程における各 々の特徴に より,生 鮮 食品と加工食品の二つに大 別 して考'

え ることが出来 るが,こ れ らの一般的パ ターンを図1-8に 示 す。

〔生鮮食品 〕.〔 加工食品 〕
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図1-8

矢 印 は各段 階における販売面での働 きかけの方向にっいて表わした ものであ るが,こ れからも見 ら

れ るとお り生 鮮食品 は荷受機関が中核 を占めているとい うことがで きるし,加 工食品においては生産

者(加 工食品メーカー)の 働 きかけが強い とみるこ とがで きよう。

一方
,ル ー トの面を中心にとらえてみると次 のように分類す ることがで きる。

①専門問屋 ・荷受機関を中間にお くルー ト。
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生鮮食品,酒 類,乾 物,砂 糖,油 など。

@専 門問屋を もたないが,問 屋 を経 由す るルー ト。

イン スタン ト食品 化学調味料,飲 料 など.

③ 生産者が小売店 販売あるい は直売す るルー ト。

パ ン,『ケーキ類,牛 乳 ,和 菓子,豆 腐 など

このルー トの中で和菓子,豆 腐などに代表 される商品 は,保 存期間の点か ら必然的な ものであると
■

考 え られるか;'パ ン ・ケーキ類などは① あるいは① のルー トを経由することは可能である。 このこと

から考 えれば,③ のルー トは生産者が積極的 に開拓 したル ー トとみることがで きよ う。

で は,こ れ:らの中 から加工食品メーカー,農 協,ス ーパー ・ス トアの最近の動 きを追 ってみよ う。

(1)メ ー カーt'、'

食 品加工 メrカ ーの販売政策は,終 局的に は自社製品を大量販売することにある。 そのためには,

生 産を合理化 し,中 間マージンを削減 して消費者 に商 品を廉価に提供 し,か つ利益率を高め ることに

あ る。

この点において,ス ーパ ー ・ス トア対策は,小 売店 の体質 改善 とは自ら異 るものがある。 つま りメ

ーカーにとって は小売店 もスーパー も
,本 質 的にはいつれが消費的能力によ り優れているか とい うウ

エ イ トづけに基 くものであ ると考 えられ よう6

今 後・ メーカー側の大量生産体制は商品の規格化 と相 模 って進 むであろ うか ら,こ れ にともない問

屋,小 売店 の総合化,大 型化 も進むであ ろうと思われる。,

現 時点におけ るメーカーの販売対策 は次のよ うに分類することがで きよ う。

①販売系列の強化

代理店販売の強化

販売商社の設立

チ ェーン ・ス トアの結成

②問屋段 階を排除 し小売店 直売を行 う

③直営小売店 の設立・

(2)農 協

生鮮 食品における農協の位置づけは,農 産物 の出荷団体 としての集荷機能 をはたしている ところに

あるが,同 時にその組織系列か らみて,将 来の流通機構の合理化に対す る重要なカギを握 っていると

思われ る。

都市 化の方向に対するスーパ ー ・ス トアの位置づけとと もに,農 村 マーケ ットにおいては,農 協が

ますますその重要度を増 して くると考 えられるが,こ こではその組織系統 と機能を図1-9に 示 す6

(3}ス ーパ ー ・ス トア

最近 の我国の流通業はまさにスーパー ・ス トアを中心に動いている観 がある。

3年 程前スーパ ー ・ス トアの領域 は,年 商50億 円以上 で,従 業員200人 以上 と考 えられていた。

スーパ ー ・ス トアの トップを走 っていたDス トアさえ年商400億 円 に過 ぎなかった。 しかしその後
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図1-9

の スーパー ・ス トアの拾頭 は目覚 し く,3年 後 の今 日ではその トップ数社は1000億 円 以上の規模

になってい る。

この成長の原因は

○ ワン ・ス トップ ・シ ョッピング

○ 仕入の合理化 によるコス ト節減

を主軸 とした諸政策が マーケ ッ トの要請にマ ッチしたことによる。

最近ではその動 きは増々活発化 して,商 社,電 鉄系資本,百 貨店等他企業 との合併,提 携 が相次い

でお り,多 角化 の傾 向にある。

そ もそも,流 通経路 の最 も短縮合理化 した形態 として考 え られ るのは図1-10で あ るが,現 時点で

これを行い得 る小売業者 として考 えられ る ものに,資 金負

担力 と大量販売機能 をバックに した スーパ ー・ス トアがあ る。

スーパー ・ス トアのこのよ うな合理化へ の動 きの顕著 な

例 として考 えちれるのは次の2っ である。 図1 -10

① 生 鮮食品の産地直売 方式

直営農園の経営

農協 とのタイア ップ

②加工食品の自社ブラン ド,商 社との商 品共同開発,輸 入商品確保

生

産

者

小
売業

者

消

費

者

■ ■
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スーパ ー ・ス トアが大量販売 を武器にして,直 売商 品の開発 を行 な う目的は,究 極的にはス トア ・

ロイヤリティの向上と安定 した高い利益率の確保であ る。 そのポイン トは次のよ うな ものであろ う。

① メーカー商 社(問 屋)の 流通支配権 に対する排 戦

② 品揃えの差別化

③ コス ト切 り下げ による値引

④ 仕入ルー トの確保

過去に於 ては,メ ーカー は独 自に流通経路,マ ージン,小 売価格を決定 し主導権 を握 っていた。又

現状ではスーパ ー ・ス トアはナシ ョナル ・ブランド(メ ー カーの利幅だけが大 きく,問 屋,ス ーパー

の メリットが少ない商品)ば か り扱 っていると,商 品戦略上,消 費者に自社のスーパ ーの差別化を認識

させることが難 しく,値 段 次第で は消費者が他へ移動 して しま う。 このようなことから例 えばアスパ

ラガス,茶 などの産地直結のルー トをスーパーは開拓 し始 めてい る。

スーパー ・ス トアはこのよ うな自社 ブラン ド作戦の他,全 国チ ェーン化による店舗拡大,フ ァッシ

ョン性の多い商 品の販売促進 を支 えるだけの人材確保,コ ンピュータ導入による情報処理加工技術の

向上,配 送セ ンター設置による物流経費の削減などに力を入れてお り,そ の為のぼ う大 な資金 の確保

に頭をいためてい る。

外部か らの資金導入方法 として

O銀 行他金融機関

O建 築業へ の費用延払い

O商 社か らの設備 リース

○不動産業者 との タイアップ

O企 業提携,合 併による信用拡大

などの手段 を利用 している。 そ して他現金 売の反面仕入は手形決済 にするなど資金 の捻出を計 って

いる。

この ようにスーパー ・ス トアはマーケ ットに直結す る成長産業 として注 目され,独 自の政策 を打出

して,流 通チ ャネルを形 成 しつつあるが,急 激な発展による,ひ ず み,ア ンバ ランスに悩んでいるの

が現状で,如 何に これ らの問題 を是正 して発展してゆ くかが問題 となるところである。

ξ

レ

(4)総 合商社(含 む問屋)

4!

食品は,国 民経済の中で最も大 きな消費分野であるにもかかわらず,ほ とんどの総合商社は,海 外

に依存している原料の輸入,小 麦粉,砂 糖などの大卸し商内を除けば,食 料品部門への進出は極めて

出遅れていた。食品業界の中で比較的まとまった商内は,製 粉,製 糖,製 油,飼 料などのわずかな品

種に限られていたからである。毎日家庭で消費される加工食品,生 鮮食品の大半は多数の中小企業で

生産されている上,そ の販売先の大部分は零細な小売店であり,食 料品販売部門数百人の規模の総合

商社にとっては進出の難 しい部門であった。

せいぜい総合商社としてコントロール可能な食料品卸問屋の数でも全国で4万 店(41年 通産省調
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査)も あ る。 これらの食料品問屋 は更に全国で70万 店 の飲食料小売店(平 均1問 屋一1Z5小 売 店)

を対象に,無 秩序な販売競争 を繰 り広げている。

総合商社における食品流通部門は,こ のよ うな2次 問屋の中間にあ って,問 屋金 融機能 を受け持つ

だけであま り魅力のあ る分野で はない。

それに もかかわ らず,原 料輸入 一 メーカー 一 製品引取 りとい う役割を果たしてゆかねばな らず,

そのため2次 問屋を通 じて販売 を行っているのが現状 である。

総合商社 を中心とした食品内服チ ャネルは図1-11の 通 りであるが,

総 合 商 社

小 売 店

●

図1-11

その間,酒,油 問屋等はと もか く,大 手の問屋は資金繰が苦し く,ほ とん どその金 利を総合商社に

頼 って来てい る。

その原 因は,

○ 各 問屋 の下部機構である小売業 は,価 格,サ ー ビス等によ り仕入先を選び,そ の体制 は激しく

変化 してい る。価格競争 の結果問屋 としては次第 に利益幅を薄くせ ざるを得 ない。

Oス ーパー ・ス トアの躍進に よ り,売 上げが伸び悩んでいる。

O加 工食品の商 内は,生 鮮 食品のケースと同様に価格が変動 する。

カンヅメー 相場商 的

カンヅメ以外 ほとん ど りべ ー ト商売

とい うよ うな商内であ り値 くずれの要因が大であ る。売る為には安 くせねばならず,常 にメーカ

ーと小売店の間に立 って
,激 しい競争 を強い られ,利 益が低下す る。

などによる もので,問 屋 として も何 とかその存在意義を確保し,機 能発揮の為近代化 をはかってい

る。
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2次 問 屋を含めた総合商社の内販組織 は

1.小 売業 の大型化(ス ーパ ー ・ス トアの拾頭)

2.農 協,電 鉄 不動産などの資本 の流通部門進出

3.メ ー カーの流通活動強化

4.外 資進出

5.問 屋 が近代化しない。

などの諸要因によ り,現 在非常に苦境に立 たされている。

たとえば,図1-12のCと くメーカー一・,ス ーパーの直結 したル ー トを例 にして,

①

メ

ー

カ

ー

一

商

社

イ

問

屋

一

小

売

業

一
了

乞
ト

②

メ

ー

カ

ー

ス

|

パ

|

マ

|

ケ

ッ

ト

.

図1-12

の2つ の食品流通機構 を比較す ると,① に比 して② は中間流通過程が短 か く明らかに合理的で,問

屋の存在意義 は薄れてい る。

ただし,現 在のままで は苦 しい とい うことでこうした,食 品流通機構の変化 は総合商社 にとって必

ず しもネガテ ィブな要因ではな く,そ の政策 によっては,ほ とんど進 出不能であったマーケ ッ トに密

着した末端小包販売網確立 のチ ャンス に もな り得 る。総合商社の食品流通 チャネル再建の方法 として

問屋の種類によ り

イ)大 手の問屋 一一 吸収合併などに よ り更に大型に し,そ の機能(ス トック,販 売機能等)を 合理

的に発揮 させ る。

ロ)小 型問屋 一 扱 い商 品の種類をお さえ
,よ り専門的な方 向付 けをする。

とい うような問屋 に対 する企業指導を行 なってゆ くことを考える。

イ)の場合はその規模が次第 に大型化 してゆ くことによ り,食 品配送 センター として,物 流に於ける,

集 荷,分 配機能 をスーパース トアのそれ よ り合理的に司 どることが可能になる。

すなわち食品流通の特色 として,多 品種,多 ブラン ドの商品が,複 雑にか らみ合いなが ら動いてい

るため,ス ーパ ー ・ス トアの対 メーカ密着戦略や,メ ーカー独 自の販売組織 の形成 など,限 られた品

種やブランドの物流 システムの合理化で は解決出来 ない問題が内在しているため,更 に全体 の商 品が

よ り合理的に(物 流が,重 複していた り,場 合によっては逆に流れた り,不 合理なス トックが され る

などのロスを省 き,シ ステマティックに行われるよ うに)流 れるようにすることによ り,中 間の流通

経費を安 くするとい う存在意義がある。

この食品配送 センターには,加 工食品の他更に生鮮食品,繊 維,雑 貨 等同様な流通テ ヤネルを持つ

ものが次第にティクアップされ,イ ンテグ レー トされることによ り,総 合商社 として,マ ーケ ットに

対する,合 理的 な流通 システム形成 による,情 報 システムを司どれるようになる。

総合商社 として考えられるデ ィス トリビューシ ョン ・セ ンターによる,末 端流通機構の把握と,問

屋,大 型小売店に対 する対策である。
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ディス トリビューシ ョン ・セ ンターによる流通機構 は図1-13の 通 りであ るが,こ のよ うな複雑

な問屋機構をク リアに した流通機構の整備は,流 通経費の引 き下げの他,こ れ まで掌握出来 なか った,

問 屋以後 どう売れてい るか,ど の くらい売れてい るか,ど の くらい もうけてい るか,等 の末端販売網

の情報 を収集加工す ることによ り長期的 計画的な供給体制が可能 にな る。

そして,商 品の販売に当た り,総 合商社はただ口銭を取 るとい う姿勢 から脱して,消 費者 に目を向

けて,よ り満足感を与 え,よ り安い商 品を提供する為の情報管理 システムが形成 されるのである。

デ ィス トリビューションセ ンターによる食品流通機構

δ

`

総

合

商

社

生産情報

メ ー カ ー. メ ー カ ー ___一 一 ー 一 一

大手 問屋機能'

セ ンイ,雑 貨

他商

報/

ット情報 一

＼'/
ン

,'
,!

　 生鮮食品
D宙C

小売店 専門問屋
ス ー ノe－

ス ト ア
デ パ ー ト

＼/
次第に大型化
or専 門化

図1-13

他商品のチャネルに参加

角

1杏

こうして,総 合商社 は,問 屋,ス ーパ ー ・ス トア等 を通じた,マ ーケ ットに対す る接近 デ ィス ト

リビュー ション ・センター形式 とい う販売チャネル作 りの一方,適 正な商 品を生産するシステムとし

て,食 品コンビナー ト形成 に努力 をは らってい る。

これは次章で詳 しく述べ るが,数 多 くの食品原料(関 連資材を含め)か ら製品までを,諸 メーカー

を一ケ所に集め,相 互関連の もとに一貫した合理的な生産を目的とす るもので,デ ィス トリビュー シ

ョン・セ ンター等か らのマーケ ッ ト情報を もとに,原 料供給 と,製 品の計画生産によるコス ト・ダウ

ンをね らった ものである。

食品コンビナー ト構想は,総 合商社の本来 の機能である海外資源の計画的供給体制 と,そ のスケー

ル ・メ リッ トとい うメーカーに対す る廉価,大 量原料販売 と,メ ーカー相互関連による生産合理化メ

リット,計 画発注 と販売保証 とい う受注生産メ リッ ト等,メ ーカーに対する一貫した接近に よる合理

的生産システムのオル ガナィズを目的 とする。総合商社か らみた,メ ーカーとの機能分担図は 図1-

14の 通 りであ る。

以上述べ て きたような食品流通機構の各分野にお ける動 向に対して,総 合商社 としてのとらえ方を

まとめると次 のよ うになる。
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(1)問 題 点

①経済成長と近く予想される第3次 自由化による流通業界への影響

②メーカーにおける流通部門へ の進出

③スーパー・ス トアの急成長と業界の再編成

④問屋,小 売機構の革新 と再編成および流通 第3勢 力(百 貨店,電 鉄資本.農 協)の 進出

⑤商社の流通対策の積極化 と先行投資の活発化

(2)社 内組織 と対策

①加工 コンビナー ト;配 送セ ンター企画

② スーパー ・ス トアなど量販体制の強化 ・

③ 量販商 品の原料 一 製品一貫体制の確立

④加工セ ンター,ス トック ・ポイントの企画推進

⑤系列 メーカー,販 売会社の強化

⑥ 問屋,小 売店の集約,強 化

⑦海外市場 の確保 と輸入商 品の省力化

⑧新商品,新 市場 の開拓

の

食品コンビナー トに於 ける機能分担

閨
原
料
供
給
機
能

原料供給 ②

国
加

工
.機
能

③ ①

生

閨
販
売
機
能

計画発注

①' 新製品開発情報

産 ④②t
諸資材供給

一括買入

つ

ぜ

図1-14
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1-4食 品 コ ン ビ ナ ー ト

このような流通業界 の活発な変化 と,問 屋 を軸 とした総合商社の販売政策 の行 きづ ま りを打破すべ

く打出 されたのが,ス ーパー業界 との密着路線強化 による各種食品の末端 マーケ ッ ト情報掌握 と,こ

の実需 を起点とした,主 要食品のシステム生 産,合 理的物流管理方式(大 型穀物専用船,サ イロ建 設,

製 品の共同運送 など)に よる食品 コンビナー トの 構想である。

食 品業界の中 で,大 きなウェー トを占め る食用油,小 麦粉,飼 料,澱 粉,砂 糖な どは・それぞれ独

立した商 品であるが,同 時に需要先,原 料運搬方法,大 部分 が輸入依存商 品であ るなど共通点が多い。

さらに食品業界 に君臨す るよ うな巨大食品メーカー もな く,輸 入業務を握る大手商 社にとってはコン

ビナー ト形成には比較的有望 な環境 にあ る。

食品コンビナー トの直接のメ リッ トは

1)岸 壁 工場を建設することに よ り,原 料入手が大型穀物専用船(5万 ～7万 トンクラス)が 岸壁

に横付け出来,大 巾な運賃 コス トの軽減が可能 となる。

2)共 同サ イロ建設によ り,従 来のハシケ取 りや小型船 による荷揚げが不要 とな り・本船 から直接

ニ ューマ(空 家搬送)装 置でサイロへ の荷揚げ が可能 とな り,荷 役時間 の短縮 と荷役費用が軽減

出来 る。

3)サ イロ設備と工場群の直結に よ り,運 賃が不要になる。

4)製 パ ン,製 麺,製 菓,乳 製品工場 などを誘致 することによ り,原 料輸入か ら製品を相互に消化

し,2次 製 品までの一貫生産 システムを形成出来る。

などがあげ られるが,と もか く,原 料の多 くを海外に依存 しなければな らない業種で は・本船取 り

出来 るか否かでコス トに非常な差がでて来る。 た とえば,製 粉事業では原料小麦の80%～85%は

海 外か らの輸入である。 コンスターチ の原料であるとうもろこしは全量移入であ る。配合飼料は主原

料である トウモロコシや魚かすな ど総使用料 の80%は 輸 入であ66こ うした条件か ら,こ のような

業種の工場は海岸へ立地するのが絶対条件 となって来 る。

因みに大型穀物専用船 を利用した場合 の諸経費の軽減を概算 してみよう。

大豆,メ ィズ の米国ガルフか ら日本へ の運賃は5万 トンの大型船の場合・1万5千 トンクラスの も

のよ りトン当 り4ド ル程度節減出来 る。

接岸後サイロに吸い上げ1日8千 トンか ら1万 トンとすれば,5万 トンクラスの大型船 の荷お ろし

の為の滞船 は5～6日 で済む(ク レーンによる荷降ろしは1日2千 トンで1万5千 トンの船の荷お ろ

しに7.5日 かかる)。

サ イロから製油,製 粉,飼 料会社へ の供給は,コ ンベアによる電力代,償 却費だけであ るが,ト ラ

ックないしははしけで阪神地区に輸送 すれば,ト ン当 り約500円 の運賃が必要 となる。その他の軽

減を含めると,輸 出の積 出し港渡 しで トン当 りメィズ2万 円,大 豆3万5千 円程度 の穀物に対 して,

5千 円 程度の諸経費を要 した ものが,約 半分の経費節減 となる。

原料のサイロ入荷か らコンビナー トに於ける製品の相互消化関連図は図12に 示 すが・製粉 は副産
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物のふすまを配分飼料 工場 に供給する他,め ん工場,製 菓工場へ供給す る。精糖工場は砂糖を乳製品

工場・製菓工場・ かん詰め工場へ供給するといった具合になる
。生産会社 としては製品の全てを消化

して くれ る需要分野 が隣接 し,し か も輸送費や包装費 ,中 間 マージンがほとんどかか らず消化 して く

れ るため非常な恩恵 を受けることになる。'

食 品 コン ビナー ト製品相互関連図
はサ イロを使 った原 料 一 ー一2次 加 工.原 浴

ニーーー一は 埠 頭 を利 用 した原 料 一一 〇 原 料

一

埠

頭

サ

ー

・
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図1-15

食品加工 コンビナー トを総合商 社の立場か らみると次のよ うな メリットをあげることが出来 る
。

ω 穀物輸入の大半 を長期間 にわたって,独 占的に取扱 うことが出来 る
。

(2】 さ らにこの地盤を利用 レて開発輸入事業が可能になる。

(3)原 料 だけで な く,各 社製品の取扱いシ ェアも必然的に増大 ,共 同配送などによ り配送 コス トの

低減が見込 める。

(4)大 型 専用船,サ イロ荷役 による物流コス ト低減で コンビナー ト周辺の需要家 も掌握することが

出来 る。

(5)・ ンt・e=一 夕 を導入 して,・ ンビナー ト内各社の生産 プ・セスの ・ン ト・一ル
,事 務 プ。セス

の機械化が可能になる。 この為発注一原料 の般入一生産 プロセスの機械化二出荷一送状 の作成 一

同時に倉庫料 などチ ャージ も計算 した請求書の作成 ・発送 などの業務が機械化 され,コ ンビナー

ト運営の人件費を大幅に引下げ ることが出来る。

(6}流 通 配送セ ンター建設 スーパ ー ・ス トアへの接近等の諸戦略と合わせ,マ ーケ ットー原料輸

入一加工一配送 一販売一情報 とい う一貫 した合理的流通 チャネルを形成 することによ り
,よ り多

くの市場 を制する布石 とす る。

こうした ことか ら各総合商社に於て 食品コンビナー ト形成の動 きが見 られるが,A総 合商社の場合

は,東 京,名 古屋,神 戸の三大都市 周辺に,い ずれ も20万 平 方メー トル以上 のコンビナー ト用地を

確保の上,そ の建設に力 を注いでい る。

●
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`

○ 名古屋食品 コンビナー ト

C埠 頭を軸に,約26万 平 方メー トルの用地に製粉,製 油,コ ンスター〉'・メーカーなどを誘

致,サ イロ能力3万5千 トン,最 終 的に は12万 トン。

○ 神戸 食品コンビナー ト

6万5千 トン級の穀物専用船 が着岸出来るK埠 頭は保有能力3万 トンのサイ・ロ(最 終 的だは

12万'ト ン目標)を 軸に製糖,製 粉,飼 料,コ ーンスターチ の他2次 加工 メーカーを誘致。用地

は23万 平 方メー トルを確保 している。

O船 橋食品コンビナー ト

立地条件 として,人 口が急増している首都圏を後背に控えているため,名 古屋,神 戸のコンビ

ナー トをはるかに上回る規模を計画中である。用地 も前2者 の約2倍 の44万 平 方メー トルの埋

立予定地 を確保してい るが,併 設の流通基地 とを合わせ ると,全 部で66万 平方 メー トルの大 食

品 コンビナー トとしての計画が練 られている。

これ らの3つ のコンビナー ト計画とともに,今 後10年 後の日本の人口配置 とに らみ合わせて設け

られ る内陸配送セ ンター11個 所 とを結び合わせ ることによ り食品流通の全国ネ ッ トワークが完成す

る。
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1-4-1神 戸食品 コンビナー ト

M社 の食品 コンビナー ト構想 は,東 京,名 古屋,神 戸 とその計画が進め られてい るが,こ こで はそ

の内の神戸食品 コンビナー トをと りあげて,も う少 し詳 しく紹介してみよ う。

M社 神戸食品コン ビナー トは,図13の よ うに神戸臨海埋立地 の中で,神 戸東部第4工 区の食品コ

ンビナー トに含 まれている。東部第4工 区 は総面積142万 平 方メー トルの広 さで,食 品コンビナー

トとしてはこれ までにない超大型 の もので,し か も数多 くの異企業が参加するのが特色である。また

この第4工 区には,広 大 な神戸市中央卸売市場が有 り,ト ラックター ミナル有 り,公 園有 りとい う環

境で,製 粉,配 分飼料,製 油,砂 糖,乳 業,ラ ーメンなどのメーカーが18社,ね り製品,製 菓,酒

類などの中小二次加工 メーカーが14社,酒 類,乳 製 品,茶 類,ビ ン,カ ン詰 などの卸商が52社,

合 計84社 の大世帯になる予定である。 この中でM社 関係企業は,い ずれ も原料 か製品か,資 本かの

いずれかでM社 と関係 を持 っている ものか ら選ばれ,埠 頭会社 の他,製 粉,ラ ーメン,配 合飼料,精

糖,乳 業などその界一流の企業で構成 され,他 にM社 の手でコー ンスターチ(ト ウモ ロコシ澱粉)の

新会社,配 送センター設立を予定 してい る。

M社 用地 の食品集団は,優 良会社によ り構成 されているものだけに理想的な もので,そ の誘致に成

功すれば,相 当強力な集団が生れることになる。

M社 の他に神戸東部第4工 区 食品コンビナー トに進出す る企業集団には,飼 料 を中心 としたB社,

綿i惹 ナッツ製 品などに力を入れる 丁社,植 物たん 日生産のY社 などがあげ られ,あ る意味では利害

関係にある異質商社が同居 してコンビナー トを有効 に運営 してゆかねばな らない ところに,コ ンビナ

ー トの問題 があ り
,オ ルガ ナイズに当っては農林省,神 戸市等 の適切 なる指導が期待 されている。

'
多

1-4-2埠 頭 会社 に於けるコンピュー タ処理システム

M商 社神戸 食品コンビナー ト内には,同 社100%出 資 によるK埠 頭会社 の諸設備は今秋に も移動

に入 る,K埠 頭会社は本船か ら諸原料 を各 メーカーに流すとい う,い わばM社 に とって海外資源取引

に次 ぐ第二の物流情報の拠点になる重要 な機能 を果すことにな る。

このような物 流情報収集機能 を果すため,現 在稼動中の他 のサ イロ設備には見 られ ない新しいシス

テム構成になってい る。

すなわち,こ れまでの システムはあ くまで もサ イロ荷役の合理化,省 力他 の為電子制御 システムを

採用 してい るのに対し,本 神戸食品 コンビナー トでは,』電子制御装置による機械設備の自動化を計 る

だけではな く,ミ ニ コンピュータシステムを採用 し,自 動制御以外にサ イロ保管料の計算 請求書作

成な ど,事 務処理の 自動化 も行 ない,将 来は,名 古屋 神戸,船 持の コンビナー トの完成 をま って本

社大型コンピュ・一夕とのオンライン接続 により,全 コンビナー・トの情報処理加工を可能 とす る計画で

あ る。

コンピュータシステム導入に依 る具体的なメ リッ トの主な ものを挙げ ると,

1}事 務処理 自動化のメ リッ ト
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現在稼動中の電子制御装置による埠頭サイロ施設の最低所要人員は21～22名 程度であるが・

本システムに よ り,事 務処理が自動化 された場合,15～16名 程度に削減可能で・省力化のメ

リッ トが大 きい。

2}社 内事務処理の 自動化

関係営業部に於ける売先別約定残,在 庫ポジシ ョン,取 引先 に対する請求書発行が自動的に処

理 され,又 将来銀行 とのオ ンライン化によ り,期 日到来代金 の口座 自動引落 し,信 用限度ポ ジシ

ョン自動チ ェック等本社業務の合理化に寄与するところが大 きい。

3)イ ンシュアランスの簡便合理化

派生 的なメ リッ トとして,輸 入原料 の実数の移動が完全に把握 されるので,保 険会社 との協調

に より,水 切 り後の保険を マ リンと一貫 した スルー ・インシュアランス化が直 ちに実施可能 とな

る 。

●

4

1-4-3食 品 コン ビナー トと物流システム

食品コンビナー トを中心 とす る,商 品の流れは図 の通 りであ るが,物 流機構の整備に当って考

慮 されねばな らない問題 としては次のような ものが考え られる。

イ)第 一次加工 メーカーが生産するに必要 な,最 適な量,最 も安い運送コス ト,タ イム リーな(在

庫量出来るだけ少い)原 料 の供給。

ロ)第 二次加工 メーカーが生 産す るに足 りるだけの原料が第一次加工メーカから製品又は副産物 と

して産出 されること。第一次加工メrカ ーから産出 され た製品が出来 るだけ第二次加工メーカー

に吸収され ること。すなわ ち関連 した企業の生 産相互関係が最適であること。

関連 するメーカーの距離が最短 にな り物流が円滑 に行なわれ ること。

ハ)後 背マーケ ットの変化にたえるだけの生産規模 と配送 設備 を有すること。

二)配 送セ ンター に於 ける在庫 が適正 な量であること。在庫商 品の配置が適正であること。

ホ)生 産地直送品(水 産物,生 果物,肉 乳製品など)も こなし得 る近代的な配送設備であ ること。

へ)生 産地 一一→ 配送 センター

　 寸il:∵一

等相互間の交通事情改善(道 路整備),及 び配送手段手当が最善であること。

ト)配送に於ける時間的な問題,距 離の問題,配 送順序 とインターバルの問題が最善であること。

チ)後 背マーケットに見合った物流基地が大小とりまぜて適切に配置されていること。

リ)加 工時点,配 送時点,配 送センタ時点小売段階等の時点に於ける,商 品形態が適切に変型され

ること(包 装の問題,っ め合せの問題,複 合商品の組合せなど)。

一27一



■

一

w－

u

.

.

プ

/

7 岩 壁 荷 揚 施 設 倉 庫

/ `.

..`L ,

製

油

製

粉

コ ス

・↑

ン チ

精

糖

A

1 `

・

.

1・ ・

:

一

●`

清 冷

涼

飲

料菓

パ 製

ン菓

㌶タ
二才
㍊
パンン

醗

酵

関

係

;£

鵬

蘂竃
.

生産地直送品

く㊥ ×1
.

・ 曇
青果 品

,

.
、

-

配 送 保 管 仕 訳
'

<コ 食品以外(繊 維等

1 ` .

パ 製

ン 菓

放 冷

料

水 菓

膓否

.
ン

養
品

き

考
.う

衣

料

関

係

樹

脂

加

.工

z

ラ

膓
グ

そ

の

他

、

.

「L

11 .↓
パ ・ル カ ー

セ ン タ ー

長 距 離

配送センター

近 距 離

配送センター

日 々

配送センター

一 `

-

小配
基 地

1

小売店 量

・

販

,

店

図1-17食 品 コ ン ビ ナ ー ト と物 流

一28一

量

販
店

V

C
対

策

-音

り

b

♂



v〈r

.、

寸≡

1-4-4食 品 コンビナー トと情報フロー

次に食品 コンビナー トに関係する情報群であるが,そ の構成 は図1-18の よ うにな る。

食品 コンビナー トに於け る各種情報 フローの必要性は,そ の時点 の問題 として

イ)製 品の流通がムダな く流れること

ロ)消 費に見合 う製品が,ム ダなく・生産 され ること。

ハ)生 産に見合 う原料がムダな く供給 されるごと。

二)マ ーケ ットが何をどの くらい求めているか適格に把握す ること。

ホ)各 企業間商的流通 ポジシ ョンを明確にすること。

を求め るための もので,又 将来 の問題 として,

イ)地 域開発 政府施策 業界動 向等環境条件 の変化を把握す ること。

ロ)マ ーケ ットが将来 どんな ものを望 んでいるかを把握,演 出すること。

ハ)そ れに合わせて,形 成 されたシステムを柔軟に変更出来ること。1

な どを求めるこ とにある。

これ らを満す るためには,莫 大 な情報を整理,重 合の上,新 しい知恵としての情報を システム全体

に反映せねばな らず,必 然的に高度な コンビ》ユ一夕等の情報処理加工技術が求め られている。

コンヒ。ユ一夕は企業間決済,決 算事務の処理等のオペ レーシ ョナルな情報処理を も含めて稼動 する

ことになる。

マネージメン トには資す る為のデL-・タ分析の例 を図1-19に 示 すが このよ うに各種情報を駆使 して

流通システムを最 も効率良 く運営出来 るような情報 フローを形成せねばならない。 注意せね ばな らな

いのはこのよ うなシステムとい うものが常に時間と共に変化 している。時間的な経過の中で,変 化 と

対処 し,現 実に即 してゆけるものでな くてはな らない ことである。

データ収集 の際,チ ャネル内 オペ レーシ ョナル情報以外の外部一般情報源の具体 例をあげ ると下 記

のようになる。

① 日通総研(D・c関 係)

② 小売店経 営実態調査(調 査依頼)

③GrainReport

④ 海 外Agencyよ りの海外情 報

⑤小売商小袋市場調査(砂 糖)'

⑥ 内 外百貨店,卸 売,ス ーパ ー ・ス トア,メ ーカーの一般流通動 向

⑦ シ 。ッピングセ ンター

⑧農林統計情報

⑨百貨店法,中 小企業基本法,中 小企業近代化促進法な どの関係流通法規

⑩各種流通関係機関

中小企業振興事業団'
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⑦
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⑩
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⑫

官公庁動向,施 策情報

生産,販 売情報,業 界動向情報

商品状況,企 業動向,価 格情報,新 製品情報

労働市況,人 材,技 術情 報

営業情報,企 業信用情報,

MBKと しての経験的情報

原材料供給情報(取 引先,品 種別etc)

原材料,一 次加工品,製 品流動情報,輸 送情 報

生産情報,在 庫情 報,実 績情報,設 備情報

販売情報,マ ーケティング:情報

消費傾向,生 活 レベル情報

社会情報

消費者信用情 報

図1-18.食 品 コ ン ビ ナ ー トと 情 報 フ ロ ー
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京浜,中 京,阪 神

食品 加 工センター

配 送 セ ン タ ー

取引先実績能力

取 引 先原 材料

加 工 情 報

地域別販売実績

別
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報
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域
所隣

地
人
情

図1-19デ ー タ 分 析
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2.食 品 コ ン ビ ナ ー ト形 成 へ の ア プ ロ ー チ

2-1ア プ ロー チ と 情 報

食品コンビナー トを形成す る過程 はすべて同一のパ ターンですすめ られ るとは限 らないあ る時は,

取 引先企業のパー トナー ・シップを タイ トにするという発想か らプランがすすめ られまたあ る時は,

工業用 地の確保が行なわれて いて,そ の用途 とい うことでプ ランが開始 され ることもある,い わば純

粋に システムズ ・アプローチの結 果として,食 品 コンビナー ト構想 が生 まれて来 ると言 う事は レア ・

ケースと言 え,政 策が先行 してい る場合が大半 と言えよ う。

2.3で は本調査対象 とな った食品コンビナー ト形成過程に触れるので,こ こでは形成の過程で必要

とな る機能 を平面的 にとらえ,そ れ らが,ど の様な情報 を必要とするかをまとめてお くこととする。

(1)食 品 コンビナー ト形成 の基本機能

食品コンビナー トを形成 してゆ く過程で最 も重要な機能は用 地の決 定 ・規模の決定 ・基本 構想の

決定であ る。 これ らの3つ の機 能が決定 したところで長短期 の計画が策定 されて食品コンビナー ト

の形 成即 ちfラ ンが 完成す るわけであ るが,上 記の3機 能のうち用地 ・規模の決定は比較的制約条

件がはっき りしてい た り,政 策的に決定しているケースが多い。 そこで基本構想策定 機能をと りあ

げ分解 してみる。

取扱商品の決定

コンビナー ト内使用機 器の決定

関連企業間 〃

参加企業 の決 定

コンビナー トIN・OUTの 物 流システ ム決定

以上に食品コンビナー トのコンセプ トな り目標は1.で 記 した如 く固 まってい るものとしての もの

であ る。

食品 コンビナー トは本来上記の基本機能が決定された段 階で用地 ・規模の決定が行なわれるので

あるが,先 に も触れた様にその順序が逆 とな ることが多い。

、次 に長期計画では,食 品 コンビナー トの具体的な形成の計 画であるが,そ の中 でも最 も重要な機

能は,建 設資金の調達 と利益計画であ り,2.3で は資金と言 う形でと りあげ ることとす る。

2-2食 品 コ ン ビ ナ ー ト形 成 に 必 要 な プ ラ ニ ン グ 情 報

プラニ ング情報は,コ ンビナー ト形成過程の最初の段階で欠かす ことの出来ない ものであることを前

前節で述べて来たのであるが,こ こでは収集す る情報にスポッ トをあててみ ることとする。

まず,プ ラニング段階での情報収集 目的は次の8要 因に集約す ることがで きよう。
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⑭

(1)何 の ために 理念 ・目的

② 何を 対 衆

(3)何 処 に 場所

(4)ど れ くらいの 物を 規模

⑤ どんな内容を 様態'

(6)ど の ようecし て 工程 ・手段

(7)何 時まで に 期間

(8)ど うするか 運用

そして,こ れ らの目的に沿って収集情報を大別す ると,

(1)社 会情報

(2)経 済 情報

⑧ 政策情報

(4)立 地 情報

⑤ 需要情報(消 費者情報)

⑥ 供給情報

(7)金 融情報

(8)参 加 企業情報

⑨ 商品情 報

⑩ 技 術情 報

⑪ 価格情報

⑫ 情報処理技 術情報

⑬ 輸送情報

⑭ 労働情報

㈲ エネルギー情報

㈹ その他情報

な どが ある。プラニ ングの要因と情報の関連を表わすと図2-1の よ うに捉え られ よ う。
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以下 これ らの諸情報について情報源およびその内容等にっいて調べることにする。

社 会 情 報

企業 禾1捻な り,企 業目的 を策定 する場合に社会が何 を欲 し,ど ういう状meecあ るか探 る必 要があ る。

また海外 よ り原材料 を輸入した り,逆 に製品を輸出す る場合に,そ の相手国の社会情勢如 何が,安 定

した供給や需要先の選定に対す るポ イン トにな る。

a政 治情勢

b経 済情勢

c軍 事情勢

d民 心

e風 土

c宗 教

dそ の他社会情勢

情報 ソース として は次の ものがある。

イ 新 聞'

ロ 旅行者談

ハ 政府刊行物

二 その他出版物

ホ 商社,メ ーカの内外店

へ その他

経 済 情 報

コンビナー トの利益 目標を設定 した り,稼 働時間の見通しを立てた り,ま た規模や,様 態を決 め る

重要な要因ζなる。

a国 民総生産

b産 業設備投資動向.

c中 小企 業景気動向

d株 価動向

e海 外経済動向

f輸 出環境の変化

g地 域社会Cと の民力指数

hそ の他経済情報

これ らの情報のソース としてはっ ぎの もの を掲げ ることができる。

イ 政府刊行物

ロ 商社 ・メーカ等の内外 店

ハ 出版 物

二 風 評
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ホ その他経済情報

政 策 情 報

国の政策は,理 念,立 地 規模 様態などを決定す る大 きな要因となる。

a

b

C

d

e

f
■

9

h

・
1

.J

内外食糧品行政

国庫助成金

都市開発

地域開発

公共投資

開発国援助

輸出入政策

租 税

生活改善

その他政策情報

その ソース としてつぎのものがある。

イ

ロ

ノ、

内外政府刊行物

新 聞

商社 ・メーカの内外店

その他

立 地 情 報

魯

食品 コンビナー トその ものは,海 外よ り原材料 を輸入し,貯 蔵し,そ れに物理的,化 学的作用 を加

えて新 しい形態や性質 を与 え;経 済価値を増大させ た商品 として搬出す る一連のプ ロセスを同一のエ

リア内で行な う。 このため単一の加工産業 と違って立 地には相当厳しい条件が必要 とな る。

a

、D

C

d

e

f
■

9

h

i

j

k

l

m

送

一

輪

関

ギ

業

揚

地

水

物

酬

勧

金

金

通

信

継

れ

甦

市

用

用

建

原

労

資

税

交

通

情

工

関
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D
A

O
l

r

S

気 候

災 害

生活環境

法的規制

防 備

その他立地情報

(こ れ ら立地情報 は他の情報 と重 複してい るものが多い)。

情報ソースとしてはっ ぎの ものがあ る。

体

報

媚

情

公

体

・

団

力

闘

行

他

要

府

界

一

の

政

業

メ

新

銀

そ

需

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

プラニング段階で長期計画に必要なものと短期計画に必要な ものとでは多少異なる。

a

lD

C

10

e

f

σ
b

h

・1

.J

質的量的食品需要量

需要家製品の長期販売予測

需要家設備投資計画

需要家販売網拡張計画

海外市場の輸出情報

輸入食品消費動向

技術革新情報

嗜好情報

製品在庫量

その他需要情報

aの 需 要量は長 ・短期別,需 要家別の他に配送計画上地域刑 すなわち工場別の量で あることが 必

要であ る。

bの 需要家製品とはある商社 を原料 として作 られ る製品 例えば,小 麦粉 と製パン業の関係で・ 後

者か ら作 り出 され るパンな どを指す ものであ り,集 計 された需要量の正当性 を裏付けるものであ る。

それと同時ecそ の需要家製品の加工 による2次 製品ecっ いてまで広げて需要情 報を集め・ 分析す る必

要があ る。

情報ソースとして はっ ぎのよ うな ものがあ る。

イ 需要家

ロ 商社 ・メー カの内外店
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ハ 業界団体

二 官 庁

ホ 問 屋

消 費 者 情 報

最終需要者である消 費者 に関するマー ケッ トの情報を収集し分析する ことは,コ ンビナー ト形成に

対するプラニ ング情報 としては,金 融情報な どと同じ く重要な ものである。 消費者情報 に もとついて,

製造品種か らその生産量 参加企業,原 材 料品 目な どの検討がな される。

a

b

C

d

e

f

g

h

所得水準

生活水準

消費動向

嗜 好

余暇利用

消費者期待価格

充足度

その他消費者情報

供 給 情 報

コンビナー トのインプ ットであ る原材料はその ほとん どが海外資源に依存 しているのが実 情である。

従 って供給情報は海外 を中心と したワール ドワイ ドな情報が必要である。特 に,安 定 したコンビナー

ト形成 には,安 定 した原材料 の供給が絶対条件 として存在するため,供 給情報 の重要性はい うまで も

ない。

a

b

C

d

e

f

g

h

i

j

k

1

質的,量 的供給量

コンビナート設備投資計画

食品加工の技術革新

原材料供給所在地

原材料作付

原材料産地価格

潜在供給能力

海外政治,経 済動向

輸送機関

季節変動

受け入れ(本 制(貯 蔵 保存,加 工))

その他供給情報

その情報 ソース としてはっぎの もの がある。

イ 商社の海外店

ロ メーカ
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ハ 内外政府

二 内外業界団体

ホ 輸送業者

金 融 情 報

コンビナー ト形成 には,そ の規模 の大 きさ,投 資効果 をあげ るまでの期間 の長 さからいつで も調 達

を要す る資金量は莫大 な ものになることは 当然である。 したがって金融情報はプ ラニ ング段 階にお い

ては最 も重要なもの であ る。

a

b

C

d

e

f

g

h

i

j

k

政府金融政策

国 ・公助成 補助金制度

諸金融機関の設備資金などの長・短期貸出し状況

証券市場動向

短期金利状況(公 定利食 臨時金利調整法,コ ール ・レー ト,窓 口規制など)

長期金別状況(開 銀 ・輸銀・諸金融公庫など政府金融機関 長期信用銀行,公 社債 株式)

企業間信用

金利自由化

自己資本

国際金融(a～gま での各項 目に関する国際情報)

その他金融情報

これ ら情報の ソース としてはっ ぎの ような ものがあ る。

イ 公官庁

ロ

ノ、

参 加 企 業 情 報

食品 コンビナー トをバ ランスのとれ た加工産業体なすか否か は,

択 に左右 され るといって も過言ではない。

a－ 次加工企業

製粉,精 製 糖 精油等にっいて,そ の

・企業規模

・資本構成

・関連企業 金融機関

・生産能力

・原材 料供給先

・販売先およびルー ト

・製品販売格価

・製品製造 コス ト

一39一

そこに参加さすべ き加工業者の選



・人員構成 および人材情報

・工場立地情報

・そ の他

b二 次加 工企業

これ も一 次加工企業情報と同一項 目に関す る情報 を必要とす る。

c輸 送企業

コンビナー ト内の輸送は勿論の こと,コ ンビナー トよ り各販売ルー トへの輸送 を司 るべ き企

業群にっいての情報

・企業 規模

・資本構成

・関 連下請企業

・取引金融機関

・輸送能力

・保有輸送機器

・獲そ尋ノレー ト

・運搬経費 .

・その他

dそ の他企業群

・エ ネルギー供給企業

・厚生関連企業

・その他コーティ リィテ ィ関係企業お よび機関

eそ の他企業情報

商 品 情 報

コン ビナー トの規模をは じめ,立 地要因 参加企業の選圭凡 必要加工,包 装技術 輸送手段 供給

原材料 を検討す る要因を与 えるとい う点で商品情報は重 要であ る。

a

b

C

d

e

f

g

h

i

j

k

現流通食品

食品別加工技術

新製品開発状況

海外食品

販売経路

包装 ・デザイン

陳列形式

広 告

嗜 好

食品衛生

その他食品情報
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技 術 情 報

コンビナー トのインプッ トであ る原材料 も,ア ウ トプッ トであ る製品も多品種であるため・ そ こで

使 われ る技術の種類 も多い。 これ らの各分野 の技術を有機的に結合し最高の技術レベルで運用 され て

初めて コンビナー トとしての機能発機がな され る。

a

l
D

C

d

e

f

9

h

i

j

k

l

m

n

0

P

原材料貯蔵技術

品質管理技術

各種製品加工技術

製品検査技術

製品応用技術

製品保管技術

輸送技術

包装技術

労務管理技術
び

工程管理技術

開発 ・基礎技術

特許情報

情報処理技術

省力産業

食品衛生技術

その他技術情報

価 格 情 報

原材料な らびに半製否,完 成品などの諸価格情報は,投 資および利潤追求 とい う点か ら,＼効果マキ

シマム を狙 うためには必要なプラニ ング情報の一つである。

a

b

C

d

e

ρ1

9

h

i

j

k

l

m

原材料価格

電力 ・ガスなどのエネルギー価格

賃 金

用地取得および賃借価格

需要家買取希望価格

需要家製品価格

運搬コス ト

加工コス ト

競合商品価格

季節変動価格

設置機器構入価格

情報処理コス ト

公害防止コス ト
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n海 外 市場価格(上 記a～mま でを含む)。

oそ の他価格情 報

情 報 処 理 情 報

コンビナー トはその性質上従来 では異種企業として独立した存在 であった もの を一同ec集 め,1つ

の流れの中で共同体 としてそれぞれの機能を発揮せ しめ,全 体 として効果 マキ シマムをね らってい る。

ここで これ らを有機的に結 びつける ものの第一 は,情 報の太いパ イプである。したが って プラニ ング

段階において そこで扱 われ る情報の処理に関 して,十 分調査 してお くことは コンビナー ト形成後の

運営がよ り効果的なものにな る。

a

b

C

d

e

f

g

h

i

.J

k

l

m

n

O

P

q

原材料インプット量(品 種)

原材料在庫量(品 種)

プロセスコントロール

生産実績(品 極 工場)

輸送(経 路,コ ス ト)

製品在庫量(品 種)

出荷実績(品 極 相手先)

代金決済(相 手先)

原材料検査

製品検査

加工技術

人事,給 与

人材バ ンク

その各種情報バンクおよび利用方法

a～nに 関する情報ネット・ワーク

情報処理機器(コ ンビ。ユータ)の 機種選捉 要員養成 利用枝枝開発

その他情報処理技術情報

輸 送 情 報

●

コス ト分担

コンビナー トにお ける輸送情報には大 きく分けて2っ 考 えられ る。 その1つ は,広 大 な敷地内に所

在す る企業詳聞の輸送に関す るもの と,原 材料の輸送や,製 品の需要家への輸送などのよ うに外部の

輸送に関す るものであ る。 これら外 部輸送 は海外依存度 が高い とい う理由 と,コ ンビナー トよ り出 さ

れ る ものが 食糧品であ るとい うことか ら種 々の形態を とる ことは必至である。 また食品流通の複雑 さ

か ら言って,輸 送情報を把握することは,コ ス ト低減に最 も影響を与 えるものと考 えられ る。

a船 舶

・世界各 国の配船勤 配船計画

・コンテナ船

・専用船(小 麦専用船など)

・運航方式
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・運賃な らびに保険

b航 空

・貨 物航路

・気 候

・運賃お よび保険

・所要 時間

・取扱い貨物の品種

・制限重量

c陸 上交通

・鉄 道

・トラック

・道 路

・地 形

・その他運 搬手段

・上記各手段毎の運賃および保 険

・ 〃 所要時間

・ 〃 許容量

d総 合関連一貫輸送

cそ の他輸 送情報

労 働 情 報

コンビナー トにおける必要労役 は高度の熟練者か ら,く り返 し作業の単純労働者 まで異極 異質 の

ものが必要 とな る。労働情報は,立 地 情報の一 部であると考 えて もよいが,.コ ン ビナー トのプラニン

グ段階で は,ど の ような労 働力を調達可能かが非常に重要であ るので独立 した プラニ ング情報 として

扱 うべ きであ る。

a潜 在労働供給能力

b賃 金

c人 材所在

d労 働市場

・高度技能者(学 歴 経耽 特殊免許等)

・単純労務者(男 女別 年令別)

・パート・タイマー

e地 域別所得分布

f地 域別特質

g産 業別就業者

h生 活水準
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i労 働 環境

j労 働法規

kそ の他労働情報

エ ネ ル ギ ー 情 報

食品産業関係は他 の産業 に比 して必要エ ネルギ ーは少 ないのであるが,そ れで も安価で良質で,か

っ安定 したエネルギーの供給が受 けられるか否か は,コ ンビナー ト形成においては欠 くことのできな

い情報であ る。

a

b

C

d

e

f

g

h

電力供給

電源開発実施 計画

停 電

重油,石 油供給

ガス供給

天候(太 陽熱利用)

新エネルギー(地 熱 天然ガス,原 子力,核 融合)

その他エネルギー情報

これ らの諸情報 を整理す ると図2-2の よ うにな る。
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図2-2食 品 コン ビナー ト形成過程 に必要な諸情報
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情 報 の 種 類
情 報 の 形 態 情報の頻度 情 報 源

利 一 用 必

要
度

充
足
度

区 分 調 査 要 項 部門 階 層

社 会 情 報 政治 ・経済 ・軍事風土
新 聞,雑 誌
書 物,口 述

随 時
新聞,雑 誌 ニュース社,内 外政府

海外支店
開発調査 TOP～LOW A B

経 済 状 報 日本経済見通し 文 書 定 期 〃 〃 A A

{D当社見通し 〃 〃 社 内 "
.

〃 A. B

②金融機関見通し 〃 〃 各種金融機関 "
,

〃 B B

(3}政府 見通 し
〃 〃 政 府 〃 〃 B B

世界経済見通し 〃 〃
`

A B

{1)当 社 見通 し
〃 〃 社 内 〃 〃 A B

②政府見通 し 〃 〃 政 府 〃 〃 B B

(3)国 連見 通 し 〃 〃 国 連 〃 〃 B B

内外企業経営者見通 し パ ン フ レ ッ ト 不 定 期 経済企画庁,経 団連 〃 〃 B C

産業設備投資動向 文 書 定 期 通産省,銀 行,経 団連 〃 〃 B B

中小企業景気動向 〃 〃 中小企業庁,'商 工会議所 〃 〃 B B

株価動向 〃 随 時 新聞社,東 京証券取引所 〃 〃 B B

輸出入動向
〃 定 期 通産省 大蔵省.国 連,社 内

〃 〃 A 8

地域経済見通 し
〃 〃 経企庁,日 銀 〃 〃 B B

地域民力指数 〃 〃 新聞社,都 道府県,統 計課 〃 Mid～LOW C C

景気予測 〃 〃 経企庁 〃 TOP～LOW B B

政 策 情 報 内外食糧品行政 文 書 不 定 期 政府,新 聞社,国 連,海 外支店 開発調査 TOP～LOW A A

国庫助成金制度 〃 〃 政府,新 聞社 〃 〃 A A

都市開発政策 〃 〃 官公庁,新 聞社,社 内 〃 〃 A A

■

地域開発政策 〃 〃 〃 〃 〃 A A
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情 報 の 種 類
情 報 の 形 態 情報の頻度 情 報 源

利 用 必

要
度

充
足

.度区 分 調 査 要 ・項 部 門 階 層

政 策 情 報 公共投資政策 文 書 不 定 期 官公庁,新 聞社,社 内 開発調査 TOP～1、OW A A

後進国開発援助政策 〃 〃 〃 〃 〃 A A

自由化政策 〃 〃 〃 〃 〃 A A

貿易政策 〃 〃 貿易振興協会,政 府,新 聞社 〃 〃 A A

金融政策 〃 〃 〃 〃 〃
A A

産業育成政策 〃
〃

〃

.

〃 〃
A A

租税政策 〃 〃 〃 〃 〃 A A

立 地 情 報 コン ビナ ー ト形 成 立地 , 随f痔 " 〃 A B

需 要 情 報 質的,量 的食品需要動向 文 書 政府,社 内 ・ 〃 Mid～LOW A B

需要家製品長期販売予測 〃 〃 メー カ.経 企 庁.中 小 企 業 庁 〃 〃 A B

需要家設備投資計画 〃 〃 〃 〃 〃 A B

輸入食品依存度 〃 〃 経企庁,食 糧庁 〃 〃 A. B

輸入食品消費動向 文書,資 料 口述 随 時 経企庁,食 糧庁,新 聞紘 小売店 〃 〃 A B

嗜好動向 〃 〃 〃 〃 〃 B C

製品在庫量 ・指数 文 書 定 期 社内,経 企庁 〃 〃 A. B

需要家製品流通経路 〃 随 時 メ ーカ,新 聞 社.社 内 〃 〃 A B

〆

需要販売網拡充計画 〃 〃 〃 〃 〃 A B

主要需要家統計 資 料,口 述 〃 〃 〃 〃 A B

農産物の需要と生産の長期見通し 文 書 定 期 農林省 〃 〃 A B

消 費者 情 報 消費者動向 文 書 定 期 経企庁,消 費者動向研究会 〃 〃 B B

消費水準 〃 〃 経企庁,総 理府,農 林省 〃 〃 B B

家計調査 〃 〃 総理府 〃 〃 B B
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情 報 の 種 類
情 報 の 形 態 情報の頻度 情 報 源

利 用 必
要
度

充
足
度区 分 調 査 要 項 部 、門 階 層

消 費 者 情 報 勤労者世帯可処分所得 文 書 定 期 総理府 開発調査 Mid～1、OW B B

勤労者世帯消費支出 〃 〃 〃 〃 〃 B B

農家可処分所得 〃 〃 農林省 〃 」 〃 B B

農家消費支出 〃 〃 〃 〃 〃 B B

百貨店販売統計 〃 〃 通産省 〃 〃 B B

国民生活(嗜 好,余 暇利用) 〃 〃 新聞社.国 民生活研究所 〃 〃 B C

供 給 情 報 原材料供給国 文 書 不 定 期 通産省大使館,国 連,海 外支店 〃 〃 A A

原材料作付量 〃 定 期 国連,各 国政府,海 外支店 〃 〃 A B

原材料産地価格 〃 〃 〃 〃 〃 A A

潜在供給能力 〃 〃 〃 〃 〃 A B

実質供給能力 〃 〃 〃 〃 〃 A B

輸送手段 〃 不 定 期 〃 〃 〃 A B

原材料加工貯蔵能力 〃 定 期 〃 〃 〃 A B

輸出入行政 〃 〃 通産省,大 蔵省,日 本貿易振興会 〃 〃 A B

輸入農林水産物の現況. 〃 〃 日本貿易振興会 〃 〃 A B

海外市場 〃 〃 〃 〃 〃 A B

底開発国貿易,援 助問題
:

〃 〃 外務省 〃 〃 A B

金 融 情 報 政府金融政策 文 書 定 期 大蔵省,日 銀 〃 TOP～1」OW A A

国庫助成補助金 資 料 随 時 新聞社,政 府 〃 〃 A B

総合資金需要給見通し 資 料 ・文 書 定 期 経企庁 〃 〃 A B

産業資金供給見通し 〃 〃 〃 〃 〃 A B
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情 報 の 種 類
情 報 の 形 態 情報の頻度 情 報 源

利 用 必
要
度

充
足
度区 分 調 査 要 項 部 門 階 層

金 融 情 報 産業資金供給状況 資 料,文 書 定 期 日 銀 開発調査 TOP～LOW A B

産業設備資金新規供給状況 〃 〃 〃 〃 〃 A B

設備資金業種別新規貸付 〃 〃 〃 〃 〃 A B

日銀券月中平均発行高
〃 〃 〃 〃 〃 B B

日銀券貸 し出し残高 〃 〃 〃 〃 〃 B B

全国銀行主要勘定 〃 〃 〃 〃 〃 B B

手形交換高 〃 〃 東京手形交換所 〃 〃 B B

全国銀行貸出約定平均金利 文 書 〃 日 ・ 銀
〃 〃 A A

コ ール市 場 資金 残 高 レ ー ト 〃 〃 〃 〃 〃 A A

証券市場動向 〃 〃 東京証券取引所 〃 〃 A A

公社債利回り 〃 〃 〃 〃 〃 A A

国際傘融状況 "
.

〃 日銀,世 界 銀,社 内 〃 〃 B B

企業間信用状況 〃 〃 大蔵省,日 銀,証 券会社,銀 行 〃 〃 A B

消費者信用状況 〃 〃 大蔵省,各 銀行 〃 〃 B B

外資導入状況 〃 〃 通 産 省 〃 〃 A B

金融機関別貯蓄実績 〃 〃 日 銀 〃 〃 A B

企 業 情 報 主要企業経営分析 文 書 〃 通 産 省,日 銀,社 内 〃 〃 A B

主要企業短期経済観測 〃 〃 〃 〃 〃 A B

企業倒産件数 〃 〃 東京商工興信所
`

〃 〃 A A

各社有価証券報告書 資 料 〃 食品産業各社 〃 〃 A A

各社営業報告書 〃 〃 〃 〃 〃 A B

各社その他公表資料
〃 随 ・ 時 食品産業各社,新 聞社,雑 誌社 〃 Mid～LOW B B
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情 報 の 種 類
情 報 の 形 態 情報の頻度 情 報 源

利 用 必
要
度

充
足
度

区 分 調 査 要 項 部 門 階 級

企 業 情 報 各社設備投資動向 資 料 定 期 中小企業庁,社 内 開発調査TOP～LOW A B

事業所統計調査 文 書 〃 総理府(統 計局)
〃 〃 A B

法人企業実態調査 〃 〃 国税庁 、

〃 〃 A B

中小企業実態調査 〃 〃 中小企業診断協会 中小企業庁 〃Mid～1」OW A B

商 品 情 報 食品流通 文 書 不 定 期
運輸紺青研究センター
生鮮食品流通研究会

〃TOI》 ～LOW A B

流通統計 〃 〃 日嵐 総研 "〃 A B

商業統計 〃 定 期 通産大臣官房 "〃 A B

食品工業関係統計 〃 〃 日本経済調査会 "〃 A B

加工食品販売統計 資 料 〃 新 聞社,百 貨 店,ス ーパー,社 内
"〃 A B

食品加工技術動向 文 書 不 定 期 新 聞社,雑 誌 社,メ ーカ.社 内
〃Mid～LOW A B

新製品開発状況 〃 〃 〃 〃" A B

海外食品状況 〃 〃 海外支店,新 聞
令

〃 〃 A B

販売経路 〃 〃 通産省 〃 〃 A B

食品衛生 〃 〃 厚生省 〃 〃 A B

技 術 情 報 各社技術報告 文 書 不 定 期 メ ー カ
〃Mid～Low A B

」

開発新技術状況 〃 〃 新 聞 社,雑 誌 社,メ ー カ 〃" A B

特許情報 〃 定 期 新聞社 特許庁 〃" A B

食品衛生技術 〃 〃 ・ 厚生省 〃 〃 A B

メ ー カ ・ユ ー ザ の カ タ ロ グ 資 料 随 時 メ ー カ,小 売店 〃 〃 A. B

その他関連技術 〃 〃 新聞社,雑 誌社,出 版物 〃 〃 A B
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情 報 の 種 類
情 報 の 形 態 情報の頻度 情 報 源

◆

利 用 必
要
度

充
足
度区 分 調 査 要 項 部 門 階 級

価 格 情 報 原材料価格 文 書 定 期 新聞払 海外支店 開発調査 TOP～LOW A B

卸売り物価指数 〃 〃 日 銀 〃 〃 A 〃

全国消費者物価指数 〃 "
. 総理府 〃

.

〃 A 〃

海外市況 〃 〃
日本貿易振興会

〃 〃 B 〃

小売物価指数
〃 〃 東京商工会議所 〃 〃 A 〃

加工食品生産者物価指数
〃 〃 日 銀 〃 〃 A 〃

輸出入物価指数 〃 〃 〃 〃 〃 A 〃

消費者動向予測
〃 〃 経企庁 〃 〃 A 〃

需要家買取希望価格動向
'〃 不 定 期 声 声ヵ,小 売店,社 内 〃 Mid～LOW

'

A 〃

運搬 コスト動向
〃 定 期 国鉄,運 輸省,日 通総研 〃 〃 A 〃

競合商品価格状況 〃 .随 時
・新聞 社

,業 界,社 内
〃 〃 A 〃

情報処理情報 経営 シ ステム
〃 〃 雑誌社,社 内,新 聞社 〃 〃 A A

生産管理 システム
〃 〃 〃 〃 〃 A A

販売管理システム
〃 〃 〃 〃 〃 A A

人事管理 システム
〃 〃 〃 〃 〃 A A

販売管理システム
〃 〃 〃 〃 〃 A A'

財務管理シスデム
〃 〃 〃 〃 〃 A A

企業間システム ー

〃 〃

'

〃 〃 〃 A A

輸 送 情 報 船舶輸送状況
〃 定 期 運輸省,船 舶協会

1

〃 〃 A B

輸送技術動向
〃 随 時 運輸省.国 鉄 日通 〃 〃 A B

陸上貨物輸送状況
〃 ・定 期

運 輸省,国 鉄,日 通 〃 〃 A B

港湾整備計画 〃 随 時 ト ラ ック業者,運 輸 省,新 聞社 〃 〃 A. B
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情 報 の 種 類
情 報 の 形 態 情報の頻度 情 報 源

利 用 必
要
度

充
足
度

区 分 調 査 要 項 部 門 階 級

輸 送 情 報 陸上交通拡張整備計画 文 書 随 時 トラック業者,運 輸省 新聞社 開発調査 Mid～LOW A. B

労 働 情 報 労働統計 〃 定 期 労 働 省
〃 TOP～LOW A B

労働移動実態 〃 〃 〃 〃 〃 A B

潜在労働供給能力
〃

〃 〃 〃 〃 A B

労働市場
〃 〃 〃

〃 〃 A B

人材所在
〃 随 時 人材 バ ンク セ ンタ ー 〃 〃 A B

地域別所得分布 〃 定 期 労 働 省 〃 〃 A B

地域別労働特質
〃 〃 〃 〃 〃 C C

職種別民間給与実態
〃 〃 人事院,国 税庁

〃 Mid～LOW A B

賃金構造の現状 と推移 〃 〃 労 働 省
〃 〃 A. B

賃金 セ ン サス
〃 〃 労働大臣官房

〃 〃 A B

賃金労働時間制度 〃 〃 〃 〃 〃 A A

労働環境 〃 〃 社内.新 聞社
〃 〃 A B

労働法規 〃 〃 労 働 省 〃 〃 A A

エ ネルギ ー情 報 エネルギ資源開発動向 〃 不 定 期 通産省,総 理府 〃 〃 B B

エネルギ供給予測 〃 定 期 産業構造調査会 〃 〃 B B.

電力供給状況
〃 〃 通産省,電 力会社 〃 〃 A A

電源開発計画
〃 不 定 期 新聞社,建 設省,電 力会社 〃 〃 B B

重油ガス供給状況
〃 定 期 通産省,ガ ス石油会社 〃 〃 A. B

原子力利用状況及び展望
〃 随 時 新聞社, 〃 〃 B B

公害対策 〃 〃 新聞社,政 府 〃 〃 A B



2-3食 品 コ ン ビナ ー ト形 成 の プ ラ ン ニ ン グ

食品 コンビナー ト形成 に必要な諸情報の利用 と収集先にっいて詳述 したが,こ の章においてはそれ

らの諸情報をプランニ ングにおいてどの様 に結 びつけて利用 してい るか検討す る。

食品 コンビナー トを流通 システムのサブ ・システム として把握 しこの食品 コンビナー ト形成 に対 し

て システム的アプローチをする必要があ り,以 下 その手順 の概要を述べ る。

繭
システム全体の大 きさの決定とイメージ作 りをするのがこの構想策定段階であるが,こ こでは重要

なファクターである資金量を中心に土地,規 模が決定される。

食品に関する需要と供給のダイナ ミックな適合をはか り,価 格安定と流通コストの低減をはかる目

的で原材料の供給から製品供給に至る迄の一貫した流通システム作 りを目標として構想を策定しなけ

ればならない。'

1.用 地選定に対するアプローチ

④ 土地所在情報の収集

社内,関 係企業グループ各社の保有している土地の所在情報収集,ま た将来所有しようと計画中の

土地情報の収集。

◎ 次に上記土地所在情報を中心にコンビナー ト立地条件に適当か否かの検討。

① 用 地

a地 耐力

b地 目

② 用水と排水

a

b

C

d

地下水の獲得の難易

地下水の獲得可能 な場合

硬度,PH値,微 生物の存在チェック

供給価格

排水の難易

③ 原材料

aエ ネルギー源の獲保

b原 料,副 原料の獲保

④ 労働力

a労 働人口

b労 働力の質

c労 働力構成(年 令別,性 別)

⑤ マーケット

a近 接惟
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b大 きさ

c発 展性

⑥ 輸 送

a港 湾設備

bマ ーケット迄の道路網

cマ ーケット迄の鉄道網

⑦ 公 害

a騒 音発生問題

b臭 気発生問題

c大 気汚染問題

d汚 れ問題

等の諸項目を検討し,さ らに経営戦略としての次の諸項目の検討をする必要がある。

◎ 経営戦略

① 地域重点戦略

② 商品マーケット・シェア拡大戦略

③ 流通戦略

④ 需要喚起戦略

⑤ 取扱い数量拡大戦略

上記④◎◎に関する種々の調査,情 報収集 検討がなされた後最適の食品コンビナー ト用地の決定

がなされる。

2.規 模決定のアプローチ

④ 関係会社の誘致

① 食品コンビナー トに対し加入の企業の利益説明

②PRに よって企業のイメージ ・アップをはかる

③ グループ化と一体化の強化をはかる。

などを目的にした誘致政策を実施することにより食品コンビナー トへの参加企業の把握をする。

◎ 資金の把握

① 自己資金

② 関係企業からの資金

③ 地方自治体からの資金

◎ マーケット規模の把握

① 商品の需要の調査(地 域別,期 間別)

② 潜在需要の分析

③ マーケット特性の把握

④ 競争商品の調査
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⑤ マーケ ッ トの構造調査(年 令構成,所 得構成)

⑥ マーケ ッ ト・シェア分析

などの市場調査 を実施 し,マ ーケ ッ トの所有 してい る能力,マ ーケ ッ トが持つであろう能力 などの予

測を行な う。

な どの基礎的調査 ・情報収集な どか ら概略的な青写真を作 らなければ ならない。以下 この青写真に

沿 って詳細設計 を実施 しなければな らない。

「Oシ ステム ・・ンセ プ ト策定1

⑭ において策定 され た構想 に基づいて流通システムとしての コンセ プ ト作 りをしなければな らない

が,食 品 コンビナー トを中心に して ここに投入 されるインプッ トとここか ら出力 され る製品の3個 の

① 原材料輸送 システム

② 加工 ・生産 システム という,サ ブ ・システムに分類す ることができる。

③ 製品輸送 システム

この段階では各サ ブシステムご とに システム ・コンセプ ト作 りをしなければならない。 この場合 こ

のシステムの置かれ る状況,環 境 を十分調査 し,目 的,必 要性を明確化 してこれ らのシステムが当然

具備しなければならない機能 な どを定量的に表わ さなければならない。

① 原材料輸送 システム

このシステムの目的は安定 した供給力 を持 たせ ることであ り,さ らにな るべ く安い原材料 を確保 し

て安全にかっ安い コス トで輸送 することであ る。 これ らの目的に沿 って海外の政策情報,社 会情報,

価格情報,'輸 送 情報を十分に収集 ・検討 しこのシステムのコンセプ ト作 りをす る。

② 加工 ・生産システム

このシステムの 目的はいかに安い コス トで製品を作 り出すかであ る。 このためには食品 コンビナー

ト内部にどの様 な機能 を持 たせ るか,十 分に検討せねばな らないが,こ れに先だ って現状 の流通 シス

テムの持 ってい る諸機能 を十 分に調査 してお く必要があ る。すなわち需要情報,供 給情報,社 会情報,

経済情報,技 術情報,商 品情 報などの諸情報を活用 してシステムのコンセプ ト作 りをす る。た とえば

保存機能,前 処理機能(ク リーニ ング,殺 菌),検 査(品)機 能,包 装機能,冷 凍機能 な どの諸機能

をどの程度勘案 するかその概要が明確化 され る。

③ 製品輸送 システム

このシステムの 目的はいかに安い運送 コス トで消費者迄 に供給 することがで きるようなシステムを

作 ることであ る。 この場合マーケ ッ ト迄 の運搬 にどのような機能 を持たせ るか検討しなければな らな

い。例えば冷凍機能,冷 蔵機能,検 量機能,検 査機能,保 管機能,包 装機能 などがあ り,特 に保管機

能の場合適正在庫の問題 があ り十分なシステム ・コンセ プ ト作 りが必要であ る。また最近 のマーケ ッ

ト情報,商 品情報,供 給情 報,需 要情報,価 格情報,消 費者情報,輸 送情 報,情 報処理情 報を有効に

利用 して コンセプ ト作 りをす るこ とが大切である。

①,②,③ のサブ ・システムにおいて諸機能が重複してい るが,こ れは この システム ・コンセプ ト

作 りにおいて,ど のサブ ・システムに持 たせ るべ きか明確にする必要があ る。
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◎ シ ス テ ム ・テ ザ イ ン

(Dに お いてそれぞれ のサ ブ ・システムの概念,目 的作 りが終了 したので,こ こではサブ ・システム

の詳細設計が なされ る。 ここでは種 々提出 され るアィデァ,研 究,調 査によって,機 能や構造の試設

計が,コ ンピュータを活用 してのシ ミュレーシ ョンやシステム理論 を通して繰 り返 して実施 され最適

なシステムが選択 され る。 この場合特に重要 なことは評価基準(コ ス小,機 能,時 期)を 明確化 して

お くことであ る。 また⑬ の段階において種 々提出 された諸 問題に対 して十分 なる解 を提出することも

この段階において重要な作業であ る。次 にシステム ・デザインにおけ る例について述べ ると,原 材料

輸送 システムにおいてサ イロの大 きさに関して適正在庫 と安 いコス トを目的として,輸 送形態の最良

の方法は何か を決定 する必要があ る。例えば

④独 自の専用船 を建造す る,◎ 内外の輸送情報 を利用 しての配船計画の採用の どちらかを採用 しな

ければな らない時,サ イロの大 きさ,専 用船の トン数,償 却年数 などを変数 としてシ ミュレーション

する事によ り④の場 合の運賃 コス トを算出して◎の運賃'コス トと比較,さ らに(Dに おいて決定 された

安定供給な どを考慮 に入れて決定 しなければならない。 この段 階では非常に細かい点 までの設計を諸

情報を利用 して実施 しなければな らない。 この流通 システムの情報処理 をす るコンピュータの機種決

定 なども含 くまれ る。

① 機器,諸 施設テザイン

⑧ 機器,諸 施設関係業者に発注

この段階では基本設計 に基ずいて,使 用機器,諸 施設などの個別の詳細設計を行な うことになる。

またこの段階に入 ると各詳細サ ブ ・システムはかな り明確 な形を表 わし,さ らに各専門的 な知識や経

験が必要 になって くるので,ほ とんどの各サブ ・システム設計チームには各専門業者が加 わって設計

に入 る。 またサブ ・システムによ って完全に業者の手によ り設計 明細書作成がゆだね られ る。 この段

階で最 も注意を要す るのは,詳 細設計チームがい くつ も出来て各 々の専門領域での作業 を行な うため,

と くに各 チームの進捗状況に くるいが生 じ,全体の プランニ ングスケジ ュールがかな り遅れ ることがあ

り,プ ロジェク トマネジャーは,各 チームとの連絡を密に とり,効 率良 く作業を進めねばならない こ

とであろ う。 また,こ のよ うなプロジェク トは,計 画策定の段階で各作業の参画,資 金調達な どの面

で,不 確定要因を含んだまま,ま たは確定していて も,長 期間の プロジェク トのため,周 囲の状況の

変化 に応 じて,基 本 システム変更をせ ざるを得ない事態が起 りが ちであ る。 これか らの撹乱要因 も十

分考慮に入れて,チ ーム編成 とそれぞれの連絡 を緊密 にす ることによ り十分変更に対処出来 る姿勢が

望ましい。

(D諸 要因のテス ト

この段階では各詳細設計チームによ り,作 成 され各サブ ・システムの最適設計明細書 を全部集 め,

それ らの設計 明細書 を全体的な見地か ら,シ ステムの最適化を再検討す る。各詳細設計は基本設計 に

基ずいて設計 されているに もかかわ らず,実 際に詳細にわた り設計 してみ るとかな り,金 額 などの面

で 「クル イ」 を生ずるのが常 であ る。 また各サ ブ ・システム間の インター フェイズ もうま くかみ合 わ

ないこと も生 じて きた りす る。いずれ にして もこの段 階での諸要因のテス トは最終的 な設計書 として
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生か され るか どうか,現 実の工事に入 らない前に厳密 なるチ ェックが望 まれ る。 またこの段階のテス

トに もコンピュータ,シ ミュレーシ ョンな どの技法が採 り入れ られ る場合 もあ る。

◎ システム評価

◎のシステム ・デザインの段 階で評価基準が設定 されたが,こ れはサ ブ ・システムに対す るもので

あ り一貫 した流通システムとしてみた場 合に色 々な問題 点が発生す るが,こ れ らの問題点 は前の段階

にフィー ド・バ ックしそこで解決 し0段 階まで戻す作業 を繰 り返すことによb .食品 コンビナー トを中

心に した最適の流通 システムを作 ることができたわけである。 この場合サブ ・システムにおけ る評価

基準を満足 すると同時に,流 通 システム としての評価基準 も満足 してい なければ な らない。1

各段階にお ける作業は一回だけで なく常 に問題が発生 すると前に戻 って繰 り返 しチ ェック,検 討し

問題点 に解答 を与えては前進 しなければな らない。

食品 コンビナー ト,・プランニ ングにおいて各段階(⑲ ～◎)で 作業 しなければ な らない内容 につい

て述べ たが,そ れ らを図に表わすと第2-3図 の様にな る。

、
●

'

●
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海外諸 情 報

国 内諸 情 報

関系官庁との接渉

関係会社との接渉

PR活 動

資金

構想⑧

策定

シ ス テ ム ・デ ザ イ ン'チ ェ ッ ク

システム ・コンフィギ

ュレーシ・'定

土地

外W
⑬
駕以

規模

◎
システム・デザイン

◎
機器 ・諸施設
デザイン

諸要素に於ける
・ウ ォーマンス決 定

機器留 施設
関係業者に発注

システム仕様 作成

①諸要素
のテスト

諸施設デザ
イン仕様作成

シ ス テ ム の 変 更

最 終 デ ザ イ ン の チ ェ ッ ク

システムの諸

要素の充足

◎
システム ・評 価 ○

　㎜

⇔

、

■

図2-3食 品 コ ン ビ ナ ー ト ・プ ラ ン ニ ン グ に 於 け る手 順 図
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3.食 品 コ ン ビナ ー トの物 的 流通 と情 報

3-1食 品 コ ン ビナ ー トの 情 報 処 理 シ ス テ ム

現在の壮烈な企業 競争 において,他 企業 よ り優位を占めるためには資本力,技 術力のみな らず,経

営者の管理能力が ものをいう時代,す なわち,経 営管理力の時代であ ると言 われ てい る。

経営管理力の高揚をはかる もの として,企 業内の内部情報 と外 部で発生する外部情 報 とを タイム リ

ーに把握 し
,こ れ ら情報 をいかに最適に組み合わせ.意 思決定に どう結 びつけるかにかか っている。

従来,各 企業 ともコンピュータを用い,ま た各社独 自の手段に よりバ ラバラに情報の収集にあた っ

て きた。 しか しなが ら,総 合的な見地に立 った場合 こうした情報収集の方法は重複投資であ り,的

確性に欠 けるきらいがあ った。 そのた軌 系列企業 間な どにおいて,コ ンピュータを中心 とした,い

わゆる 「企業間システム」が組 まれ るよ うになって きた。食品コンビナー トの情報処 理 システム も,

異種企業間 をコンピュータにより結 びつけるこ とであ るか ら,こ れ も企業間システム と考 えることが

で きよう。

食品 コンビナー トの物の動 きは先に述べたよ うに,原 材料一〉一次加工 一〉二次加工 一〉配送=〉

販売 とい った一貫体制が しかれ,恰 も一大企業の観 を呈 してい る。

この ようにコンビナー トは物の流れによ り異種企業が結 びつ き形成 されているが,一 方情報の流れ

において も同様に緊密な る結 びつ きがある。

例えば,食 品 コンビナー トの一連の事務処 理についてみると,総 合商社がメーカに供給す る原材料

の供給数量あ るいは金額 データが メーカに対す る総合商社の売掛金勘定にな り,そ の反対勘定がその

ままメーカの総合商社 に対す る買掛金勘 定 とみな され る。 この ようなケースは各所で見 られ,サ イ ド

のデータはメーカで,メ ーカサ イ ドの データは総 合商社において効率的な多面的 プランニ ングの面 に

おいて も情報の集中化 によ り販売計画,生 産計画,設 備投 資計画,原 材料輸入計画,・長短期需要計画

等 々の諸計画の策定に際 しタイム リーに資料 の提供が可能 にな る。

コンビナー トとい う距離的に隣接 してい るとい う地域的な特徴 とあいま って コンピュー タに よる集

中情報処理は こうした大 きなメ リットを生むこととな る。

コンピュータによ り集中処理 された諸情報は帖表,デ ータ(磁 気テープ,カ ー ド,紙 テープ)あ る

いは情報 を分析 し,付 加値価を与 えた形で各企業 群に遣 えされ る。

なお,食 品 コンビナー トの企業間システムの開発 において,も っとも重 要な点はマーケ ッ トオ リエ

ン トであ り,か つ,コ ン ビナー トを形成する異種企業集団の トータル システムとしての効果 マキシマ

ムをね らうシステムであ るとい うことであ る。
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3-1-1サ ブ システムの概要

1.物 の 流れ と情報"

各 サブシステムを述べ る前にコンビナー トにおけ る物の流れを中心にした取引の発生 を順 に追 っ

て把 えてみ ることにす る。

先に も示 したが物の流れを図式化す ると図3-1の よ うにな る。

一 次 加 工 メ ー カ ー

二 次加.τ メ ー カ ー

/↓
(輸 入 原 料)

凸 ＼
埠 頭 サ イ ロ

小

.麦

大

豆

とろ
うこ
もし

'

糖

製 粉 製 油 コンスターチ 砂 糖

`

`

飼 料

F

食 品 製 菓 / 乳 業

, ` `

配 送 セ ン タ ー

` :

`,

「

STORE STORE STORE

//////////////////////////////

消 費 者

ρ

ダ

1

図3-1食 品 コンビナー トの物の流れ
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① 商社が原料を輸入し,サ イロに貯蔵す る。.

一〉 原材料の在庫増加(商 社)

② 一次製品メーカがサイロか ら原料 の供給 をうけ一次製品の加工 を行な う。

=〉 原材料の在庫の減少(商 社)

一〉 商社は一次メーカに対 し売掛金の発生

=〉 一次メーカは商社 に対 し買掛金の発生

一〉 商社請求書発行(サ イロ使 用量 を含む)

③ 一次製品 メーカによ り,一 次製品 を包装 し,etLft配 送 センターに輸送 する。

他方一次製品は二次製品 メーカに送 る。

一〉 商社は一次製品 メーカに対 し買掛金発生

=〉 一次製品の在庫(商 社)

一〉 一次製品メーカは商社,二 次製品メーカに対 し売掛金発生

=〉 二次製品メーカは一次製品メーカに対 し買掛金発生

一〉 一次製品メーカ請求書発行

④ 二次製品 メーカよ り,二 次製品を配送センターに輸送する。

一〉 商社は二次製品 メーカに対し買掛金発生

=〉 二次製品の在庫(商 社)

一〉 二次製品メーカは商社 に対 し売掛金発生

一〉 二次製品メーカ請求書発行

⑤ 販売店か ら配送セ ンターへ出荷指示

一〉 販売店の在庫

=〉 一次,二 次製 品在庫(商 品)

一〉 販売 店は商社 に対 し買掛金発生

=〉 商社は販売店に対 し売掛金発生

一〉 商社の請求書 発行

⑥ 消費者 に対 し商品の販売

一〉 販売店の在庫減少

=〉 現金の回収

以上が物 を中心に した流れ とそれに伴 う取引 を把えた ものであ る。

2.食 品 コン ビナー トサブシステム

システムは周知のように各 サ ブシステムによ り構成 されてお り,そ れ ぞれは有機的な結びつきを

もってい る。

コンビナー トのコンピュータ ・システムにおいても,機 能的に見 ると,原 材料,販 売,経 理,在

庫,与 信,固 定資産 輸送 ・配送etcの サ ブシステムに分けて考えることができる。(こ の概念

を表わ した ものが3-1図 で ある。)
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これ らサブ ・システムは個 々独立に運営 されていて,各 々のシステムはデー タ変 換とい う形でネ

ット・ワークを形成してい る。

一方
,こ の各サ ブ ・シス テムはコンビナ ー トの コンピュータシステムにおいて,サ ブであると同

時 に各企業に とって もサ ブシステムであるといえる。

IN
送

配送

サブシステム

ビナ

販売

管理

サブシステム

経理

管理

サブシステム

生 産

管理

サブシステム

サブ
システム

サブ
システム

サブ
ソステム

⊂ ⊃

サブ
シス.テム

サブ
システム

サブ
シズテム

サブ
ソステム

サブ
シズテム

(1!E)

図3-2サ ブ ・シ ス テ ム 概 念 図
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販売管理サ ブシステムに例 をとれば コンビナー トで発生す る売掛金は,商 社又はメーカに とって

は,そ の企業全体の持つ売掛金の部分で あ り,サ ブである。

こ うしてみ ると,食 品 コン ビナー トのこれ らシステムは各企業サイ ドに立って考える と,全 体が

サ ブシステムであ るとい える。

3-1-2サ ブ システムの説明

近い将来においては,食 品 コン ビナー トのシステムと各企業(商 社,メ ーカ,販 売店)の システム

の間に,有 機的な結 びつ きを持 ち,全 国的な情報 ネッ トワークを形成す るこ ととなるであろう。

コンビナー トのサブシステム としては,

① 原材料在庫サ ブシステム

② 販売管理サブシステム

③ 輸送 ・配送 サブシステム

④ 納期 管理サ ブシステム

⑤ 経理管理サブシステム

⑥ 与信 管理サ ブシステム

⑦ 固定資産サ ブシステム

⑧ 生産 管理サ ブシステム

⑨ 各種予測 サブシステ ム

⑩ 各種 シュ ミレーシ ・ン

な どがあげ られ る。

上記①～⑩ の中で,こ こでは① ～④ の各 サブシステムについての概要 を説 明す る。

1.原 材料在庫 サブシステム

原材料の多 くは海外か ら調達され,総 合商社がその買付業務 を担当してい る。

原材料在庫 量の把握は コンビナー トの穀物の調達 において買付数量,買 付時期な どの決定 に際 し

重要なフ ァクターとなる。

海外か ら輸送 され た原材料は一時品種,等 級 ごとにサイロに納 入され,メ ーカが必要 とする時期

に必要 とす る数量をパイプライン又は トラックにて各企業 に供給す る。

各企業 に送 られた穀物を品種,等 級 ごとに数量 をカウン トし,そ のデータを商社がメーカに対す

る請求書のデータとして用いる。 一方,こ のデータは原材料在庫 システムのデータとして も使 われ る。

入庫報告はサイロに納入 された品種 別等級別数量であ り,出 庫報告はメーカに供 給された品種別

等級別数量で ある。 この入出庫 データは残高在庫マスクとの間 で増減 を行 ない残高在庫 の更新をは

か る。 アウ トプ ッ トして,

① 品種別等級在庫一覧表'

② 工場別品種別原材料供給一覧表

③ 発注指示表

などを作成す る。
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材

スシ庫

原

在

その他

発注指示書

品種別等級在庫一一覧表

工場別品種別等級別原材料一覧表

冒

図3-3原 材料在庫サブシステム

2.販 売 管理サブシステム

ここでい う,販 売管理 システムには,次 の ようなサブシステムで構成 されて いる。 一

以下この各 々について説 明す る。

① 請求書発行サ ブシステム

② 売掛金管理サ ブシステム

③ 販売統計 サブシステム

④ 在庫管理 サブシステム

1)請 求書発行サブシステム

請求書発行業務は

1.商 社 か ら一次製品メーカ販売店'

2.一 次製品メーカか ら二次製品 メーカと商社

3.二 次製品メーカか ら商社

な どがあげ られる。

請求書発行のインプッ トデータとしては,

1.原 材料 を一次製 品メーカに供給す る原材料別数量

2.一 次製品メーカか ら二次製品 メーカ商社に出荷される製品の数量

3.二 次 製品 メーカか ら商社に出荷 され る製品の数量,配 送 センタへの出荷指示書(こ れ

は出荷指示書 とワンラィテ ングにな ってい る荷物受領書がインプッ トとな る。)

■
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こうした請求書発行に必要なデータは請求書発行のみに用 い られ るのではな く,売 掛サブシ

ステム,在 庫 管理サブシステムなどの各サ ブシステムに多面的に利用 され るデー タであ る。

先に述べたデータをインプット記材 として,あ らか じめ ドラムに ファイル してある,商 品 ご

との単位,あ るいは契約書 の内容,た とえば商品名(コ ー ド),単 価,決 済方 法(手 形で決済

されるか,現 金で決済 され るか,手 形決済な らサ イドは何 日か といった決済方法),得 意 先名・

契約数量,品 種,等 級,請 求書の締 切日,な どを検索 し請求書明細書をプ リン トアウ トす る。

また,こ れに よって作 られたアウ トプットデータは販売統計,・売掛管理,在 庫管理,約 定管理

などのサ ブシステムにパス され る。

請 求 書 発 行

サ ブ シス.ム

単位テーブル

(契 約内容)

販売統計

売掛管理

在庫管理

約定管理

図3-4請 求書 発行サ ブシステム

2)売 掛 管理サ ブシステム

売掛金を現金,預 金に っいで流動性があ り,こ の流動性は企業の財務 に安定 性 と収益の実現

性 を もた らす原動力 となってい る。

企業の収益の獲得 は運転資金の大 きさと,売 掛金の回収期間の速 さによって決定 され るの で,

売 掛金の回収速度が もた らす影響は企業 に とって大 きい。 こ うしたことか ら販売 における売掛

金管理 は,代 金回収 と得 意先管理に主眼がおかれ る。

機械へのイ ンプッ トデータは入金伝票,振 替伝票,売 掛金発生 データ(請 求書発行データ),

与信 な どがあ る。
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請 求 デ ー

図3-5

売 掛 管 理

サブシステム

入金明細表

受手台帳

売掛台帳

売掛受手/与 信対比表

売掛金回収遅延明細表

売掛管理サブシステム

b

ψ

3)販 売統計サ ブシステ ム

販売統計には契約 データを用いての成約統計 と,リ アヲィズデ一夕を用 いての販売実績統計

に区分で きる。

先に述べたよ うに,販 売管理は顧客の要求す る製品がなんであるか を把握 し,そ れを迅速に

生産に反映 させ,か つ顧客 に対 していかに要求にマ ッチ した製 品を作 って いるを知 らしむるこ

とが基本的な思想 とな っている。

そのためにはいかに して顧客 の要求 を的確に とらえるかが重 要であ る。

こうした意味において,販 売統計資料は重要な ウエ イ トをしめるといえよう。

販 予 測 ・販 実 績

販売実績

差異表

販 統 計

サ ブ シ ス テ ム

販売店別売上統計

地域別売上統計

●

商品別売上統計

図3-6販 売 統計サ プシステム
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4)在 庫 管理サ ブシステム

コンビナー トにおけ る在庫管理は原材料 の在庫 と製 品の在庫 とがあ り,こ こでは製品在庫 に

ついて述べ る。

在庫はメーカ,商 社,販 売店 において発生す る問題である。

在庫管理 は,販 売促進,販 売計画,商 品計画,な どのマケ ッテング ・ツール と深いつなが り

を有してい る。

適正 なる在庫数量の決定は コンビナー トにおいて重要な要素であ る。

過剰 な在庫 は資金効率 の悪化 をきたすのみな らず,在 庫 費用が増大 し,適 正在庫管理 を行な

った場合の期待投 資利益 を失ない,企 業の業績に悪い結果を与えるこ とになる。

一方
,反 対に在庫の過小で品切れにな った場合は,販 売の正常化 が阻害 され,コ ン ビナー ト

の円滑な活動が とま り不利益な結果 を招 く。

したがって十分な在庫 管理が必要 とな って くる。在庫管理の重要な るポイントは生産に対 し

ての適正発注時点 の設定 と適正在庫数量の設定である。

インプッ トデー タは在庫マスター,入 庫データ,出 庫 データ,在 庫規準,な どがある。

在 庫

サ ブ シス テ ム

倉庫別人出庫

在庫元帳

積送車増記表

在庫状況一覧表

発注指示書

図3-7在 庫 サブシステム

3.輸 送 管理サ ブシステ ム

輸送管理サ ブシステムは コンビナー トの配送セ ンターか ら,販 売店へ製 品を効果的に輸送す る。

すなわち,物 的流通の円滑化 を目標 としてい る。それは輸送の経路の面での効率化,あ るいは適切

なる運送手段の割付 とい ったことになる。 この他に輸送管理サブシステムは,ま すます きびしくな

る顧客の要望す る納 入条件をいかに満足させ,か つそれ らを背景として生産 または在 庫の管理 を効

果的に行な うための情報の提供機能 も要求 されてい る。
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果的に行なうための情報の提供機能 も要求されている。

輸送予定.

確定情報

輸送環境情報

輸 送 管 理

サ ブ シス テ ム

最高輸送

計画機能

段

付

手送輸

割

送

指示書

貨 物 ブ イ ル

輸送手段 ファイル

v

図3-8輸 送管理サ ブシステム

このサブシステムの問題点 として,情 報源の一つであ る輸送手段が移動 をす るために輸送の指示

を与え られ た後は,情 報の交換が不可能にな る。

輸送のための環境,た とえば道路事情な どを輸送の途上 か らインプッ トし,全 体的な判断をコン

ピュータで行ないなが ら,移 動中の輸送手段 にフ ィー ドバ ックするような機能 性を もたせることが

必ず しも容易には行なえない。

すなわち輸送手段が一度 ター ミナルを出発すると,そ の ときに指示 した スケジュールに従 って コ

ースを通 って帰 って くることにな り
,輸 送途 中でのスケジ ュールの変更がで きず,入 手 した情報 も

その時点でインプ ットされ ることにな る。

また輸送手段の能 力は,そ のおかれ る状況によって大いに差が出て くる。た と.えば海上輸送 であ

れば風雨の影響が大 きく,陸 上輸送であれ ば道路の混雑状況は決定的に輸送 スケジ ュールを狂わし

てしま う。

したが って輸送計画をたて るにして も,こ のよ うな状態では標準能力 を算定することが非常に困

難んあ る。 というのは道路事情 な り天 候 とい った ものが,き わめて予測 しがたい現象であるか らで,

そ れ らを統計的に処理す る技 術の 向上,お よびそのために必要 とす る情報の収集体制の完備が必要

となるσ

4.納 期 管理サブシステム

コンビナー トの生産方式には見込生産 と受注生産 とがあ る。見込生産 の場合には在庫商 品がバ ッ

フ ァー とな るが受注生産 を行な う商品については,受 注してか ら納 入まで の間に生産期間が 入って

くる。 したがって納入期日に間に合 うよ うに生産面 を管理 し,製 品の運送計画をす ることが必要 と

5
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なる。 こうした機能をはたすのが納期管理サブシステムの主た る目的 とい えよ う。

納期管理サ ブシステムは在庫管理サ ブシステムと関連 して,生 産状況あ るいは製品の現 在の状態

に関 して,顧 客に情報のサー ビスを行ない,ま た生産計画 や在庫状況 より新し く受注す る商品の納

期 を的確に把握し,営 業活動 をサポー トす る機能 も要求 されて くる。

以上の諸機能の他には,た とえば納 期に弾力性のある商品になるとさらに重要な機能がでて くる。

たとえば消費者への納入が消費の都合で変化 し,納 入側 としてはその変化に トレースす る形で進 ま

ざるを得ない ようなケ ースでは,こ のサ ブシステ ムが消費者 との結合窓 口とな り納期 に関する情報

を常に入手できる状態 となっていなければな らず,か っ入手 した情報を生産管理,在 庫管理,輸 送

管理の各サ ブシステムへ流 して調整 をとる機能が要求 される。 マーケ ット ・オ リエン トの立場か ら

す るな らば,こ のサ ブシステ ムが情報の中枢 とな らなければな らないのである。

図3-9は このよ うな機能 を図式化 した もので ある。

納 期 管 理

サ ブ シス テ ム .

約定残高表

確定納期

図3-9納 期 管理サ ブシステム

●
噛

なお,納 期の確定 をする必要のあるような製品においては,生 産を受注 した順 に行なえばよい と

い うものは少な く,緊 急度 を種 々の形で要求 され る。 したがって過去 に受注 した ものの生産の計画

が一度決定 さ.れて も,納 期に間に合 うような範囲で計画の変更 もしば しば行なわれ る。 したが って

生産 の順序になん らかの プライオ リティーの構造を もたせ ると同時に,∫つねに生産計画はダイナ ミ

ックにプライオ リテ ィーを もって入って くる受注 に対 して対応 していかなければな らない。

3-2原 材 料 の 供 給 と 取 扱 い 数 量 予 測

3-2-1.原 材 料の供給と輸入 ・

食品 コンビナー トで加工 され る原材料の多 くは小麦,ト ウモロコシ,大 豆,砂 糖など穀物 を主 とし

た農産物であるが,わ が国に於 けるこれ ら農産物の生産高はその需要を満すに至っていないため,大
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部分 を輸入に依存 してい る。近年 こうした農産物の輸 入が増えているのは,1つ に は自由化の影響が

あげられ るが,他 方農産物の国内生産 体制が需要構造の変化,す なわち食生活 の向上および多様化に

対応で きなか った ことにあ ると考 えられ る。 これ ら農産物の輸入依存度の推移 も,内 外の諸状況 に対

応 して年 々高 くな りつつあることか ら,大 量 荷役が可能な港湾設備が食品 コンビナー トの立地上の大

きな要因にあげ られてい るのであ る。

3-2-2輸 入 と取扱い数量予測

食品 コンビナー トが形成 された後,総 合商社が加工 メーカ群に対し,果 す役割の一 つに原材料輸入

を通 しての貿易機能があげ られ る。一般に商品,国 際金融事情,海 外市況,現 地輸送状況などに基づ

いて行なわれ てい る商品,運 賃,為 替の相場 に関するロング(買 越 し)あ るいはシ ョー ト(売 越 し)

の操作な どは,メ ーカが独 自で行なうには リスクが多 く困難とされてい る。 それは専門の知識 と経験

を もとにした,よ り広 く,よ り速 く,よ り正確 な情報の収集,処 理 を必要 とす るか らであ る。 特に原

材料の供給の殆ん どを海外 に依存 してい る現在,よ り良質,且 つ廉価な,需 要に足 る数量の確保のた

めには,海 外 での幅広い情報収集活動が必要であ る。

このよ うな総合商社の貿易機能 を背景にして,食 品 コンビナー トの メーカ及び他 の加工メーカに対

して原材料供給の成約が交わ され るわけであるが,商 品 を左右に動かすこ とに よって利潤を得てい る

総合商社に とっては,成 約つ ま り受注に結 びつ くよ うな需要量の補足が必要不可欠な ものとなって く

る。需要量の予測によって得 られ るものは,経 営計画の中に重要な部分を占める長期見通 しとしての

長期取扱い数量予測,販 売計画に呼応 し海外での先物買いなどに必要 とな る短期取扱い数量予測,現

状 の需要 を把 握して決める輸入数量な どがある。 これ らはおのおの長期(5年),短 期(1年),輸

入期間な どを勘案した取扱い数量予測であ ると考 え られるが,長 期,短 期,現 在 の予測作業のおのお

のについて述べ るにあたっては,ま ずそれぞれの予測作業 のベース とな る取扱い実 績について説明す

る。 まず取扱 い実績と予測の時 間的関連 を図示 すれば次のようにな る。

ρ

予測時間 目 的

長期取扱い予測 一 5年 先 『

一

開発輸入計画
長期販売計画
長期配船計画

取 扱 い 実 績 一 予測作業 . 短期取扱い予測 一 1年 先 販売計画 ・配船計画

輸 入 数 量
一 現 在 一 適正輸入数量

需要に関する情報

■

図3-10取 扱 い実績と予測 との時間的関連
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1)取 扱 い実績

取扱い数量は実需に基づいた,し か も日常 の営業活動を通 して確実 に捕促で きるデータとして

意義があ り,総 合商社の原材料輸入に関す る長期,短 期,現 在の取扱い予測に必要な情報として

の重要な位置 を占めてい る。取扱 い実績が予測 データとして用い られる理由は,各 メーカに対す

る原材料取扱い数量 を過去 に逆って調べ ることにより,こ の データか ら原材料の消費傾向が把 握

で き,そ の延長 として輸入数量決定に至 る予 測,更 には短期或いは長期予測に結 びつ くか らであ

る。 しか もそれが先に述べ たように,実 需に基づいた社内データであ る点にある。取扱い実績分

析について述べてみ ると,原 材料取扱い数量 に関するデータを内部情報 として時系列的に記録 し,

地 域別については地域別出荷状況,原 材料別にっいては原材料消費の季節性並びに主た る用途,

取 引先別についてはメーカの原材料消費傾向などの実績分析 を行なう。

しかし,内 部情報を もとにした取扱い実績を分析した もので は,取 扱い予測に用い られ る国内

当社 シェアな どを割 出すこ とがで きず,不 十分なものとな るか ら外部情報の組 入れによ り,取 扱

い実績 との対比,評 価 などを行な うことが必要 とな る。

そのため,た とえば大蔵省集計の通関実績統計 を用い,国 内シェア率,全 国的伸び傾向との対

比,国 別貨物の移動状況な どを明確 にす る。 具体的には,大 蔵省の集計 とペースを合せ るため取

扱い実績に対応す る輸入通関実績統計資料 を用いて,国 内輸入実績と当社輸入実績 との比較を行

な う。

外 部 情 報

輸 入

内 部 情 報一
翼 売

竃

●

通関実績統計 ⇒ 輸入数量実績 取扱い数量実績

原材料別 取引先別 地域別輸入数量実績

国内… 率 ⇒ 蛾 噸 臭骸 取扱い数量実織 取扱噸 実織

※ 輸入数量 と取扱い数量の関係は買と売 りであるが,輸 入数量の中には今後取扱い数量

として計上 され る在庫 も含まれ るから,あ る時点をと ると必ずし も一致 しない。

図3-11通 関実績統計 ・輸入数量実線 取扱い数量実績の関係
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2)長 期 取扱い予測

経営計画 として長期展望に立脚 した開発輸入計画,価 格対策 長期販売計画,長 期 配船計画な

どはいずれ も長期取扱 い予測が前提 とな ってい る。長期取扱い予測に関する考 え方は,積 み上げ

方式による取扱い予測 と,製 品の長期需要予測に基づ く取扱い予測 とがあ り,こ れを相互調整 し

て,地 域別,取 引先別,原 材料別の取扱い予測を行 なう。

まず積上方式は取扱い数量を地域別,原 材料別,取 引 先別について,そ れ ぞれ 過去 の延長線上

に傾向値 として捉 え,メ ーカの長期設備投 資計画,新 製品開発計画などの外部情報を参考にし,

先 の傾向値に補正 を加える。

製品の長期需要予測は官公庁及 び業界 団体で作成 している統計資料 を参考 にす るな ど,外 部情

報を中心に して行なわれ る。 これを基に して,製 品 におけ る構成原材料比 に置換 した原材料消費

予測値 を求 め,当 社 シエ ァ率で換算 し取扱 い予 測を行な う。

穀物の中で需要が伸びてい る トウモ ロコシを例にとり,製 品の需要予測に もとつ く取扱い予測

の算出 を述べ ると次のようにな る。

『トウモ ロコシには大別 して飼料 とコーンスターチの2用 途があるが,コ ンス ターチに使用 さ

れ る数量に比較し,飼 料に使用 され る数量が圧倒的に多い。 この傾 向はここ当分続 くと仮定 して,

トウモロコシの飼料についての需要 を考 えてみ ると,ト ウモロコシ→飼料→ 家畜→食肉の因果 関

係が成立す る。 そこで消費単位であ る一人当 りの食肉摂取水準 を測定す るのであるが,そ のため

には予測 として用 いられ る諸情報を食肉消費量に影響す る人口関係要因 と,食 生活様式変化要因

とに分類 し要因別の予測 を行な う。かか る予測値に対し,食 肉,家 畜,飼 料 消費の関連係数,飼

料配合比 におけ る各原材料比率見通 し,飼 料販売 シエァ率をパラメータとして,当 社 トウモロコ

シの需要予測を行な う。

3)短 期取扱い予測

短期取扱い予測は向う1年 間の取扱い予測を行ない,販 売計画,配 船計画,ひ いては原産地先

物の買付,船 舶取決めを有利に導 くものであ る。

短期取扱い予測は長期取扱い予測 と同じく,取 り扱い実績分析に基づ く傾 向値 をメ ーカの生産

情報,在 庫情報,設 備情報などによ り補正す ることによ って作成され る。短期取扱い予測は当面

のメーカの安定 した操業維持 に影響 を及ぼす ものであ り,そ のため資料作成 にあた っては,可 能

な限 り正確 な情報をきめ細 かに収集す る必要があ る。

4)輸 入数量の決定

輸入数量の決定には,メ ーカの売約定を主体 とした取扱い予測数量 と相場を主体 とした買付数

量 や船舶取決 めか らの両 アプローチ を必要とす る。前者は販売計画を もとに,メ ーカの総需要量

を一括して輸入量 を決める ものであ るが,考 慮せねばな らない点 は,買 付か ら荷揚げに至 る期間

を前以って計算に入れねば な らない ことで ある。 つま りその間の消費量,在 庫能力,サ イロキ ャ

パ シテ ィな ど輸入期間中の操業維持に足 る数量および,適 正在庫数量を念頭 に入れ,し か も一括

購 入によるスケ ール ・メ リットか ら生ず るコス ト・ダウンを計 らなければな らない点 であ る。 後
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者は産地積期の先 物相場に よる取引が一般に行なわれてお り,各 地での穀物相場買付 によるロン

グ或 いは ショー トの操作 と運賃相場によるロング或いはシ ョー トの操作が複雑に交差す るため,

実 際には輸入数量 を決定す るに も,こ れ らの相場 を背景 とした ロング或いはシ ョー ト操作を考慮

して取決 めねばな らない。

このような商品及び運賃相場の変動に対処す るために,海 外店か ら次のような情報の収集活 動

を行なってい る。情報は世 界各地にあ る支店,出 張所,駐 在所 などか らメール,電 話・専用線 テ

レックス,更 には一部電信 の自動交換装置 と連結 されたコンピ ュータな どのメデ ィアを通して,

逐 次現地 か らの情報の収集あるいは交換を行なってい る。

収集せ られ る情報 としては次の ものがある。

原産地作付面積情報

作物成育及 び気象状況

原産地別地域別穀物収穫情報

穀物の品質規格情報

ビジネス ・シーズン情報

主た るサ プライアー情報

主た る仕向地情報

競合者情報

現地輸送状 況

集荷及 び保管状況

港湾荷役情報

原産地 穀物消費動向

シカゴ穀物相場

輸出価格市 況

現地政治経済情報

輸出規制に関する情報

現地船腹状 況

不定期船運賃市況

定期 ・タンカー傭船市況

ロン ドン運賃相場

3-2-3食 品 コンビナー トの需要が総合商社に及ぼす影響

総合商社 においては,以 上の ようにして輸入数量が決定 されるのであるが,食 品 コンビナー トが今

後つぎつぎ と建設 され,そ こで消費 され る原材料が増加す るこ とにより,総 合商社 の原材料 輸入に対

す る比率 も次第 に高まって くる。 それ により,総 合商社におけ る輸入数量,ひ い ては取扱い高に及ぼ

す影響 も大 きくなって くる。 食品 コンビナー トの需要が取扱い高 に占めるウエイ トが高まれば・ 供給・

加工,販 売の一貫 体制 システムか らえられ る密度の濃い情報に よって予測の質 も向上す ることが考 え
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られ る。'

食品 コン ビナー トか ら次のよ うな情報が期待 される。

品質,規 格,技 術に関す る情報

加工 コス ト情報

ランニ ングス トック及び在庫情報

生産計画及 び諸賢計画

既設機械稼動状況及び生産能力

加工食品の消費動 向

他方 食品 コン ビナー トの建設によ り,輸 送 コス トの低減が考 えられ る。食品コンビナー トにおけ る

大型船接岸可能な埠頭,ニ ューマ装置な ど近代的荷役設備,大 型サイロ群な どは,大 型船による輸送

を可能 とし,大 量輸送,荷 揚げ 日数 を短 くす るなどによるコス トダウンを図れ る。 輸入 され る原材料

の商内においては,諸 コス トの うち輸送 コス トの占める割合が大きいため,価 格競争 において も大 き

な力 とな りうる。

斯 くの如 く,食 品コン ビナー トの建設によ り原材料の供給面においては,大 量輸送 によるコス トの

削減及 び密度の濃 い情報による予測の質の 向上な どが期待 され る。

3-3製 品 の 流 通 と 配 送 セ ン タ ー の 機 能

食品 コンビナー ト建設の 目的あ るいはメ リットにっいては既 に述べ られてい るが,こ れを要約す る

と次の ようにな るであろ う。

① 穀物輸入の大半 を長期的,独 占的 に取扱 うことがで きる。

② 原料 のみでなく,コ ンビナー トか ら産出 され る製品の取扱いの増大。

③ 共同配送な どに よる配送 コス トの低減。

④ 大型専用船,サ イロ荷役な どによる物流 コス トの低減 と,コ ンビナー ト周辺の需 要家の掌握。

⑤ コンピュータの導入による生産お よび事務 プロセスの合理化

⑥ 配送 センターの建設による,原 料 の輸入 一 加工 一 配送 一 販売 一 情報の一貫 した流通

チ ャネルの形成。

⑦ これ らの地盤を利用 した開発輸 入

などがあげ られるが,こ こでは,こ れ ら① ～⑦ の利点 のうちで,食 品 コン ビナー ト形成後のあ るべ き

姿 としての配送セ ンターの機能は,と い った面に焦点 をあててみ ることにする。

3-3-1・ 物的流通機構の近代化

運輸政策審議会の物的流通部会の中間報告 によれば,昭 和60年 度 におけ る輸送需要は国際的輸送

20億 トン,国 内輸送200億 トンと現在 の約5倍 の増加を見込んでい る。
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現時点において,既 に流通機構 の近代化,合 理化が急がれ ているわけであ るが,こ うした輸送 需要

の巨大化 と,加 工商品の交流の増大な どに よる質的変化に対応 してゆくためには,物 的流通機構その

ものをシステム化してい くことが基本的 な方向 としてあるべ きで,そ のためには単純に物を移動 させ

てい くだけでな く,流 通過程で加工,製 造 も加 えてい く有機的なシステム化 を考 える必要があ ると述

べ ている。

そ して,そ のための具体的政策課題と して次のよ うな ものを掲げてい る。

① 物資別の システム化

石油,鉄,木 材,建 設資材な ど,物 資ごとにその輸送,保 管,流 通立地を考 える。

② 機能を重視したシステム化

内航海運,鉄 道,高 速道路網,航 空貨物な どの合理的な活用 を図 る。

③ 流通制度上の システム化

輸送,保 管,流 通加工な どの統合化,一 貫化,専 門化

④ 地域内でのシステム化

流通施設 と都市機能 との関係の一体化な ど特 定の地域の地域計画 として考 える。

一方
,政 策担当者で ある通産 省で は,流 通業界の今後の進むべ きガイ ドポス トとして 「流通活 動の

システム化」 とい う新 しい考 え方を打 ち出 したが,こ れ を構成す るサ ブシステムとして経 営計画のシ

ステ ム,取 引管理の システム炉 物的流通の システム,金 融 ・財務 関係のシステム,な どが考え られて

いる。 ちなみに物的流通の システム化方向を取 りあげてみ ると,次 のよ うな方向づけがな されてい る。

●

システムの

種類
システムの

ひろが り

物的流通管理のシステム

① サ ブ シ ス テム

輸送手段の合理的組み合せ『

ダイヤグラム配送

② トータル ・システ ム

自動品ぞろえ

自動積み出し

③ 企業間システム

共同物流 ネッ トワーク

共同集配送セ ンター

④ 総 合 シ ス テ ム

コ ー ル ドチ ェ ー ン ・シ ス テ ム

共 同 一 貫 輸 送

(日 経44.7.3)

このよ うな流通機構の近代化の方 向にと もない,物 的流通面において も産業立地,情 報 システム,

包 装,荷 役,在 庫管理,輸 送,顧 客サー ビスな どを包含 した有機的なシステムを形成す ることに より,
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一企業におけ る流通体系の整備に止ま らず
,こ れを地域別流通体系へ と拡大 し,さ らには全国的規模

におけ る流通 ネッ トワークの形成,や がては国際間の物流体系への整備へ とお し広 げようとす る姿勢

をうかが うことがで きる。

3-3-2配 送 センターの機能

現在,各 方面で配送 センターあ るいはス トック ・ポイン トの建設が盛んにいわれているが,な ぜ今

日これ らが時代の要請 となってい るのであろうか。

まず第一に考 えられ ることは,プ ロダクション ・オ リエ ン トよ りマーケ ッ ト・オ リエン トへの方 向

に対する企業間競争の激化であろ う。

そのため,販 売面における顧客サービス水準の向上が必至 とな り,配 送 のス ピー ド・アップが要請

されるよ うにな る。

第二は大量生産,大 量消費に対応す る流通形態,っ ま り太 くて短い物流体系の形成が不可欠 とな っ

て きたこ とであ る。

第三は,物 流 コス トの低減,特 に1卜売店,ス ーパー ・ス トア,あ るいは問屋な どが コス ト節 減のた

め,な るべ く在庫 を少 な くす る傾 向が強くな って きてお り,い きおい売 り手はこれ に合せて需要地に

小売活動 に見合 った在庫 を持 ち,迅 速 な配送を図 らざるを得な くなって きたと,な どであ ろう。

このよ うな要請 に応 じられ うるような配送セン ターの備 えるべ き機能を考えると次のよ うにな るで

あろ う。

① テレタイプ ・コンピュータな どの高度な情 報処理 システムを有 すること。

② パ レッ ト・システム,ラ ック ・システムなどの近代的な荷役,保 管体制 をとっているこ と。

③ 輸送機関,特 に トテ ック輸送との一体化が図 られてい ること。

④ 荷造 ・包装,裁 切断な どの流通加工が可能 なこと。

⑤ また,食 品関係 の配送センター としては,需 給調節のための貯蔵機能 や,等 級 ・規格および検

査のセンターとしての機能 も有 してい ることが望ま しい と思われ る。

このよ うな機能 を備えた配送 セ ンターの効用 として考 え られ るものは,

① 迅速な配送体制が確立 され ることによ り,販 売力の強化に貢献すること。

② 大量生産に対応 して,工 場 と配送セ ンターの間の大量 ・定型 ・計画輸送が可能 とな り,輸 送 コ

ス トの低減が図 られ ること。

③ 配送セ ンター間の情報 ネ ットワークによ り,在 庫の適正化が図 られ ること。

④ 配送体制の完備 によ り,商 取引機構 と物流機構の分化が もた らされ ること。

⑤ 配送センターを販売拠点 とす ることにより,中 間の流通経路が短縮 され,流 通の簡素化,コ ス

トの節減が可能 となること。

な どがあげられ る。

3-3-3食 品 コン ビナー トにおける配送センター の機能

食品 コンビナー トにお ける配送 センターの機能 としては,次 の二つに大別で きょう。

イ 配送機能
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ロ 情報機能

イ 配送機能

配送機能 としては,配 送 センターが属 している食品 コンビナー トに密着 した配送,つ ま り周辺需

要家であ る小売店,ス ーパー ・ス トア,他 の加工業者への配送 と,食 品 コンビナー ト間 あるいは 内

陸配送セ ンター間な どとの配送が考 えられ る。

この ため配送 センター内において も,そ の機能 にお いて前者を担 当する日 々あ るいは 「近距離配

送 センター」,主 として配送 センター間の物流を担当す る 「長距 離配送 センター」 とに分けて考 え

ることがで きる。

この関係 を図に表わす と次の ようにな る。

.
也

■
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配 送
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他 の コン ビナー ト・

内 陸配送 セ ンター

図3-12食 品 コンビナー トの物的流通

」

●

ロ 情報機能

食品 コン ビナー トの想定 され る機能が,原 料 の供給 と立地条件 を基礎 とした加工機能 と配送機能

であるとすれば,コ ンビネー ト全体を対象とした情報処理の システムは,当 然 のことなが ら物的流

通 を中心 とした ものにな ると思われ る。

もちろん,コ ンビナー トを形成する加工 メーカに とっては,生 産計画や工程管理,あ るいは原価

計算な どの生産活動を中心 とした情報処理 システムが重要な位置を占め るであろ うが,当 面のコン

ビナー ト活動 としては,こ れ らの生産活動 を中心 とした ものは,コ ンビナー ト全体あるい は参加企

業相互 の関連によ り決 め られ るよ りも,個 々の加工 メーカにお ける企業単位 の生産活動 との兼ね合
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いによ り決め られ る可能性が強いよ うに思 われ る。

そのた め,こ こでは コンビナー ト全体にかかわるものとして,製 品の流通 を司さどるといった意

味か らの,配 送センターの物的流通情報を中心 とした情報処理 システムについて考 えてみ ることに

す る。

まず,物 的流通活動を中心 とした情報処理 システムの一般 的な姿を想定 してみ ると,次 のような

図に表わされ るであろ う。

市 場 調 査

販 売 予 測

回 収 管 理

//信 用 管 理

◎

画
算

理

計
計
管

産
価
程

生

原
工

面

画
理

計

計
管

地

送
庫

立

配
在

工 場 庫

配 送 セ ン タ ー

＼＼ 受 注 管 理

売 掛 管 理

図3-13物 的 流通 を中心 とした情報処理
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もし,当 面想定 され る食品 コン ビナー ト内における配送 センターの機能が,物 的流通面 におけ る

配送 チ ャネルのみを担当す る,い わゆる倉庫業者 あるいは輸送業者の機能のみを果 たす ものである

とすれば,販 売機能 は当然のこ となが らこの システムの,外 側に個々に存在す ることにな るで あろ

う。 つま りこの場合は コン ビナー トに属す る加工 メーカが,各 々が生産す る製品についての販売機

能 を果たし,こ れに従って配送 セ ンターは,た んに配送機能 のみを遂行す るとい ったことになるで

あろ う。

そ うした状態にお ける配送セ ンターの情報処理 システムは倉庫管理 システムと配送 管理 システム

どで形成 され ることになろ う。
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(加 工 メーカー群)

l
l
|(配 送 センター)

図3-14配 送 セ ン タ ー の シ ス テ ム ー1

〉

●

しか し,こ れは配送セン ターの機能 を非常 に限定 した状態において とらえた もので あって,コ ン

ビナー ト全体が有機的に活動す るための機能 としては不十分であ ると言わねばな らない。 なぜ な ら,

コ ンビナー トの目的は原料の供給か ら生産 一 販売 一 配送お よびこれに関す る情 報のコン トロー

ルを一貫 して行な うものだか らである。 また参加企業 であ る加工メーカにとって も,コ ンビナー ト

が原料の供給 あるいは工業立地条件のみによって存在 する状 態にあっては,こ こで生産 され る製品

の販売は 自らが行なわねばな らないことにな り,コ ン ビナー トに参加す るメ リッ トは,か な り薄 く

な って しまざねばな らない。

このことか ら考 える時,配 送センターは販売機能 を持つべ きであ るという結論に達す ることがで

きよう。 つま り,製 品の販売 に対す る リスクを負えるような総合商社,あ るいはこれ とタイアップ

した大手食品問屋が配送セ ンターを担当す ることに よって,コ ンビナー トにおけ るその機能 を十分

に果す ことがで きるとはじめて言えるか らであ る。

また,こ のような技能 を持 った配送センターこそ,コ ン ビナー トにおいて生産 され る製品の流通
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を一括 して扱 うことによるコンビナー ト内の物流の集合点 として,ま た,販 売お よび配送 によって

市 場に対 して広 くて密接 な関連(特 に 周辺需要家に対して)を 保ち続けてゆ くとい う点 において,

コ ンビナー トにおけ る情報センター としての機能 をも果すこととな ると考える。

この場合 の配送セ ンターの販売 と配送 とのシステム関連図は,次 のようになるであろう。

「 一 一 一 一}一 ー ー ー 一 一 一 一 ー 一 一 一 一 ー ー 一 一 ー ー ー 一 一 ー 一 一 「

t |
|

|

|

l

t

l

l(コ ン ビ ナ ー ト内)

;代 金決済システム

{
L____________________________」

.白

●

」

図3-15配 送 セ ン タ ー の シ ス テ ム

3-3-4総 合商社における配送センターの機能

既に述べ られているように,食 品 コン ビナー トの目的は原料の供給か ら製品の販売 と,こ れにつな

が る配送 を一貫 して行ない,あ わせて これに まっわる情報の収集 ・活用 も行 なお うとする ものであ る

が,こ の見地 よ りすれば コンビナー トを有機的に活動 させうる最短距離の位置にあ る ものに,総 合商

社をあげ ることがで きよう。

では,食 品 コンビナー トが各地に建設 され,そ の中た前に述べ たような配送センターが作 られ,ま

たこれ との有機的な関連づけを持つような内陸配送 センターが各地に建設 された状 態において,こ れ
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ら配送センターは総合商社 においてどの ような機能 をはたすであろうか。 以後 この点 について考察 を

進めてみたい。

イ 配送 センター と物的流通管理 システム

総合商社 における物的流通管理 のシステムとしては,自 らが配送業務 を現実に行な う ものでない

とい う前提にたてば,情 報の面か ら流通 をコン トロールする機能を司さどるもの(こ れを流通情報

センターと名付ける)を 中心 とし,実 際の物的流通を代行す る配送業者 と配送セ ンターとにおいて

構成 され ると考 えられる。

この関係を図に表わす と次のよ うになろう。

・
`

●

一 一 ー ー ー 一 『 一 一 一 一 ー ー 一}一 「

1

1

流通情報センター

一1

一」,

物

一 一 ー 一 一 情 報

図3-16配 送 セ ンターあ物 と情報の流れ

ロ 問屋機能 と配送セ ンター

各食品 コン ビナー ト群を加工 メーカ群 と配送センター群とに分け,こ れに内陸配送 センター群を

加 えて,こ れ らの関連を中央にあ る流通情報 センターを中心 にした情報 と物流の関連 図に表 してみ

ると次のようにな る。
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官庁 ・業界 ・海外

① 原材料供給情報

② 生産計画情報
技術情報

製品流通情報

⑤ 生産実積情報

④ 販売情報

⑤ 輸送情報

販売計画情報

⑥ 顧客管理情報
マーケティング情報

⑦ 消費動向情報.

⑧ 官公庁情報

業界動向情報

海外市場動向情報

問 屋
スーバL・ ス トア

チェーン・ス トア

消 費 者

.̀

t

4

図3-17流 通 情報 センターの システ ム

このよ うな配送セ ンター群が形成 され ることにょって,総 合商社 は食品流通において,流 通情報網

に結 びついた末端の市場の情報 を実需として とらえ
,こ れを加工生産に結 びつけ ることが可能 とな っ

てくる。

この意味において配送 センターは,主 として物的流通面におけ る情報のキイ ・ステーションとして
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●

重 要 な 位 置を占めるよ うにな るが,一 方,そ れとと もにこれ らを流通情報のデ ィス トリビューシ ョ

ン機能 として活用す るために,流 通情報 システムの中核を占める流通情報センターの機能 を拡充す る

ことが必須要件 となって くる。

総合商社 としては,こ うした流通 におけ る情報処理機能の拡充 を行な うことに より,従 来 は,と も

すれば原料 を買 って もらうために製 品を引 き取 ってい た立場か ら,メ ーカに対 して生産 を要請する立

場へ と変化す ることに より,結 果 として原料 および製品の取 り扱いの増大が もた らさせ ると考 えられ

る。

そして,さ らには原料 の確保のために,海 外進出,開 発輸 入,加 工,販 売,輸 送な どの各 プロセス

のシステ ム化が進め られ るのであ るが,こ の場合,一 貫 した食品流通 システムの中で各 々のチ ャネル

を確 実に遂行して くれ る リァライズ部門が必要となってくる。加工分野については在来の加工 メーカ

がその機能 を果 して くれ る もの とすれば,配 送セ ンターを中心 としたスーパー ・ス トアやチ ェーン ・

ス トアあ るいは問屋 などに対し,包 括的 な契 約に基づ いた個 々の販売 ・配送業務 を遂 行して くれ るも

のが必要 となって くる。 現在,こ れへの最短距離にあるものが,総 合商社を中心 とした系列化,大 型

化の過程にあ る食品総合問屋ではないであろ うか。

流通機構の合理化 に ともない問屋機能 の改革が しきりに論 じられているが,総 合商社 を中心 とした

大型化,総 合化 に合せて,配 送セ ンターを自らの基点 とすることに よ り,問 屋の機能 の重点は アセ ン

ブ リー機能 と配送機能へ と移 って くるであろう。 ・

この場合におけ るアセンブ リー機 能 とは,製 品の仕分け,包 装な どの配送加工 と等級 ・規格お よび

検査の機能であるが,特 に,加 工食品の×量 生産,大 量販売が進捗す るにっれて,規 格 ・検査の問題

はその重要性をよ り増 して くるもの と考 え られ る。

また,傘 下店への配送網を基盤 とした小売店 な どに対する商品や価格の情達 の伝達,取 引にまつわ

る計算業務の遂行な ど,チ ェーン ・ス トアにおけ る本部的な機能 を一 部果 していくこ とも必要 となっ

て くるであろ う。

この意味において,食 品 コンビナー トにおけ るセンターの機能の拡充 は,総 合商社がこれか ら遂行

していこ うとする食品流通 の一貫 システムの形成 に対 して一つのキイ ・ポイン トになる とい えよう。.

■
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1.は じ め に

6

一
喝

昨年10月,産 業構造審議会の管理部会 は 「国際化時代における我国企業経営の高度 化について」

とい う答申書を発表 し,我 国企業経営の今後の指針 ともいうべ き ものを発表 レた。

答申書 では,「 トップマネジメン ト組 織の強化」 など七つの提言が行なわれてい るが,経 営 と情 報

の問題については二個所で積極的な主張がな されてい る。第一は,ト ップマネジメン ト機能の強 化に

ついて,先 ず トップマネジメン トを補佐す る組 織体制を整備強化する必要があ ることにふれたのち,

更 に トップマネジメン トに対 してその有効な意思決定を助けるものとして経営情報システム を確立す

ることを主張してい る。第二に,長 期経営計画の高度化の問題にふれて,今 日企業環境予測の精度が

低いのは情報の蓄積及び予測手法の開発が不充 分であ るとして,長 期需要予測並びに計画手法の開発

とともに情報システムと情報交換ネ ッ トワークの形成 を提言してい る。

今 日,経 済の国際化,労 働力不足の一層の進 展 産業構造の変化な ど経済社会全 般に亘って ドラス

チックな変革が進行 しつつあ るとき,そ の他の提言 も含めてこの経営 と情報に関す る二 つの提言はま

ことに至当かつ時宜 を得た もの といい うる。

この様に情報システムは,我 々機械工業 は もちろん全 ての産業において主要な課題 とな りつつあ る

とい えるが,同 時にか くいう情 報システムの体系は各々の産業,各 々の企業においてかな り異った も

のとな らざるをえない ことも事実であ る。即 ち同じ機械工業で も化学工業,石 油精製 業な ど装置産業

と造船業,機 械工業など加工組立産業の情報は 自ずと異 なるし,又 同じ業種の中で も個々の企業によ

って その製品構成や市場 も異な るので情報の広 さ,深 さ,種 類が異な るし,た とえ同種類の情報で も

受 けとる側の企業によって その重要度 が全 く異なって くるだろう。

そこで,機 械工業 と情報の問題 を述べ るに先立って,先 ず機械工業におけ る情 報の特質 と更にそれ

を規定す る機械工業の特色 を論ず る。

、
t

●

■
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2 機 械 工 業 の 特 色

産業分類に よれば機械工業は次の四種類 に分け られ る。

1.一 般 機械

2.輸 送 用機械

3.電 気機械

4.精 密機械

これ らに共通 する機械工業 の特色 は次の主たる特性 を有す る。

a .受 注 生産であること。

b .多 品 種少 量生産であ ること。

c,事 業 部制組織 をとることが多い。

d.加 工 組立 部門の ウエイ トが高い。

e.技 術 ない し頭脳集約的であ る。

f .情 報集約 的であ ること。

a)受 注生 産であ ること

機械工業 においては,全 ての製品ない しプラン トはユーザーのニーズに従い設計が行われ,生 産 さ

れ,販 売 され る。

例えば工作機械は,ユ ーザーの希望す る加工対象か ら機械の加工精度,一 定期間におけ る生産量な

どが先ず決定 され,次 にメー カーは これ らに基づいてユーザー と協議の うえ機械各部の寸法,主 軸の

回転数,送 りのス ヒ。一 ドなどを決定し,更 に これ らを設計図面にお きかえ,機 械各部の加工 を行ない,

最 後に組立て完成す る。

又化学 プラン トにおいては,エ ゾジニア リングと称して,プ ラン トの経済性に関す るコンサルタン

トか ら設計,製 作,据 付,建 設,試 運転に至 る全て一括 して システム としてユーザーか ら受注す るこ

とが行なわれてい る。 この場合,エ ンジニア リング企業はユーザ ーと一緒にな って,ユ ーザー業界に

おける生産規模,そ の成長性,ユ ーザーのシェアな どか ら判断 して プラン トの最適規模 を計算 し,か

っ主製品か ら副産品に至 るまで最 も付加価値の高いプロセス技術 を開発又は欧米諸国か ら導入す るな

どして,最 も経済性 の高いプ ラン トを検討す るとい うコンサルテ ィング業務か ら始め る。 この様に,

機械工業において生 産販売す る製品ない しプラン トの仕様 ・プロセスは全てユーザー毎に異 なる。

機械工業にお ける製品ないしプラン トの多様性は,情 報面か らは各ユーザーについて極めて濃度の

高い情報を必要 とす ることになる。即 ち,一 人一人のユーザーについての現在の設備状況,生 産状況,

設備投資の動向,購 買態度,購 買決定者,競 争業者 のアプローチの状況など多量な情報の蒐集 と分析

処理 を要す ることにな る。

b)多 品 種少量生産であ ること
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販売面 における受注生産 とい う特色は,生 産面 において多品種少量生産 という特色 を もた らす。一

つ一つの製品ない しプラン トの多様性は,大 量集 中生産形態を不可能 にさせ,管 理面においては各オ

ーダー毎の受注か ら出荷までの個別管理 を強い ることにな る。、

多品種少量生産 は生産面にお ける合理化 を妨げると同時に製品価格を割高 にさせ ることによって国

際競争力 を相対的に低めて来た。 そこで,メ ーカーは種 々の方法で標準製品を決め,又 それが出来な

い場合で も部品をユニ ッ ト毎に分解 して各 々にっいて標準規格 標準仕様 を定 め,こ れによって設計

面におけ るコス トダウンと加工 ・組立面で も合理化を図って来 た。 しか し,こ の様 に生産面 における

標準化が行われて も,最 終製品はユーザー毎に仕様,っ ま り販売仕様 が異な るか ら,生 産面におけ る

標靴 が進行す ると臓 か ら工場な ど{・対す る情報の重難 が増 して来る・と}・な る・即ち・従来標

準化が行 われ る以前は営業 マンは全てユーザーの云 うとお り注文 を とり,そ の情報を工場な どに伝え

ておれば済んだ。 しか し,生 産面 の標準化が実施 され ると,標 準製品ない し標準規格仕様の ユニ ット

部品の生産 は全て営業 の情報が正確であ ることを前提 として仕込生産が行 われ ることにな ・ナこか らで

あ る。

多品種少量生産においては営業情報の正確度が適正な操業水準,合 理的な生産計画,ム ダのない在

庫計画を左右す ることにな る。従 って営業情報は正確 に,速 く伝え られねばな らない。

c)事 業別制組織

機械工業 は,一 般的に専業メーカーが少 な く,製 品構成が多角化 している企 業が多い。 そうなった

理由の第一 としては,機 械が数百数 千とい う部品か ら成 り立ってい る関係上,生 産規模の拡大につれ

或いは最終製品の品質確保の要請な どか ら,主 要な部品を順次購入品か ら自社生産 に切換 えてい った

ケースが多いか らであ る。 いわゆ る垂直的多角化といわれ るもので,そ の最 も良い例は造船所がディ

ーゼルエンジン,甲 板機器,プ ロペラな どをっけ加 えてい く例である。多角化企業成立 の第二の理由

は,機 械技術その ものの持 つ深 さ,汎 用性 を基 として国 連技術を艇 的に応用 させて製罐 成 を拡

大 して行 くケースによる。 いわゆ る水平的多 角化 といわれ るもので,デ ィーゼルエンジンの熱力学な

どか らスチームエンジン,コ ンプレッサー,送 風器,遠 心分離機 ター ビンなどに手 を広げる例であ

る。 第三は,製 品ない し技術 的には全 く関連はないが,市 場又 は顧客は全 く同一であ るが関連してい

る様 な製品醐 発してゆ くケースによる.・ ・わ明 暢 関連の水平的多角化とい われ るもので・鍛

業者 に対 してブル ドーザーや ショベルとダンプ トラックを同時に供給する類いであ る。

この様な多角化に対応 して機械メーカーは製品別事業部制をとる企業が多い。事業部制はプロフィ

。 トセンターを中心 として独立採算制 を採用す ることを目的 としてい る・その内容は・製品l」の損益

を明 らかにして業績達成責任 を明確 にす ることをね らいとして,各 プロフ ィッ トセンターなどのオペ

レーシ ョンについての大 巾な権限 を委譲す るとともに,ト ップの オペレー ションの任務 を軽 くしてプ

ランニング重点思考 を確保 して,経 営活動の機動性 と戦略性 とを確保せん とす る ものであ る。

事業部制はこうした 目的を中心 として昭和36年 ごろか ら多 く採用 されたのであ るが,企 業内外の

情報の総合的な有効利用 とい う面 では今 日多 くの問題 を抱えてい る。 即 ち,販 売,技 術な ど重要な

情報について,組 織による意図 しない し意図せ ざるスク リーニングが発生 してい ることであ る。事業
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部制下における トップは有効な情報をえ られないままに意思決定 していることが多い。 ここにおいて
,

機械工業におけ る情報蒐集及び処理の一元化の問題は深刻であるといわねばな らない
。

d)加 工組立部門の ウエイ トが高い こと

機械工業は化学工業 と異 な り原材料の原価に占めるウエイ トが小 さい。又 自動車工業 と比較すれば

購入部品の ウエイ トが低い。 つま り,加 工及 び組立部門の,従 って労務費の原価構成に占め るウエイ

トが高い。又,製 造業の付加価値率が18%内 外であ るのに対 し
,一 般機械工業の それ は36%前 後

である。加工 ・組立部門のウエイ トが高いとい うことは製造期間が長い ことを意味す る
。工作機械,

金属加工機械で約6ケ 月か ら12ケ 月,化 学プラン トでは数年 に及 ぶ もの もあ るし,製 造期間の短い

建設機械で も1～3ケ 月はかか る。

この ことは,一 つのオーダーない し製品について長い期間に亘っていろいろな角度か ら情報が必 要

とされ るし,こ れ らの情報は最終的には生産実績又は売上損益実績 として評価 されねばな らない
。例

えば生産工程の遅延は他のオーダーの製品の加工,組 立計画の変更を来た し,最 終的には売上損益計

画の修正 を も余儀せざ るを えな くさせ るだろ う。従って,中 間時点 における個別原価計算制度に基い

た実績の フォロー,あ りうべ き実績予想などの情報の ひんぱんな蒐集評価
,修 正計画の代替案の検討

が行われねばな らない。 しか もこれ らが事業部制を前提とす るな らば
,情 報の蒐集,評 価はまことに

複雑さを増 して来 ること!こなる。 ここに,事 業部制組織の もとにおけ るトップマネジメン トのための

情報組織の有効性が指摘 しうる。

e)頭 脳 ない し技術集約 的であ ること

機械工業は労働集約的であることは自動車工業 と同 じであ るが
,頭 脳ない し技術集約的であ る点で

は異なる。機械工業における製 品はユーザーのニーズに従 って仕様が決め られ る
。 プラン トのプロセ

ス も同様 であ る。従って,そ こにおけ る技術はユーザーのニーズを具体的に仕様ない しプロセスを媒

介 として数百 ない し数千個の購入品を統合して製品ない しプラン トとして具現化す るとい う技術の深

さと広さを必要 とす る。

1960年 代 は 日本経 済にとって高度成長 と重化学工業化の時代であった、と同時に,そ の高度成長

を支える技術革新の時代で もあ った。 そして欧米諸国に比 して数十年 遅れてい た我国の技術は
,急 速

な技術導入 によってその立遅れをと り戻 したのであ るが,そ の技術 導入の中で もっと も件数 の多かっ

たのが機械技術であった。 このことは自己開発によっては早急に立 遅れ を取戻せないほどの機械技術

の高度 さを示す もの とい えよ う。

1970年 代 はシステム化 の時代であ るとい われてい る。1970年 代の機械工業製品は益々複雑

化 し高度化 し多様化 したユーザーのニーズに答 えてゆかねばな らない。 例えば海洋開発産業にお ける

海底石油資源の開発には,資 源の調査探索か ら陸上の精製設備への石油の供給 までユーザーの多様な

ニーズに答 えねばな らない。そのためには石油掘削技術 をはじめ として,地 下探査技術,海 洋土木技

術・海底配管技術 造船技術,材 料技術,電 気技術など広汎で高度 な技術が必要となろう。今後 の機

械工業は一層技術の総合性,即 わちシステムエンジニア リングを必要 とするだろ う
。又シス テムエン

ジニアリングを可能 とす る技術情報力 を必要 とす るだろう
。
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f)情 報集約的であ ること

機械工業におけ る頭脳ない し技術集約性は,と り もなおさず情 報集約的であることに他な らない。

市場又 はユーザーのニーズを情報 として蒐集 処理,評 価し,他 方では膨大か つ広汎な技術情 報を蒐

集,処 理,評 価することによって,製 品ないしプラン トに結びつけて行 くのが機械工業の役割であ る。

戦後 日本経済の高度化の過程 は重化学工業化の過程で もあった といわれ る。又材料産業か ら加工 ・組

立産業への過程であったと もいわれ る。 しかし,重 要なこ とは,こ の過程で最終製品の中で情報の ウ

エイ トが増して行 った ことであ るといわれてい る。

今後の我国経済は貿易,資 本の 自由化な ど経済の国際化 企業の国際化が進展 し,他 方では産業構

造の変化や労働力不足 も進展する。機械工業 にっいていえば,開 放経済体制 の進 展につれて国際分業

関係が一層進展し,例 えば低度組立型産業 即わ ち弱電器の一部 汎用工作機械,農 機器具,プ ラス

チック機械の一部な どは後進 国か らの輸入に頼 ることが予想され る。逆に高度組 立型産業 例えば エ

レク トロニクス,ICな どを利用 した家庭電器,電 子計算機NC工 作機械,プ ラン トエ ンジニア リ

ング産業 などの比重が高 まり,又 わが 国の輸出構造 を規定することになろ う。

高度組立型産業の発展はよ り一層発展 した形態の産業 即わ ち従来の製品や産業の機能 を横に結合

した形態のシステム産業が登場 し,機 械工業はその システムのオル ガナイザー として もしくはサブシ

ステムとしての役割 を担 うことになろう。 システム産業におけ る機械工業は,現 在のプラン トエ ンジ

ニアリングファームに見 られ るごとく,シ ステムエンジニア,プ ログラマー,全 ゆ る種類の技術を網

羅した技術者をその財産 とした企業が,市 場ない しユーザ ーの求 める広汎かつ複雑なニーズを,一 つ

の機能のシステムとして組立 て,そ の中 に様々な機能 を分担 したハー ド即わち機械が 配置 され るとい

うことになろ う。 ここにおけ る機械工業はもはや個有の領域を脱 し,一 つのシステムない し機能 を販

売す る産業 として存在 し,ハ ー ドとしての機械はたまたまその中に位置づ け られ るにす ぎない とい う

ことになろう。

●

●
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機 械工業に おけ る情 報の特質

ここで コンピューターについてふれなければな らない。 コンヒ。ユ一 夕ーを経 営に適用す る分野とし

て大 きく三つの分野があ る。

1.大 量 事務作業 給料計算,請 求書作成 科学技術計算 など。

2.管 理 在庫管理 販売管理,人 事管理,財 務管理な ど。

3.計 画 経営計画OR,シ ュ ミレーシ ョンな ど。

大量作業事務は,機 械工業において も1960年 代 の初めか らすでにEDPS化 が なされてい る。

その代表例は給料計算,原 価計算 請求書作成 などであった。60年 代 の後半か らは科学技術計算が,

機械ない しプラントの大型化 高度化,複 雑化に対応して必要性が高ま り発達 して来た。今 日では設

計技術計算,機 械 プラン トの見積 もり,プ ラン トプロセスの経済計算などにその重要性 は一層高 まり

つつあ る。 今後 も,シ ステム化時代 を迎えて コンサルティングやシステムデザ インの領域で コンピュ

ーターの利用度は企業の死命を制す ることにな ろう。

次に管理業務について も,原 価計算,在 庫計算などの分野にっいて,機 械工業で もかな り一般化し

てはいるものの,な お これ らを一歩進 めて低位判断業務の 自動化まで も含めた管理業務の自動化シス

テムまで実施 してい る企業は少ない。例 えば生産管理にっいてい えば,標 準部品がある一定量まで下

った場合自動的に標準量の購入依頼伝票が発行 され,購 買業務が行われ るとい うシステムまで出来上

ってい る企業は未だ少ない。 これは前 述のとお り機械工業の多 品種少量生産形態 に規定 されて,自 動

購買の前提 とな る業務の標準化が行われていないか らであ る。

今後機械工業の管理業務 について システムの開発が期待 され る分野 としては次の様な ものがあ る。

財 務 管 理 ダ イレク トコスティングと結びついた形での個別受注利益の算

定並びに受注可否の 自動判定 システム。

生 産 管 理 個別受注であ るため設計変更 ・納期変更がしばしば起 るが,こ

の様な場合の生産計画変更が可能か否かの 自動判定システム。

人 事 管 理 技術者の所有す るスキルのインベ ン トリー リス トを も含 むキャ

リアデベロップメ ン トプランのEDPS化 。

販 売 管 理 徹 底したユーザー並びに競合メー カー情 報管理。

最後に計画業務にっいては,予 算ない し長期経営計画におけるORやPERTの 利 用などが考 えら

れ よう。多角化企業において最高の資本利益率を もたらす長期製品構成ない し売上構成計画の算出。

多品種少量生産工場におけ る最適生産計画の提示。設備投資計画におけ るROIを 最高 にす る投資計

画の算出。 販売計画にお けるセールスプロモー ションとエ リア別の選択の最適な組合せ。 これ らは経

営におけるEDPS化 の ゆきっ くべ き目標 として考え られる。

以上三 つの分野においていろいろな形でEDPS化 の 努力がされてい る。 しか しなが ら,機 械工業
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においては,大 量作業事務や一 部の管理業務 はと もか く計画業務や殆 どの管理業務 につい てはEDP

S化 の 道は未だ遠い といわねばな らない。 その理由 としては次の三 つが挙げ られ る。

① 計画面のEDPS化 の前提と もい うべ き予測技法(特 に需要予測技法)の 確立が不充分であ る

こと。 これ は全ての資本財企業について云えることであ るが,OR,PERTと い えどもこれで

は役に立たないことになる。

② 機械工業について特にい えるζとは,個 別受注生産であ り,多 品種少量生産であるため,ED

PS化 の基礎 と もな るべ き業務(作 業 といわず管理事務 とい わず全ての面において)の 標準化が

お くれてい ること。

③ 最後に,全 ての企業について云 えることであ るが,未 だ情 報の蓄積が不足 してい ること。

こうした事情 によって,機 械工業においては,コ ン ピューター利用の最終段 階ともいえ るMISへ

の移行は未 だ時期 尚早 ともいえる。 そこで,私 は現在の段階ではむしろ大量作業事務の中の科学 技術

計算のEDPS化 を よ り一段 と推進す ることが,EDPSの 効 果を一層顕著にさせ,な おかつ コン ビ'

ユ一夕ーマイン ドの譲成 に役立 つことでその緊急性を指摘す ることにしたい。次 に,管 理 及 び 計

画面においてはMISへ の移行の準備段 階としての コンピュー ターなしの情報システム ー 報告制度,

業績評価制度,ゼ ネ ラルスタッフの強化など 一 作 りをい まか ら進 めるべ きことを提案 したい。

そこで こうい った情報 システム作 り上の問題点 を,以 下前 記三つの問題点の うち②および③ を中心

として述べ て見 ることにする。 なお,① について は当面本稿の目的ではないが今後いろいろな技法が

各種調査機関,官 庁,企 業などにおいて開発 され ることと思 う。

(1)企 業 者的意思決定と管理者的意思決定

い よいよ,機 械工業にお ける情報 と意思 決定 の問題 にふれねばな らない。

経営 と情 報とは どうい う関わ り合いを持つだろうか。経営 とは情 報に対応す ることであ る。何 ら

かの情報に接 した ら,そ れ を評価し,プ ラン化し,意 思決定を行ない,最 後に行動す ることであ る

とい える。い わば経営のサイクルであ る 「プランー ドゥ一 一 シー」の全ての段階において情報

は経営行動の前に受けとられ,又 後において情 報が発生 してい るといえ る。(第1図 参照)

このサイクルにおいて最 も重要 なのは,情 報の蒐集,処 理,意 思決定の過程であ り,「 ドゥー」

か ら 「シー」,「 プ ラン」 に至 るまでの内部情 報の流れの過程であろう。従 って,経 営 と情報の問

題はゆ きっ くところ意思決定 と情 報の問題であ るといい うる。

経営内部においては様々な意思決定が行 われ るが,そ れがタイム リーに適正 に行われ る様 意思

決定者に対 して必要な情報が タイム リーに提供 され るシステム,例 えそれが コ ン ピュータ を 組 込

んでいない システムであ って も,そ れはMISと い えよ う。

企業内部においては様々な意思決定が行 われてい る。計画課長が どういう工程計画で一定の機械

を生産す るかとい う意思決定 もあれば,営 業課長が どんな価格でいかな る支払条件 でユーザーか ら

注文を うけ るか とい う意思決定 もあ り,又 社長が従来の製品や市場につけ加えてどんな新製品を企

業化す るか という意思決定 もあ る。 ここでの社長 の意思決定を企業者的意思決定(一 創造的意 思決

定)と 呼び,計 画課長や営業課長が行な う意思決定 を管理者的 意思決定(一 定型的意思決定)と 呼
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第1図 経 営 と 情 報 の サ イ ク ル

ぼ う。

機械工業においては受注生産であ り,し か もオーダー毎の受注額ない し製品価額が大 きい ため,

し ばしば トップが ミドルや ロワーの意思決定の領域,即 わ ち受注の決定や価格の決定に口をさしは

さむことがある。 しか し,こ ういったことがひんぱんであればあ る程,ロ ワー,ミ ドル,ト ップの

あいだの仕事の領域が不明確 とな り,権 限や責任の所在が あいまいにな りやすい。権 限や責任 の所

在があいまいであれば,必 要な情報 も不明確であ るか ら,不 必要な情報が提供 された り,必 要 な情

報が与え られなか った りす ることになる。

今 日,機 械工業に限 らず トップの ミドル,ロ ワーに対す る干渉 と,そ の結果 としての トップの戦

略的意思決定不在 とが最 も大 きな経営上の問題 とい える。 従って,権 限 と責任の明確な委譲,こ れ

が有効な情報管理の第一前提という ことが出来 る。

(2)内 部情報 と外部情 報

トップ,ミ ドル,ロ ワーの各マネジメン ト階層はそれぞれ どんな種類の情報を必要 とするだろ う

か。

トップマネジメ ン トは,予 算案の決定 事業部業績評価,新 製品開発計画の承認な ど戦略的意思

決定を行な うか ら,単 に企業内部の情報 即わ ち前期の実績,当 期の予算 達成率な どだ けでは意

思 決定出来ない。 当然,日 本経済の景気動 向,技 術変化の方向,新 市場現出の可能性,他 社 の動向

な ど企業外部の情報が つけ加え られねばな らない。

これに対 してロワー マネジメン トは,殆 ど多 くの場合企業内部の情報さえあればその 日常の定型

的意志決定は行な うこ とがで きる。例えば,購 買課長はあ る品種の鋼材のス トックがあ と何 トンに

なったかとい う内部情報が伝 えられれば,鋼 材の発注 とい う意思 決定が可能であ る。 彼に とって
,

将 来鋼材価格が大巾に値上 りしそ うだとい う外部情 報が伝達 され,そ れに対 して大量の先物買いを

■
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しなければな らないということはそう度々起るものではない。

ミドルマネジメントはちょうど両者の中間にあり,外 部情報と内部情報の相方に対応して定型的

もしくは創造的意思決定を行なう。例えば,資 金部長は絶えず売掛代金の回収状況や支払手形の決

済状況などの内部情報を受入れる一方,他 方で銀行側の貸出し態度,金 融環境の見通しなどの外部

情報を勘案しながら,借 入れの量と時期を決定するだろう。

各経営階層,意 志決定の内容,情 報の種類との以上の関係を図示すれば第2図 の様になる。

(3)内 部情報と経営管理

ここで機械工業における経 管理的意思決定 創造的意思決定

営管唖 若干棚,鯉 にまr-一 ノー-r-〈 一 一

で立入って,そ の特質と情報

の関係にふれることにする。

a)財 務管理と情報

機械工業においては受注 外 部 情 報

生産であるから,一 部を除

いて個別原価管理が全ての

財務管理の出発点となる。

個別原価計算を基礎とした 内 部 情 報

財務情報としては次の様な

ものがあろう。

売上損益

オーダー別・製品グ}-L-〉 一 ン

ルー プ別、事業部別,ロ ワ_ミ ドル トップ

全社。 マネジメント マネジメント マネジメント

B/S第2図 マネジメン ト階層,意 思決定 と情 報の関係

工場別,営 業所別,

製 品別,事 業 部別,全 社。

売上債権回収状況 同様。

これ らを もとに して,適 正 な製品構成計画 と業績評価が行 なわれる。

ところで,こ れ ら情報の基本であ るオーダー別個別原価計算は,管 理 費,工 場間接費,部 門費

な ど何 らかの配賦計算を前提 としてい る。従って過度の個別損益の把握はむしろ無意味なことが

多 い。例 えば,社 内加工の ウエイ トが高い製品 と社内では最終組立 しか行われない製品が製造原

価を もとに して同じ率の管理費が加算され るのは明らかに不合理であ る。そ こで,機 械工業にお

け る財務管理においては大 ざっぱ な製品 グルー プ毎の損益の把握 と同業 他社の業績情 報を もとに

した報告制度,そ れか ら業績評価制度 との結合が有効 と思われ る。

b)生 産管理
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生産管理におけ る基本的な情 報としては,オ ー ダー毎の工数集 計表,原 価計算表 部門費集計

並びに配賦表 などが挙げ られよ う。 しか し機械工業において最 も要求 され るのは製品の信頼性 と

納期の確保であ る。製品の信頼性 はともか く,納 期の確保 工程計画の達成は極めて情報の領域

の問題で もある。

多機種少量生産であ り個別受注生産であ る機械工業においては,仕 様,納 期 の変更,注 文 の取

消し,機 種 の変更が極めて多 い。生産管理 においては,こ れ ら情報のス ムーズな伝達 とこれに対

す る意志決定の システム化が行われれば最 も有効な生産管理情報 システム とい うことが出来 る。

しかし,現 実の機械工業においては これ ら例外の発生が例外でない状況にある。従って生産管理

のEDPS化 な い しシステム化は極めて困難な問題 となってい る。

そこで,生 産管理の システム化に当って次の問題 を解決しなければ ならない。

① 例外 を例外た らしめるための設計,加 工 組立な ど全ての面にお ける標準化。

② 例外情報め極めてスムーズな伝達システム。 そのための営業対工場,管 理対工場間の内部情

報伝達制度 の確立。

c)販 売管理

販売管理における情報としては先ず何 といって も個別受注損益 を基 礎とした,製 品別ピ製品グ

ループ別,地 域別販売業績 を明 らかに して,地 域別,製 品別の販売効率を明らかにす ることにあ

る。 このほか,サ ー ビスマン,サ ー ビスステーシ。ンの巡 回記録 補償工事記録のEDPS化 を

通じて技術の信頼性確 保に役立たせ ることも重要である。

しか し販売管理 とい えどもマーケティングのためにあ ることは当然 の ことであって,単 なる実

績把握か ら計画面への情 報管理が考えられねばな らない。そのためには,全 ユーザーの コンピュ

ーターへの登録
,主 要競合 メーカーのマーケティング行動にっいての情報蒐集,処 理 評価シス

テムが確立 され る必要があ るだろ う。

d)人 事 管理

人事管理におけ る情報の主仁る ものとしては,人 員,賃 金,勤 務状 況な どが挙げ られ よう。 こ

れ らの情 報を もとにして,採 用計画,配 置計画,賃 金計画,勤 労計画,福 利厚生計画な どが立て

られる。

しか しこれ ら従来の人事管理 とは別に,今 後は企業の戦略的計画に対応した人事情報システム

が考えられねばな らない。 即 ち,機 械工業 においては今後の技術革新或いは産業構造変化に対

応 して新技術,新 製品の開発企 業化に対 して極めて弾力的に対応す る必要があ る。 このためには,

一 方で新技術,新 製品,新 市場に対す るリサーチを怠らない と同時に,他 方で これ らの必要な技

術,技 能に対応する人間の能力,経 歴,志 向などを コンビ。ユ一夕ーに登録 しておいて,い つで も

必要な ときにこの リス トか ら人間を探 し出して,適 材適所の人事配置や,採 用計画,教 育計画な

どに利用す る,い わゆ るキ ャリア ・デベ ロップメン トプランが今後の人事管理の戦略的対応策 と

して考え られよう。

(4)外 部情報と経営計画
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内部情報は日常 の経営管理の面で極めて重要な役割 を担ってい る。 しかし,定 型 的管理 といえ ど

も例外的な事項が 発生 した場合には,外 部情報との結合な し.には有効な意思決定をなしえない。 例

えば仕込生産のあ る機種について,異 常な受注減少がお きた場合にそれが単に一時的なユーザーの

発注延期による減少 なのか,そ れ とも景気の全般的な停滞による受注減なのかは,景 気全般の先行

き見通 し或いは同業他社の受注動向な どの情報な しには情報の評価並びに意思決定 は下 し難い。

この様な ミドルない し トップマネジメン トの行な う経営管理面における意思決定 もさるこ となが

ら,実 は トップの行な う企業者 的意思決定 こそ内部情報 よりもむしろ外部情報が決定的な役割を果

す。例 えば既存製品ない し市場の停滞に直面 して新製品ないし新市場の開拓を行な う場合,成 長市

場 成長製 品のサーベ イか ら始まって,製 品の技術内容,市 場及び顧客の特性,競 争状態,競 合メ

ー カーのマーケティング,販 売体制,市 場支配度な ど極めて多量で高度な外部情報を蒐集,評 価 し

な ければ トップは意志決定することが出来ないだろ う。

もちろん この場合で も,そ の製品,市 場に対 して企業内部にいかなるポテンシャルなパ ワーが存

在す るか,即 わ ち資金は,人 は,販 売チャネルは,技 術は,設 備は どうか とい うことが問われねば

な らない。 しか し,そ れにして も先ずこ うい う外部情 報並びに内部情報の探索が開始 され る引き金

ともなるべ きものは,ど うい う有望な市場や製品が存在す るか とい うことを探知出来る外部情報力

にかかってい るのであ る。

このほか,ト ップマネジメン トの企 業者的意思決定は,マ ーケ ットシェアの決定,製 品構成計画

製 品開発計画 人事計画,設 備計画,投 融資計画,資 金計画な どにおいて極めて多量の外部情報を

必要 とす るだろ う。

(5)経 営情 報システム

巷間,銀 行な どにおいてMISが 確 立 した とい うことを聞いて,い ざ内容を聞い て見 ると内部情

報のEDPS化,な い しは預金 貸金データのオンライン化が行われてい るにす ぎない ことがある。

真のMISと は,い ままで述べて来た様に外部情報の意思決定における不可欠性 を前 提とす るな

ら,企 業外部 内部情報の総合蒐集,処 理,評 価システムでなければな らない。 ところが外部情報

はその特性か らして,実 はEDPS化 しに くい面があ る。情報を定量的情 報 と定性的情 報とに分け

れば,お よそ内部情 報 外部情 報との関係は次の様にな る。

内部情報 定量的情報

外部情報 定性的情報

定量 的情報のEDPS化 は容易であるが,定 性的情 報のそれは難しい。例えば,競 合 メーカーが

シェア ・アップを目論んで新 たなセールスプロモー ションを開始 して,そ の具 体的なツールはこれ

ζれだ とい う情報 或い はアメ リカにおいてXと い う製品のAと い う技術が開発 されたとい う様な

情報はどの様 にして蓄積 され,必 要な ときにどの様にして とりだしたら良いのか。

この問題の解決のためには,定 性情報のEDPS化 技 術の開発 と一 元的 な情 報蒐集,処 理,評 価

組織が トップマネジメン トのス タッフとして確 立される必要があ るだろ う。 即 ち,従 来の組 織に

おける調査 部はその機能 を情報に対 して特殊化す ることによって情報部として独立 することになろ
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う。企画部 と情報部は,ト ップに直結 したゼネラルスタッフであ り,全 ての情報はオペレーショナ

ルな他の部門及び企業外部か ら直接蒐集 され 処理 され,評 価され,意 思決定が行な われやすい様

に複数の代替案の形で,企 画部 情 報部共同して トップに提出 され るべ きであ る。 この様な情報組

織並 びに意志決定システムは,情 報ルー トが極めて短縮化 され,そ の結果不必要な情 報の フィルタ

ー化がな くな り
,処 理及び評価が専門化 され,客 観化 され るか ら,必 要な情 報が タイム リーに伝達

され,不 必要な情報は伝え られない とい う有効なシステムが出来上が ることにな る。

定性的情報のEDPS化 技 術の開発にっいてい えば,マ イクロフィルムの利用,そ の前段階とし

てはファイ リングシステムないしカー ドセ レクターの活用な どが,多 くの先進的企業において進め

られてお り,機 械工業において も漸や く緒 に着かんとしてい る。

ト ッ プ マ ネ ジ メ ン ト

企 画 部 情 報 部

ll }1

販 売 部 生 産 部 人 事 部 財務 部 総 務 部

令

再調査の指示

調査テーマ
の提示

情報収集

意
志
決
定
内
容
の
伝
達

し

脅

第3図 トップのための情 報組織
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以上の論点を整理しなが ら,や がて来るべ き機械工業におけるMIS時 代の到来に対して,ど の様

な経営の近代化を図る必要があるかを整理して見ると次の様になる。

① 権限の委譲 と責任の明確化 一 句が意思決定に必要な情報で何が不必要な情報なのか?

② 業務の標準化 一 句が例外であり,何 が例外でないのかの明示。

③ 情報の公開とルー トの短縮化 一 意思決定の適正化,適 時化。

④ 情報 特に外部情報の蓄積 一 環境変化のスピードと複雑さの激化。

⑤ ゼネラルスタッフの強化 一 問題発見能力と解決能力の向上。

⑥ スペシャリス トの活用 一 情報処理技術者の開発養成。

4

●
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4.プ ラ ン ニ ン グ と 経 営 情 報

は じ め に

経営計画 とい う場合,通 常長期計画 と短 期計画 とに区分 され る。 しかし最近 は長期計画の内容 の複

雑化 と質的変化 によって従来の長期計画が中期計画 と長期計画とに区分 され る傾向にあ る。 当社にお

いて も最近,長 期計画が中期計画 と長期計画 とに区分 され,結 局全社の経営計画体系は長期,中 期,

短 期の3段 階の計画を もって再 編成 され ることになった。

この場合,長 期計画は10ケ 年 の長期にわた る計画で70年 代 における企業の ビジ ョン構想の設定

を主た る内容 とし,中 期計画は この ビジョン構想を受けて3～5ケ 年 を対 象に具体的な経営戦略を策

定す ることを主 たる内容 とした ものであ る。

短期計画は云 う迄 もな く短期実行計画 として編成 され る予算であ る。

プランニ ング情報は これ らの計画体系に即応 して,長 期,中 期 短期の計画に対応 した情 報管理シ

ステムを編成 してゆかねばな らない。

これ ら各 々の情報システムは当然 その性格 を異にす る ものであ る。

現在 の段階では これ らの情 報管理 システムは極めて不完全 な ものであ ると云わざるを得ないが,E

DPSの 活用 範囲の拡大 とともに今後の大 きなテーマ とされてい る。

こ ～では十分な ものではないが中期計画 に焦点 を合せ,計 画の構成 とその策定過程におけ る経 営情

報について記してみたい。

先づ順序 として中期計画の構成について若干ふれてお く。

も

4-1中 期計 画 の構 成

機械工業は高度成長産業として,急 成長を遂げ,又 今後 も成長の期待されている分野である。

それだけに技術革新 も激しく市場構造 も急速に変化している。 このテンポの早い環境変化にタイミ

ング良 く企業を即応せしめてゆくことは容易な業ではない。且つ市場構造 も複雑であり,事 前に予見

出来ない変化が数多 く発生 し計画の修正変更が絶ず繰返されているのが実態である。

中期計画は,こ の激しい企業環境に即応し,且 つ企業のビジョン構想にマッチした方向で将来の企

業構造を具体的に変革せしめてゆくための戦略的計画である。中期計画と他の計画との関連を図示す

れば次のようになる。

次図の諸計画は相互に密接な関連を有し,中 期計画の策定過程において,ビ ジョン構想の修正が必

要である場合には修正される。短期計画との関連においても又同様であり,計 画相互間のフィードバ

ックが行なわれる。

中期計画は両計画の中間にあって,企 業目的(ビ ジョン)を 具体的な戦略に展開し,実 行計画(予

算)に 結びつけるための計画である。

、
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亨

●

次に中期計画の構成は大きく次の三つから成

っている。①全社の綜合計画 ②全社の個別計

画 ③事業部門別計画である。

その各々についての内容は次の諸計画の中に

とりまとめられる。

① 全社綜合計画

(i)受 注計画

(旧 売上高製品構成計画

(m損 益計画

(iv)貸 借対照表計画

② 全社の個別計画 ・

(D営 業体制整備計画

(ω 輸出増強計画

(ilD新 規製品開発計画

av)生 産体制整備計画

(V)人 事要員計画

Wl)福 利厚生計画

③ 事業部門別計画

(i)事 業部綜合計画

(イ)損 益計画

(・)資 産計画

い)生 産性計画

(n)事 業部個別計画

(イ)受 注計画

(ロ)売上高製品構成計画

内 輸出計画

←)シ ェアー計画

(ホ)製品改良開発計画

(べ 販売促進計画

(ト)設 備投資計画

㈱ 下請外注計画

(リ)要 員計画

6ヵ 月 5カ 年

〔予 算 〕 〔中期 計画 〕 〔長 期計 画 〕

10カ 年

なお事業部の特性(例 えば製缶 部門と機械部門では事業の性格が大きく異なる)に 応じサブ計画が

付けられる。
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4-2策 定 の 過 程 と 情 報

中期計画の策定の過程をみ ると大 きく二 つに区分 され る。①計画の具体的な編成をす るに当って,

それに先行す る基本構想の立案 の過程 ②基本 構想を受けて具体的 な計画編成 をす る過程 とに分け ら

れ る。

前者は主 として本社ス タッフが担 当し,後 者 は各々の事業部門によって編成 され る。

以下,計 画立案の過程に沿ってそこに インプ ットされ る経営情 報についてみてゆこう。

4-2-1基 本 構想の立案

基本構想は計画の骨子(ス ケル トン)を 示す ものであ り,こ ～に経営の基本方針(戦 略)と 目標が

暫定的に決定 され る。

その プロセスを簡単 に図示すれば次の とうりである。

先づ①外部情 報(環 境条件)と 内部情報 とを統合す ることによ り当社が直面 してい る基本 的な問題

と将来予 想され る基本問題

を発見す る。

② 前記の情報を もとに今 回o

の 中期計画策定の狙い,二(ビ ジ。ン構想)

一ズを明らかにし,TOP

の中期計画策定方針を得る。

③ 問題解決のための代替案

の探索から戦略の検討に入

る。

④ 以上か ら全社並びに各事

業部門に対し基本方針が定

性的(文 章表現で)に 決定

される。

⑤ 基本方針の方向にそって

売上高,利 益 生産性等の

数量的な目標が試算される。

以上のような過程を経て設定さ

れる基本構想は全社の基本方針と

して①成長戦略(拡 大戦略 ・多角

化戦略)② 重点戦略部門(製 品)

と重点市場及びシェアー③新規製

品の方向④体質改善の方向等が示

される。'

営経

決

で 審 議

定
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個別計画方針 として① 製品構成 の是正② 輸出増強対策③技術開発力の強化④販売体制の確立⑤ 生産

体制の整備,設 備投資の方針⑥ その他財務等について基本 的な考 え方が示され る。

この過程で インプ ッ トされ る経 営情報は極めて多岐にわた るが次にその主な ものについて整理 して

み る。

4-2-2経 営 情 報

プランニ ングと経 営情 報との関連を考えてみると,特 に中期計 画な ど数年お きに繰返 され る計画 と

はい ～なが ら立案 され る時期に於け る企業環境 又企業の実態 も大 きな変化 を遂げてお り,問 題点の

所在がその時々によって異なって くる。又計画 も回を重 ねることによって,計 画設定の方法,計 画の

体系 も改善 され変化 をして くる。従って既存の経営情報ルー トでは常に不足 してお り,そ の時の問題

意識 ・目的に応 じて開拓してゆかねばならない。

この意味において,情 報システムは常に不完全 であ り,情 報ルー トの開発は終 りの無い仕事であ る

と云 える。

次にプランニング情報は経営意思の決定に資す るものでなければな らない。 そのためには第1次 情

報を経営目的に即応 した分析 ・加工が必要 となって くる。1次 情 報として多 くの情報を集めてみて も,

ば らば らであっては,そ の価値は低い ものであろ う。 これに優れ た分析手法が加 わることによって,

そ の価値が高め られ る。 経営意思決定に直接的に影響を与 える経営情報は分析 ・加工 か ら得 られ る情

報であ り,そ のために分析手法の確立がなされていなければな らない。 この点での改善の余地は まだ

大 きい。

以下,経 営情報 を外部情報 と内部情報 とに分けて整理 してみよ う。

(A)外 部 情報について

計画が長期化すればす るほ ど外部情報の ウエイ トが高 くなって くるし,中 期計画で も大 きな ウエ イ

トを占めてい る。 中期計 画の外部環境の予測対象項 目を概括的にあげ ると次の通 りであ る。

(i)国 際経 済環境

ω 一般経 済環境の見 通し

㈹ 需要産業,機 械工業の見通 し

lV)需 要 予測

(V)地 域経 済の動 向

(vD技 術 革新の方 向

㈲ 競争カ ー 競合企業 との比較

(vm)設 備 投資の動 向

鯛 労働市場 資金事情等

① 国際経済環境

資本 自由化の進展 とともに経済 の国際化 ・企業の国際化は今 日の最大のテー マであ る。国際経済

環境の調査 は大 きく次の3つ に区分 される。
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いわゆ る開放経済体制 資本 の自由化が ,日 本経済及び企業の競争条件 にどのよ うな影響を与

えるのか を明 らかにす る。 この情報源泉 としては次のような ものがあ る。

○ 通商 白書,海 外市場 白書

○ 雑誌 論文及 び図書類

○ 新聞スクラップ

○ ジェ トロ,機 械振興協会 等の 資料 の活用

(ロ)外 国企業(米 国の機械 メーカー)の 動 向

○ 海外情報(機 械振興協会編 月 刊)

○ 外国会社 レポー ト(ダ イヤモン ド社,月 刊)

○ アニ ュアル レオξ一 ト

○ 海外のダイレク ト類

○ 雑誌 図書類のスクラップ

(吋 海外市場(輸 出市場)の 動向

広範な世界の マーケ ッ トを調査す るζとは現実 の問題 として不可能であ り,限 定 された重点市

場にしぼって調査が行なわれ る。 地域的には東南アジアと北米であ る。

○ ジ ェトロ,機 械振興協会,各 国大使館等の保有する資料をその 目的に応 じて活用す る。

○ 海外駐在員 ・海外出張員の報告書

○ 新聞,雑 誌のスクラップ

② 一 般経 済見通し

中期的な経済見通 しとして通産省 をは じめ多数の機関が予測を行ってい るのでそれ らを参考にし

てまとめ る。 次の ものが利用で きる。

機 関 名 予測期間 主 要 な 項 目 備 考

通 産 省 ① 昭和 年度

43～48

6NI)各 項 目,IIP等 44.2発 表

石油供給計画用

通 産 省 ② 43～50 GNP,IIP,そ の 他 44.4発 表

工業開発計画用

経済審議会 ①

(経 済社会発展

計画)

42～46 GNP各 項 目,IIP,労 働力,産 業

別設備投資,そ の他広範

42.2月 答 申

年次別予測デー ター

経済審議会 ②

(数量委員会)

42～46 GNP各 項 目,IIP,年 次別データ

ー

43.10月 発表

経済社会発展計画の

アフターケアー

経 済 企 画 庁

経 済 研 究 所

42～46 GNP各 項 目,年 次別 データー 43.2月 発表

経済社 会発展計画

アフターケ アー
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機 関 名 予測期間 主 要 な 項 目 備 考

野村総合研究所 43～48 GNP各 項 目,IIP,労 働力人口,

国際収支,そ の他

43.12発 表

年次別予測 データー

国民経済研究所 43～46 GNP各 項 目,IIP,生 産,労 働力,

国際収支,景 気のタイムテーブル,他

43.9月 発 表

年次別デー ター

■

この外に,三 菱総合研究所,日 本経済研究センターなど数多 くある。

③ 需要産業,機 械工業の中期見通し

中期予測の前提としては需要産業,機 械工業の見通し並びに全産業に亘る業種別見通しを行う。

これによって(イ)既存業種の需要の成長性評価〔ロ)新規参入を意図する市場の成長性評価(・→機械工業全

体の見通しと当社の成長性の比較等が行なわれる。

これらに関する資料としては(イ)産業全般又は機械工業全般に亘る見通しと(ロ)各業界単位の見通し

(計 画)等 が利用出来る。 これを表にまとめると次の通 りになる。

●

需 要 産 業 ・機 械 工 業 中期 見 通 し資料

■

分 野 機 関 名 目標年次 内 容 備 考

通 産 省 昭和 年度 鉱工業生産,業 種別指数 44.4発 表

50 主要品目生産量
鉱 工 業

経 企 庁 46 鉱工業生産(業 種別指数) 42.2答 申

経 済 審 議 会 設備投資(業 種別)そ の他

通 産 省 48 機械工業生産,中 分類指数

機種別生産量
機械工業全般

日 機 連 47 機械工業生産,機 種別指数 43.10発 表

生産金額

経 企 庁 50 一 般 機 械

経 済 研 究 所

〃 50 電 子 機 械

〃 50 家庭用電機製品

〃 50 農 業 機 械

機 械 工 業 〃 50 自 動 車

自動 車 工 業会 50 自 動 車 その他に通産,開 銀

保有台数 ・新車需要 etc

日本 工 作機 械 50 工作機械(内 需生産額) その他に通産省の見

工 業 会 通 し

日本産 業 機 械 46 建 設 機 械

エ ネ ル ギ ー 綜合 エネルギー 45.50
エ ネルギー種別供給 42.2答 申

調 査 会 (60) 産業別需要 エネルギー政策用
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分 野 機 関 名 目標年次 内 容 備 考

中央電力協議会 50 電力需要,設 備増強 42.2発 表

原子力発電

日 本 電 力 48 電力需要見通 44.2発 表

電 力 調 査 委 員 会

経 企 庁 50 九電力会社の供給電力量

経済分析研究会 大口電力の産業別使用電力

量

通 産 省 48 石油製品の需給見通し

石 油
石 油 審 議 会

経 企 庁 50 石油製品の需給見通し

経済分析研究会

石 油 化 学 48 エチレン及び主要誘導品の

協 調 懇 談 会 需要見通し

石油 化学 協会 〃

化 学 経 企 庁 50 化学肥料の需要見通し

経済分析研究会

〃 〃 プラスチックの需要見通 し

〃 〃 繊維の需要見通し

通 産 省 48 粗鋼需要 ・銑鉄生産量 44.4発 表

鉄 鋼
鉄 鋼 連 盟

経 企 庁 50 鉄鋼需要 ・生産量

設備調整用

経済分析研究会

非 鉄
〃

〃

50

50

銅製 品 ・生産量(種 類別)

アル ミニ ウムの需要 と生産

セ メ ン ト ノノ 50 セ メ ン ト需要 と生産

海 運

造 船
'

運 輸 省

海 運 造 船

合 理 化 審

必要船服量 ・建造量等の見

通し

建 設
経 企 庁

経済分析研究会

50 建設工事受注推計

一 建 設 省 42～46 道路投資額,そ の他 42.3閣 議決定

第5次 道 路

5ケ 年 計 画

〃 40～44 取扱貨物量 ・主要港整備計 40.8

社会資本整備 港 湾 整 備 画

5ケ 年 計 画

〃 43～47 〃

新 港 湾 整 備

.5ケ 年 計 画
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分 野 機 関 名 目標年次 内 容 備 考

建 設 省 42～46 下水道普及率,投 資額
第2次 下 水道 その他

整 備 計 画

〃 43～47 投 資 額 ・その他

第3次 治 水
5ケ 年 計 画

〃 41～45 建 設戸数 ・その他 41.7閣 議 決定

社会資本整備 住 宅 建 設
5ケ 年 計 画

〃 42～46 投 資 額 ・その他 42.3閣 議 決定

空 港 整 備

5ケ 年 計 画

〃 42～49 41.7閣 議 決定

新東京国際空港
建 設 計 画

国 鉄 40～46 車輌増強計画 ・その他

第3次 長期計画

運 輸 省 44～53

鉄 道
国鉄 財 政再建
10ケ 年 計 画

大 手 私 鉄 42～46 輸送量 ・輸送力

輸 送 力 増 強 主要工事 ・その他

5ケ 年 計 画

当社の需要分野の うち製造業各業種 にっいて'は,以 上にあげ た資料で一応の見通 しはたて られ る。

しかしこれ らの外部機関による予測は機種の分類が細分 されてお らずマクロ的であ るため,こ のま

ま使 え るわけではない。

④ 需 要 予 測

当社の主要機種の需要予測は前記を参照 しなが ら別途なされ る。 機械工業に属す る当社の需要予

測は先づ各需要部門の伸びか ら,そ の産業で どの程度の設備投資需要があ り,そ の うち当社の対象

とな りうる設備機械 はどの程度 であ るかを予測 しなければな らない。

この ような設備投資の予測データはほとん どな く,こ れについて,需 要部門の伸び,及 び保有設

備機械等か ら将来の当社の主要機種にっいて予測を行 ってい る。 ただし当社は総合機械 メーカーで

あ り,多 種製品を扱い,そ の市場 も多 岐にわた り,そ の市場特性 もバラエティであ るため,全 てに

亘って精度の高い予測 をす ることが容易でない。

次に主要既存製品の需要予測の説 明変数 とその資料源を示せば次の通 りであ る。 これは,基 本構

想立案のための需要予測であ り,極 めてマクロ的な予測であ る。
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既存(主 要)製 品の需要予測の説明変数

説 明 変 数 先 行 デ ー タ

予測対象機種 マ ク ロ

指 標
そ の 他 通産

省
日機
連
野村

総研

国民

経研
そ の 他

商 船 用}の

漁 船 用

建 造 隻 数

保 有 台 数

海運造船合理化審のデ
ータ

デ ィ ー ゼ ル 台/隻 実績より推定
エ ン ヂ ン PS/GT

陸用 ディーゼル SP範 囲別の伸 実績より
シ

ぴ

工 作 機 械 GNP ○ ○ ○ ○

民間設備
投 資 ○ ○ ○ ○

III) ○ ○ ○ ○
.

機 械 工 業
生 産 指 数 ○ ○ 民間設備投資 とIIP

よ り

機 械 工 業
設 備 投 資

乗用車生産台数 ○ ○ ○ 自動車工業会の見通し

射 出 成 形 機 民間設備投
資

○ ○ ○ ○

成形用樹脂生産 石油化学協会の見通し

1台 当 り の
樹 脂 消 費 量 実績より想定

ア ス フ ァ ル ト 道 路 投 資 額 道路整備5ケ 年計画

舗 装 機 械 機 械 化 率 実績より推定

ト ラ ッ ク'

ミ キ サ ー
セメン ト内需量 ○

生 コン 向 比 率 実績より想定

1台.当 り 平 均

運 搬 量

漁 船 漁 獲 量

漁 船 保 有 量

化 学 機 械 GNP ○ ○ ○ ○

民間設備
投 資 ○ ○ ○ ○

IIP ○ ○ ○ ○

化 学 工 業
生 産 指 数 O

設 備 投 資 実績デー タか ら部門別

(石 油 ・化 学 ・ に固定資産回転率
一 般化学)

平均産出係数から
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実際の予測の方法はい くっかあるが,1種 類 に固定せず2～3の 方法で相互にチェックした結果

が採用 され る。

過去の実績をベース として予測式を作 った場合,将 来比例定数がどう変 るのか,要 す るに将来の

構造変化をどう織込むか難か しい問題 であ る。一般的には先進欧米諸国のパ ターンが参照 され る。

⑤ 地域経済の動向

地域経済の情報は,支 社 ・営業所関係の情報をベース として地域経済の特殊性が明ちかにされる。

需要予測は,地 域別に数量的 には実施 していないが,全 体の需要予測 とこれ らの地域特性 を照合す

ることによって,各 地域別の需要量 を推定することは可能であ る。

しかし,支 社 ・営業所は ライン業務が主体をなすため,調 査能力はいかんなが ら弱い。

これ を補足す る意味で,特 別調査 として地域別 の需要予測が実施され る。いわゆる本社の調査マ

ンが現地 に出向き諸々の情報をキャッチしてくる。 これは経営情 報として有益であ るが
,し か しな

が ら大規模な調査は,時 間 と費用の関係か ら回数に制約がある。

⑥ 技 術 情 報

機械工業は技術を売 る産業 であ り,他 社との関連に於いて,よ り多 くの技術を貯え,開 発又取得

してゆ くことが利益の大 きな源泉であ る。

機械工業は特 に技術革新の テンポが早 く,常 に製品改良,新 規製品 を投入 してゆかねばな らない。

そのためには,現 在製品 の欠陥並びに顧客のニーズ,及 び機械の性能,経 済性について,.適 格な情

報を得て,そ れに対応 した研究開発 プロジェク トを作ることにあ る。

これ らの活動は・開発部及 び技術部の 日常活動の中で行なわれ,中 期計画には諸プ ロジ ェク トの

内,企 業化の可能性のあ るものにっいて,プ ロジェク ト計画 として組み入 られ,他 は研究開発体制

の整備計画が作 られ る。 プロジェク ト設定までの情報源 としては,他 社 と当社の製品比較を実施 し,

当社の製品評価がな され る。

その内評価点の低い もので,将 来の市場性 か らみて改良すべ き ものに つい ては,プ ロジェク トと

して改良計画が作成 され る。

一方
,全 社的観点 か ら新規製 品の開発多角化については,当 社の技術 をベースにして開発できる

もの とそ うでない もの に区分 され,場 合によっては,外 国メーカーとの技術提携等が進め られ る。

製品改良及び開発の ニーズが 明確に され ると,そ れにっいての具体的な企画については,そ の件 に

ついての技術者(オ ー ソリティ)の 意見が尊重されその参画の もとに計画が立案 され る
。

⑦ 競争企業 に関す る情報

戦略計画の立案にあたって,競 争 メーカーに関する情報が最 と も必要であ るが,公 表 され る情報

は限定 されてい る。

その内の主な ものをあげれば,

(イ)同 業他社 との業績比較

○ 他社 の有価証券報告書,営 業報告書 によ り経営分析

○ 日銀 「主要企業経営分析 』(半 年)
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(ロ)マ ーケ ットシェァー

○ 総体需要 と当社のシェァー

○ 競争メーカーの シェアーの推定

的 その他競争メーカーの戦略に関す る情報(他 社の業務提携 ・技術導入 ・新規製品の開発 ・改良

販売戦略 等)

⑧ その他労働事情 ・資金事情について は,各 担 当の専門家 の意見 を聴取す る。 これ らについては,

統 計 も多 くあ り,比 較的容易であ る。

(B)内 部情報

内部情報は社内統計を中期計画策定資料 として,編 成 し,加 工 ・分析を加 えたもの と,中 期計画の

準備段階 として,事 業部 と本社スタッフとで,各 事業の基本問題の検討会が開催 され るため,重 要な

内部情報を本社に集約す ることが出来 る。次に社内情報を整理してみ ると次のようになる。

社 内 情 報

区 分 名 称 内 容

部門別売上高推移表 製品構成の変化 製品系列別の売上成長率

(過 去5ケ 年)

部門 別 の営業利益 収益性 ・改善の程度(過 去5ケ 年)

経 営 分 析 全社及び事業部別

総資本利益率
総 括 総資産回転率 ・主要資産の回転率

生 産 性 分 析 付加価値労働生産性 ・及びその伸率

労働装備率

資本生産性

付加価値構成とその分析

地 域 別 販 売 支社 ・営業所別の売上高と本社の売上高

(受 注)高 の 推 移 (過 去5ケ 年)

販 売 営 業 マ ンの 推 移 営業人員の構成

販 売 経 路 直売 ・間接販売の区別 ・

販 売 組 織 問題点と改正案

設 備 投 資 の 実績 目的別分類(拡 大投資,合 理化省人化,そ の
他)

形態別分類(建 物 ・構築物 ・機械装置 土地
設備 投 資 その他)

主要プロジェク ト

投 資 効 率 の 計 算 産出係数 ・資本生産性

`

■

●
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区 分 名 称 内 容

'

人 員

人 員 の 推 移 表

職 種 別 構 成

年 令 別 構 成

採用及び退職の実績

総人員 ・事業所別

管理 ・生産 ・販売 ・技術別人員構成

事業所別 ・年令別構成

停年退職 ・自己都合退職

生 産

機 種 別 の生 産 高

原 価 低 減 分 析

生 産 工 数

生産台数 ・台/月(月 産ロッ ト数)

原 価低減 ・価格アップと機種別利益

総工数と生産高

下 請

外 注

下 請 外 注 の 規 模

下 請 の 育 成

登録外注 ・系列外注の規模と当社の扱い高

下請への投融資 資本技術 人的交流

下請外注の実態

以上社内情 報のベーシックな もの をあげたが,当 社の問題点の分析過程において必要な ものはその

都度調査 され る。

しか し,適 格な内部情 鞭 キャッチす るナ・めには,各 事業部門との・ ミ・ニケー シ ・ン醐 に して

おかねばな らない。 そのために先述した事業部基本 問題の検討会が設け られてお り,こ れを通 じて,

事 業部 と本部間において,基 本 問題点 にっいての共通認識を深め ることが出来 る。

以上,外 部情報 と内部情報とを統合 し,分 析す ることによって当社の現在及び将来の基本 問題 を明

確に され,そ の解決の方向が基本方針 として示 され る。.

次 のステップは,こ の基本方針にそって,全 社及 び事 業部の売上高 ・利益 ・生産性 等の数量的な目

標の試算が なされ る。 次に具体的な 目標の設定にふれてみよ う。

ふ

4-3事 業 部 目 標 の試 算

全社並に事業 部の基本的な方向が設定 され ると,次 に計画期間の達成 目標の検討に入 る。

この基本構想の段 階におい て試算され る目標は,各 事業部が具体的計画編成をす る場合の一応の目

安であって暫定的な ものであ る。

従 って,こ の段 階で行なわれる試算は正確 を期す ものでな く,マ クロ的な ものであ る。次に,そ の

試算 の過程を略記すれば次頁の通 りであ る。

これ らの変数 を操作す ることによって,望 ましい 目標値 を定め る。 これがTOPの 事 業部に期待す

る目標 として示 され る。

この計算過程 で問題になるのは,付 加価値率の予測であ る。 これを最 とも大 きく規制す る要 因は,

プ ロダク トミックスの変化(付 加価値率の高い製品 と低い製品の組合せ),生 産 過程に於 ける内作 ・

外作の変化 価格の変動,原 単位の節 減な ど多 くの要 因が複雑にか らみあってい るため,適 確に予測

す るこ とは難かしい。

生産性 の向上(伸 率)の 目標は,現 今の労働力不足 とそれに伴 う賃金の高騰によ り,こ れを吸収 し,

収益性の向上 を図 るためには,必 然的に目標は高 く設定せ ざるを得ない。その達成手段 としての合理
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(雰 場占拠藷)・

■

`

■

需 要 予 測 一

海 外 市 場

　

1

売 上 高 目 標 新 規 製 品

↓

(腰 値

●

/

■

〉(製 品系列別)(計 画期間に企業化可能な もの

(生 産性 の向上)

古

析)

設 備 投資 Ψ 付 価 価 値 額 　

〔人件費 ・労務費 〕

〔減 価 償 却 費 〕

〔金 融 費 用 〕

〔そ の 他 〕

|

(総資産回転率)

1'

所 属 総 人 員

(ベ ー ス ア ッ プ)

,

所 要 総 資 本

・

利 益 目 標

亀

(注)()で く くった ものが変数であ る。即 ち,市 場占拠率,付 加価値率 ,生 産性の伸率,

総 資産回転率,ベ ースアップ等であ る。

化投資 合理化投資との関連 ・分析が重要な経営情 報とな って くる。(労 働 と資本 との代替関係 の分

析)

ベ ースアップは,現 実 には労使交渉によって毎年 々決定され るものであ るが
,こ こでは,一 般的な

傾向か ら判 断し予見 として一定の上昇率が組み入れ られ る。

4

4-4具 体 的 な計 画編 成 と 情報

基本構想を受けて,具 体的な計画編成を行うのは事業部であ る。各事業部門はマクロ的な見方に対

し,よ り現実的な立場から計画の実現可能性をやS細 部に亘って検討を加えつつ,計 画の立案,編 成

にあたる。最終的には,前 記の如く事業部綜合計画と個別計画の形にまとめられる。 この諸計画の中

で も中期戦略計画の基本 となる計画は 「売上高製品構成計画」である。従ってこれについて若干ふれ

ておこう。
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4-4-1売 上 高製品構成計画

〔需要予測 〕 本計画のベースにな るのは,云 うまで もなく需要予測であ る。基本構想の段階でな

されるマクロ的 な予測に対 し,こ れを参照 としっSやS詳 細な分析がな され る。

即 ち,小 型 ・中型 ・大型等の区分 をした場合,ど れが どのよ うな要因に伸び るのかが検討 され る。

例えば,ト ラック ミキサーの例 を示せば,

「マクロ予測」

内

需

取

替

需

要

但

(耐 用年数)

「ミクロ▲1青幸艮」

① 輸送 体系の変化

② 小型化 ・大型化の傾向

③

④

⑤

一

新 生 生 セ

.規
コ コ メ

ン ン ン

保 生
一
向

　

ト

有 産 比 内

ム 量 率 需
口

数

の

増

分 / ＼

新 ト

規
ラ

「 ツ

保 ス

有
ム
《 鐘 皇L ミ'

キ
口

数
サ

保

有
ム
口

数

業界の動 きに精通 した事業 部門の人の ミクロ情報 を加 えることによって,現 実 的な具体性のあ る経営

戦略に結びつけることが出来る。

〔売上高規模 とプロダク トミックス 〕

売上規模及 び発展の方向は基本構想 に示 されてい るが,こ れを具体的な計画 として,組 み立て ～ゆ

く過程において多 くの意思決定がな される。又 そこには多 くの経営情報が同時に インプッ トされて く
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る。特に売上高,並 びにプロダク トミックスは決定 され るまでに多 くの関連要素を有 し,一 義 的には

決 らない。

(イ)売 上高規模

○ ベースアップその他の経費の 自然増を吸収出来 る規模

○ 人員の新規導入(人 員構成 の是正)を 考 えて,且 つ生産性 向上を可能に出来 る規模

○ 業界地位 との関連に於 ける規模

(ロ)プ ロダク トミックス

○ 製品系列別のライフサ イクル

○ 新規製品の導入,多 角化,シ リーズ化.

○ 機種の整理 統合又廃棄

○ 経済的 ロッ トの確保

○ 製品系列別 のシェアーの確保

○ 製品系列別 の収益性の見地か らのプロダク トミックス

以上のように,あ らゆ る観点か らの売上規模並びにプロダク トミックスを調査分析され,意 思決定

のための資料が準備 され る。

以上,非 常 に概括的に述べたが,最 後にプ ランニングのシステム化及びそれに合せた情報の システ

ム化EDPS化 す る場合に困難な点が多 くある。 それは将来の革新的変化に対 しては,実 績値,並

びに先行指標との相関性が不安定であ る。且つ構造変化,質 的変化 は非常 に数量化 しに くいため主観

的にな らざるを得ない。

従 って,全 般 的にEDPS化 は不可能 であ り,計 画策定過程に於 けるあ るプロセスを部分的に機械

化す るにとどまるのではないか と思 う。 これは今後の大 きな課題であろ う。

■
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5.オ ペ レ ー シ 。 ナ ル 情 報 管 理

6

は じ め に

一口に機械工業と言って も様々な業種があり,更 に又その夫々の業種の中で活動する事業体が製造

し販売する製品や,対 象とする市場によって事業活動にも様々な形態がある。

これは所謂 綜合機械メーカーと言う一企業内において も,そ の製造販売する製品や対象市場の多

様性によって事情は同じである。

オペレーショナルと言う用語か ら唯単に,一 般共通的な繰返し日常活動を想起するだけでなく,「機

械工業のオペレーショナル情報管理」 と言うテーマを多少とも特長的に理解する為には,オ ペレーシ

ョンのどこかに焦点を見付けなければならない。夫々異なった事業内容から夫々特長的な経営上或い

は管理上の課題や問題意識が生じる。そしてそれ等の解決或いは効果的な接近が従来のやり方では不

充分にして困難であるとすれば,オ ペレーショナル情報管理の日常性を超えて行 く前向きの役割が一

つ一つ浮び上って来るように思われる。

あく迄 一例として事業活動の生産形態を,そ の製品と市場の特性から大雑把に受注生産形態と仕

込生産形態に分類する。そして受注生産の問題点と解決すべき課題が,そ の事業形態が余りにも受注

生産的なところにあるとすれば,先 ず,そ の形態内において全ゆる節約化の努力が企 られるだろうが,

この合理化段階が限界にゆきつ くと,製 品も市場も既存のままでも少しで も仕込生産に近付ける為の

新しい管理法への要求が惹起される。

受注生産形態と仕込生産形態の中間もしくは.混 合的な生産形態を簡単に見込生産形態と呼べば,

見込生産形態を前提にし,そ こに存在する特長的な管理ポイントを頭に置いて情報管理 と言うテーマ

を考えることが出来る。 「機械工業におけるオペレーショナル情報管理」と言うテーマが持つ莫然性

の中に敢えて特長的な方向を探そうとすれば,今 述べた方向をその一つとして考えてよいと思う。

勿論 少量多種受注生産形態が,そ の形態をとらざるを得ない製品と市場の前提においてすでに問

題であると云う論議や更に又,機 械製造業がその将来の方向として製作することから脱すべ きだと言

う論議は敢えて含めないことにする。以下一般的な組織及び業務の体系を紹介 した上で,生 産管理を

中心に述べてみよう。

5-1組 織お よ び業 務 の体 系

5-1・-1製 品別事業部別

事業部は,営 業 ・生産 ・技術を一貫して行い,本 社は事業部を全般的に管理す る。事業部制実施

に当っては,次 の項目の積極的実施と厳正な管理 推進を狙いとしている。

(イ)長期経営計画の確立

(ロ)綜 合管理の強化
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い)個 別的,専 門的管理の重点的強化

←)各 製品部門の自主的運営と責任体制の強化

(ホ)各製品部門別業務の明確化

(へ 業務運営の改善合理化,経 営効率化の向上対策の樹立

(ト)従業員の志気向上

事業部は出来るだけ必要な責任権限を与えられて自主的な運営を行っている。事業部は先に述べ

た如く,製 品別に営業 ・生産 ・技術を一貫して行い,独 自の市場責任と利益責任を持っている。又

事業部は,全 社的事業計画に基づいて,自 己の部門の発展に必要な計画を自主的に立案し,自 己の

市場分野の開拓と与えられた次の目標の実現に努める様に要求されている。

(イ)営業利益

(・)受 注 高'

内 生 産 高

←)売 上 高

(ホ)投下原価

(吋 販売費及び一般管理配布額

(ト)営業収入

事業部は原則として,管 理部 営業部 技術部及び工場か ら構成され,営 業部 技術部 工場は

もっぱら,ラ イン活動を自主的に行 う。管理部は事業部のスタッフとして,事 業部長を補佐し,事

業部内の重要事項の決定に参画する他事業部の発展をはかる為,事 業部全般の調査,企 画並びに営

業 ・生産 ・設備 ・原価の管理 ・購買 ・一般共通事務に所管し,事 業部内業務の総合調整を行う。

一方,本 社は,企 業の統一性とトップの経営責任の完遂をはかる為一定の事項を留保している。

本社は トップに対して経営方針や重要事項の決定について補佐する。又長期計画,綜 合予算,利 益

計画,業 績評価等を通じて事業部に対する総合的な管理と営業 ・生産 ・技術 ・人事 ・購買 ・経理等

に関する機能的専門管理を行う。更に又,必 要に応じて各部門に対する助言 ・勧告 ・指導を行い,
ご

所管事項について複数事業 部門に問題を生じた時は,セ ンターとなって調整 をす る。なお,本 社に

留保 されてい る主な事項は,次 の通 りであ る。

(イ)全 社的基本方針の決定並びに綜合的な長期経営計画及び利益計画の企画,決 定

(ロ)事 業部の基本的運営方針の決定

内 予算の最終 的決定,予 算外の個別計画の承認

←)販 売,生 産及び設備に関す る基本計画の設定

(ホ)組 織の変更.

5-1-2統 制管理業務 と予算制度

統制管理業務は,計 画 ・調整 ・管理 ・統制の各機能 を併せ持 った ものであ るが,こ の根幹をなす

ものは予算であ り,予 算 と云 う形で企業 意思が決定 され,そ れが達成 されるべ く管理 ・統制が行わ

れる。

一114一

■



●

① 予算編成

(予 算編成方針)ト ップから,長 期計画とその時点における諸条件を勘案の上,予 算編成方

針が示される。これは,企 業の経営方針を具体的に示したものであり,ト ップのみた経済環境,

それに対する企業内部の条件,ト ップとしての意欲,態 度等を盛込んで,そ の期の企業目標を指

標として数字で与えてお り,こ れが予算管理単位に流される。

(本社並びに事業部の作業)編 成方針に基づき,本 社の予算編成担当部署は,事 業部別に利

益を中心とした粗葉を作 り,事 業部及び本社予算管理部門に通知する。内容は,目 標数値,編 成

スケジュール,提 出日と共に編成上特に留意すべき事項を付している。事業部は,そ の目標数値

に従い,販 売予測,需 要予測を基に,生 産計画とに らみ合わせ,原 価 費用,人 員等全ゆる面か

ら検討されたものが事業部長の承認を経て,本 社担当部門に提出される。本社の編成担当部門は,

各事業部から提出されたものを綜合的に検討し,意 図された目標数値との比較分析,費 用その他

の調整作業を経て常務会に予算案として提出する。ここで承認された ものが始めて予算として決

定通知され,編 成の作業は終る。

(予 算統制)決 定された予算に基づいて,全 ての活動が為 されるが,管 理統制業務の一環と

して,内 部報告制度がとられる。毎月定期的に事業部並びに本社予算担当部門から当月迄の実績

と期末迄の予想が報告される。予想は周囲の環境変化に伴って変化するから,本 社予算担当部門

が予算との差異分析を行い,常 務会に報告する。その際,差 異分析と共に,助 言調整を行い,目

標達成の為の援助を行 うことは言う迄 もない。

(予 算体系)
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(情 報の種類と流れ)
'

一一般経済予測

業界 需要予測

製品別販売予測

長期経営計画
短期経営計画

設備予測
投資効率計算

稼働計画

人員採用計画

人員配置計画
人材活用

金
務
資
財

設計
技術計算

販売予想

見 積
受注実績管理

工程管理

購買計画
設備計画
人負計画
原価管理

程
庫

数

価

工
在

工
原

工.程

受入管理

設備入帳
稼働率把握

給与計算

労務統計

工数管理

品質管理
原価管理

受払管理

在庫管理

滞留チェ ック

売上高

生産高

原価分析

貫目別
工 別

部門別
間接費

営収管理

設備資金管理
手形管理

その他

売掛金管理

買掛金管理
決 算

務
益
税
利

配当金計算
増資計算

株式諸統計
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5-2情 報管理上の問題点

5-2-1受 注 生産と情報

受注生産中心の形態においてオペレー ショナルな効果を持つ学業情報は,マ クロ的には仲々把え

に くい。販売部門がその現実の販売活動において収集す る詳細で具体的な個別情報の集積が現実的

な事業活動 においては,ど うして も優先 され ざるを得ない。市場が不特定マクロでな く特定 ミクロ

であ ること,夫 々が個有の要求や希望条件を持ってい ること等か ら,統 計的手法による情報 と現実

の集積 された情 報とは,関 連性 は必ずあって も,現 実的にはどうして も遊離しがちであ る。従って

予算や管理統制において も,主 体的 には,内 部の営業情報を如何に迅速に且つ体系的綜合的に把握

す るかと云 う事 に益々重点が置かれ よう。又逆に,営 業部門はその受注販売活動に於いて,生 産面

の種々な情 報や 自ら課せ られてい る目標を充分認識する事が重要であ る。受注生産中心の形態にお

いては,受 注す る部門は生産す ることを,生 産す る部門は販売す ることを,常 に頭にお く必要が確

認 されなければな らない し,そ こに情報管理の当 り前ではあるが,極 めて重要な役割がある。

5-2-2生 産管理と情報

受注生産主体の形態にお ける事業体の生産管理は,ど ちらか と言 うと,仕 様 や納期,工 程の面 に

おいて計画的,標 準的でない需要条件を出来 るだけ,計 画的,標 準的に生産活動 に流し込 むと言 う

重要で難しい役割を持 ってい る。設計,生 産人員の確保 と配置 適性納期 と適性 ロッ トによる経済

的,効 率的購買,長 期的観点にたった外注政策,こ れ らの綜合化の上で達成 される工程の円滑な流

れ と工数の減少等々,生 産管理 の役割は,現 実の具体的な効果 に反映 され る。 ロスの発生 を最小限

にす る為の情報の きめ細さ と迅速性が要求 されるだけでなく,む しろ,情 報の先導で事業体全体の

意識と感覚を,計 画的,標 準的生産 と言 う方向に向けてゆくことが 目途 とされなければな らない。

勿論 これが市場,顧 客の希望や条件 を無視す る為でない ことは言 う迄 もない。

5-2-3事 業 部と情報

事業部制の最大 の弊害は,そ れが 自分の目標 を追求す る余 り,ど ちらか と云 うと排他的にな りが

ちであ り,事 業部間の協同を欠 くことであ る。

競争原則 と云 う効果を狙 った事業部制 は,最 近の著しい経済発展 と変転極ま りない事業環境 に対

応 してゆくには,再 検討 を迫 られてい る時期にあ ると言えよう。近年,戦 略的経営学に さかんに登

場す るシナジー効果 と云 う用語 を借 りる迄 もな く,事 業部が夫 々の分野,部 門で所有す る顕在的或

い は潜在的能力を相互に利用出来れば,そ の効果は非常 に大きいだろう。製品,市 場,技 術,生 産

体制及 び能力,管 理技術等に,夫 々個有の特色はあ るだろうが,夫 々が様々の面で持つ情報が相互

に利用 されれば,そ こか ら生ず る相乗的効果は驚 く程大 きいに違いない。 内外の情 報を集 中的に整

理 体系化す る情報 ・資料セ ンターの必要 も痛感されるが,そ の前に,各 事業部各部門が,自 主的

に情 報を交換す る様な意識の養成 が必要であ る。又更には,従 来の製品別 の事業部制の再検討に基

づ く,編 成替え も課題視 されていなければな らないだろう。

5-2-4EDPSと 管 理業務
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EDPSの 導 入に伴 って,従 来人間が多かれ少 なかれ管理 していた,管 理統制の為の情 報を,今

度は,EDPSが は るかに早 く,網 羅的に,又 経営の要求に対 する対応性 もは るかに弾力的な形で

用意す ることになろう。 これに依って,中 間的なコン トロール部門は変様を迫 られるに違いない。

そして今迄の統制主体の経営活動が,本 来のマネジメン ト中心 の経 営姿勢に変わってゆ くものと思

われ るし,又 そ うでなければEDPSの 役割は中途半端な ものとな るだろ う。

この為には,正 確で真実 な原情報が,装 飾な くシステム化 されなければな らず,こ れこそEDP

S化 に際 して幾度確認 されて も過 ぎることはあ るまい。更に又情報は不思議な魔力 を持 ってい るこ

とを充分銘記す る必要があ る。情報が持つ不思議 な魔力が事業体その ものを破壊させない為に も,

人 間が人間本来の眼で情 報を見 つめてゆ く必要があ ると思 う。

5-3工 場における生産管理 と情報

5-3--1工 程 管理 と情報

※

(製 品化)

素材 加 工

機械 加 工

組 立

、

試 験

出 荷

表

表

面

材
品

外 注
工 場

発 受
注 入

闇 闇

困 睡

固

※
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① 工程管理の特色 と機能

生産工場に於ける受注決定か ら製品の完成 出荷迄の活動を概略図示す ると,前 頁の通 りであ

るが,工 程管理は,こ の図で示 された流れ と機能全体の調整作用であ ると言 う事が出来 る。

受注生産形態の工程管理の特色 は,

(i)受 注時,す でに納期が決定 してい る。従 って,

(イ)守 る事の出来 る納期を決め ること。

(ロ)受 注か ら納入までの全系列が,夫 々の決め られた 日限までに完了出来 るよ う,能 力の裏付

けが保証 されること。

内 突発事故が起 きた場合,納 期 までに回復出来 る統制能力があることが要求 される。

工程管理 は,す でに 「生産管理 と情 報」 で述べた様な意味で製品化段階だけの管理ではな く,

受注決定時か ら,す でにその活動が開始 されなければな らない。

(li)源 流 の乱れが末流にしわよせ られ ない様,源 流の管理が重要であ る。

㈹ 工程管理の改善合理化は,原 価低 減並びに品質 向上に直接的に反映す る。

CIV)工 程 管理は又,前 提された建物,設 備,機 械即 ち,レ イアウ トを利用 して,生 産活動 を最 も

効果的に運用す るよ うに計画統制す る動的機能であるが,多 種少量受 注生産形態で は,工 程編

成に固定化 される傾向が少い為 工程管理面で統制 しなければな らない面が比重 を増 して来 る。

工程管理の機能 は,基 本的には,日 程及 び余欠力を計画 し,統 制し,併 せて標準化す るこ とで

あ るが,関 連的には,設 計機能,購 買機能,製 造機能,と 言 った機能が伴い,更 に附帯機能 とし

て製造命令,現 品管理,資 料管理が附 随す る。

② 情報の種類

(i)手 順計画 手順計画の要点は,部 品製作に必要な作業の種別,職 場,及 びその順序,並 びに

部品の必要時期 を決定す ることにある。

(イ)図 面

(ロ)部 品工程表(図 面番号,名 称 略図,材 質,個 数,在 庫数,経 由推進区,進 捗度)

内 現場部品工程表

(二)治 工具計画表

(ii)日 程計画 購入品,外 注品,引 当材料 の入手,部 品の製作日数,各 職場の生産能力 と手持作

業量の把握が要点である。

(イ)基 準 日程表(組 立加工作業の各工程毎に基準 日数を決定す る)

(ロ)大 日程計画表(基 準 日程納期余欠力に依 り,各 工程毎の期 日を決定す る)

内 中 日程計画表

←)小 日程計画表

(iii)日 程管理 出図管理 現物管理 路管理 に注意 して,常 に問題点 の排除に努め る。問題が

発生 してか らでは遅いので,問 題発生を未然に防 ぐ事が肝要であ る。

(イ)工 程会議(定 期及び臨時)
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図面,仕 様 安

材料,部 品一一覧表

手 順 計 画

作

業

者

所

要

機

械

所
要

材
料

・
部

品

所

要

期

間

標

準

ロ

ッ

ト

数

所

要

工

数

基 準 日 程

生 産 計画

製 造 命令

納期 ・数量

在 庫照 合

1

1☆1 1☆

進

渉

統

制

現

品

管

理

1 1
|　

1製 品鑛

余 欠 力 調 整

日 程 計 画

作 業 票 発行

立

機械,人 の負

荷状況 余欠

力把握

差

作 業

☆1☆2

回 現場会議

い)検 査 日報管理(毎 日の検査工程 にっいて)

av)工 数 管理

(イ)見 積工数表

(ロ)指 定工数表

い)中 間原価工数の検討

(V)余 欠力表

(イ)余 欠力表(定 期 的に職場毎に計算集計を行い,余 欠力対策を樹てる)

(ロ)余 欠力対策(加 工外注,臨 時員,請 負作業,残 業)
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(vl現 物管理

(viD資 料管理(標 準設定の為)

(イ)実績工数の検討

(ロ)標 準工程の検討

(吋 作業配分の検討

←)作 業法の検討

困 図面の検討

(v川)製造命令

(イ)注 文主及び住所

(ロ)最終需要者及び住所

(パ 品名及び仕様

(二)数 量,受 注価格,受 注金額

(ホ)受 注条件(代 金受領条件,受 渡場所,納 入場所,納 期,荷 造 ・運賃の含除,手 数料,契 約一

様式)

(へ 注文主の信用状況(信 用度,過 去の取引の有無,過 去の支払状況の良否,売 掛金の有無)

(ト)中 間監査の要否(大 日程管理 原価管理報告,事 前原価計算書,指 定原価計算書,新 製木

型等級)

㈱ 製造番号

(リ)受 注日及び受注番号

(ヌ)製 品区分

5-3-2原 価管理と情報

① 原価管理の機能と種類

原価管理は,原 価引下げの為に,原 価情報によりコス トの実績を知 り,標 準数値に照らしてそ

の適否を判断し,異 常な差異についてその原因を分析,検 討して所期の目的の為に有効な手を打

ち,又 同一原因による損失の再発を阻止する活動であ り,こ れに依って始めて間断なきコスト低

減が可能となる。

原価概念 としては,

(i)実 際原価と標準原価

(ii)製品原価と期間原価

(m全 部原価と部分原価

㈹ 総合原価と個別原価

又,原 価をその機能に基づいて分類すると,'

(i)形 態別分類(原 価発生形態に依る分類であり,材 料費,労 務費及び経費に分類す る)

(li)機能別分類(原 価要素を機能的に分類する)

(m製 品との関連における分類(特 定の製品に直接消費され正確に負担させ得る直接費と,共 通
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的に発生し,分 割困難な間接費とに分類される)

(IV)操 業度との関連に依る分類(操 業度の増減にかかわらず,基 本的に変化しない固定費と,比

例的に変化する変動費に分けられる)

(V)原 価の統制可能性に基づく分類(統 制可能費と統制不可能費)

② 原価管理及び利益計画 と情報の種類

(i)製 造命令書(工 場における全ての活動は,製 造命令書に基づいて開始される。製造命令書に

依って材料,労 務経費の調達消費が行なわれ,そ の結果として製造作業を統制し,又 原価を統

制することとなる。事業部発行,工 程管理の項参照)

㈲ 見積及び指定原価(工 場の意見勘案の上,事 業部より発行される)

(iii)事前原価表(工 場の原価管理担当部門は,図 面及び仕様書に基づき,品 名,材 質,個 数,作

業区分を明示した資材表及び部品表を,工 数にっいては,仮 指定工数表を発行する。 これ らに

事前原価表を作成 事業部及び関係部門に提出明示する)

(iv)原 価検討会(中 間原価計算表に基づき,指 定原価との差異点の解明,今 後の原価低減策の討

議を定期的に行う)

(V)製 品別原価報告表(原 価検討会に基づき,当 該期売上品全てを網羅した製品別原価報告書を

事業部に提出する)

(vD利 益計画表(定 期的に,製 品別原価報告表に基づき,当 該期売上高及び損益予想表を作成し,

目標数値と比較検討し,差 異を分析した上,迅 速な対策を樹てる)

(vii)竣工原価計算表(指 定原価と比較検討し,特 に差異ある場合は関係部門に明示し,分 析検討

し,今 後生産の資料 とする。事業部に提出する)

(vliD個別統制の為の情報

(イ)購 入品の統制

部品表により,購 入品表を作成し,こ れに基づき資材需要票を発行する。価格は,指 定原

価と対比し決定する。

(ロ)鋼 材の統制

定期的に需給計画表を作成し,本 社に提出し,一 括購入計画の参考とする。歩留 りに留意

し,指 定原価表 と対比統制する。

(ノ寸 貯蔵品の統制

資材表及び部品表により,製 品別資材表を作り計画出庫を行う。指定原価表と対比する。

←)余 欠力の統制

定期的に,部 門別 ・製品別に余欠力表を作成し,保 有能力に対する余力及び欠力の状況を

調べ対策を明示する。これは,ま とめられ検討された上,事 業部に提出する。余欠力表は,

工場生産能力の管理表であり,生 産活動の指標となる。

(ホ)工 数の統制

社内,外 注に分け,部 門別,職 種別に指定工数表を作成する。
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(へ 仕損費の統制

検査部門の発行する仕損報告には,品 名,個 数,材 質,原 因及び対策,担 当職場を記載す

る。 これは定期的にまとめられて,月 報とし,原 因別,発 生部門別に分析の上,関 係部門に

明示すると共に,事 業部に提出される。

(ト)外注の統制

余欠力表により,能 力を検討し,外 注範囲を決定する。担当部門は,製 品別,外 注先別に

価格表を作 る。価格決定に際しては,指 定原価と対比する事は言 う迄 もない。

(チ)治工具の統制 、

㈹ 製造間接費

(イ)予算編成

部門別,費 目別に作成。

(ロ)加 工費率設定

加工費(間 接費及び直接労務費)と 稼働時間に基づき作成 これが当該会計期間に於ける

見積作成の基準とされる。

(パ 予算統制

定期的に,実 績及び予想を作成,事 業部に提出する。

←)稼 働時間の統制

稼働時間,稼 働率,残 業時間等の実績及び予想を職種別に作成 関係部及び事業部に提示'

する。

(ホ)原 価差額予想

加工費 稼働時間の実績及び予想を予算と対比し,そ の差額を分析の上,関 係部門及び事

業部に提示する。

③ 決算と情報

(i)製 造費(直 接費及び間接費)部 門別配分表及び間接費差額表(月 表,期 表)

(ii)製品別仕掛品表(月 報 期表)

㈹ 製品別生産高表(月 報 期報)

av)製 品別売上高表(月 報 期報)

(V)製 品別売上及び損益表(月 報 期報)

(vD直 接費率差額表(月 報 期報)

(v① 在庫製品表(月 報 朗報)

④ 特殊原価管理と情報

定期の原価計算以外に経営の基本計画及び選択的事項の決定に必要な特殊原価を随時,統 計的,

技術的に管理する。具体的には,

(D特 殊原価調査

(イ)設 備拡張 設備取替の可否
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(ロ)操業度変更による採算計算

内 新製品の追加製造

(二)製 品組合せの決定

(ホ)自 作 外注の決定

(へ その他各種の採算計算

(ID設 備予算の統制'

(イ)設 備工事進渉状況表(月 報及び朗報)

(ロ)設 備工事費実績表(月 報及び期報)

㈹ 投下製造費予算統制

製品別,費 目別に月報 朗報を作成。

av)営 業外予算の統制,

(V)税 務管理

(vD原 価統計の作成整備

(vii)原 価帳票類の保管

5-3-3資 材管理と情報

① 資材管理の体系

資材管理の体系を概要すると次の通りである。

(i)資 材計画

(イ)材料計画 ・

(ロ)常 備品計画

(吋 非常備品計画

(→ 外注計画

困 引当出庫

(べ 不良品,廃 品の回収及び処置

(iD購 買管理

(イ)購 買計画

(・)購 買業務

内 納期管理

←)支 払

(m現 品管理

(イ)検 収入庫

(・)現 品保管

(吋 現品出庫運搬

② 資材管理の機能と情報

上に記した体系に従って,管 理上のポイン ト及びそれに伴う情報について述べる。
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ω 資材計画

資材計画は,経 済{生 技術性 安全性の三 つの原則に立 って,前 提された生産計画に基づ き,

どの表示に対 し ・どの材料 を ・向時に どこで ・どれだけ調達す るかに関す るものであ り,計 画

に際 して考慮すべ き情 報は,

数 値的情 報

品質的情 報

時間的情 報

財務,資 本的情報

原価的情報

が挙げ られる。 これ等に依 り,

(イ)材 料基準の作成(仕 様書,図 面等によ り,製 品単位当 りの所要材料基準 を算出す る)

(ロ)材 料使用計画の作成(生 産計画に基づき,所 要時間 と所要量 を計画 し,又 材料 ごとの集計

を行 う)

(ノ→ 調達計画の作成(在 庫品及 び代替品の数量を検討 し,資 金的考慮を入れて調達 を行 う)

と言 った計画が組 まれ る。

(ii)購 買 管理

購 買管理に於いて も現実的な要点は,

(イ)必 要以上の過剰品質 を排 し,製 品要求に合致 した品質 を維持 し,不 要コス トを避けること。

(ロ)適 正な納期 を把握 し,円 滑な供給を行 うこと。

内 標準的市況価格を常に把握 し,適 正購入量を平均的に維持す ること。

←)在 庫投資を適正に維持 し,資 金投下の効 率化をはか ること。

(ホ)重 複,浪 費,廃 品を防止すること。

等が考え られ,次 の様な情 報ポイン トが摘出 される。

・価格低減(購 買技術改善,..価格 分析)

・適正品質の維持'

・継続的供給(供 給者選定,納 期管理)

・在庫回転率の向上

・事務費の低 減(計 画化,標 準化,能 率化)

・業者情報の収集整理

・新規資材の検討

・標準化(使 用材料,設 計仕様)

・不良品対策

③ 他部門 と資材管理の関連

(D生 産 技術部門 との関連

生産技術部門で設定 された生産 日程計画により,購 買部門は,合 理的な調達計画をたて,緊
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急注文を最小限に減らし,又 生産計画の変更は,直 ちに,購 買部門に連絡され,契 約の変更,

取消,再 契約等充分な時間が得られる様にする。逆に又,購 買部門は,生 産技術部門に対 し,

購入調達期間等にっいての必要情報を常に提供しなければならない。資材の標準化をはかり,

コス トの低減に資す る為にも,生 産技術部門との緊密な情報交換が必要である。

(iD経 理部門との関連

購入調達 された資材の受入,必 要部門への配布に伴う迅速,合 理的な経理処理が要求される。

⑭ 営業部門との関連

受注生産形態に於いては,生 産管理上の大きなポイントは,如 何に生産計画と購入計画が現

実の生産過程の中で,ス ムーズに合致するかどうかということである。極論すれば,工 程管理,

原価管理は資材管理に負ってい ると云い得る要素が多分にある。従って,営 業部門の情報が迅

速に体系的に購買部門に伝えられ 長期的な購買見通しの参考としなければならない。

㈹ 検査部門との関連

購買業務が仕様通りの品物を購買する為には,検 査部門より受入検査情報を迅速に提供され

なければならない。更に又,発 注者 と業者の品質管理の基準化,標 準化をはかる必要がある。

④ 資材業務と情報の種類

(i)購 買予算

㈲ 製品別購入材料所要学調

(m)製 品別部品表

(iv)需給計画表(本 社一括購入資材にっいて定期的に需要計画を作成 し,提 出する)

(V)購 入実績表(製 品別,品 物別,購 入先別に定期的に作成)

(vl未 受入品表(未 納品のチェック)

(viD資 材受払表

(viii)在庫高調

(図 中間原価表(原 価管理の項参照)

(X)事 務日程表(製 品別に購買申込票,注 文票 切断票及び出庫票の発行時期を日程表として作

成する)

5-3-4外 注管理と情報

① 外注先の選定

外注工場は,そ の親会社に対する依在 協力度に依ってランク付けがなされているが,選 定及

びランク付けの基準として次の要素が挙げられ,こ れ等にっいての情報が整備されなければなら

ない。

ω 経 営 者 一 経歴 人格,識 見 力量,経 営方針

(旧 経営内容 一 信頼度,資 本力,金 融力,協 力度,依 存度,取 引経験,納 税関係

㈲ 生産設備及び技術 一 設備,人 間,製 品

㈹ 従 業 員 一 従業員数,チ ームワーク,技 術程度,協 力度
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方
針

・
組
織

個

別

計

画

統

制

監
査

ラ

リ

V

V

(機 能)

購買方針の設定 組織の確立

1
購 買 基 本 計 画 の 樹 立

1
購 買 品 目 の 決 定

1
購 買 品 質 ・仕 様 の 決定

1
購 買 数 量 の 決 定

1
購 買 価 格 の 決 定

1
購 買 方 法 の 選 定

　

購 買 時 期 の 決 定

1,
購 買 先 の 選 定

1
発 注計 画 ・支払計画の作成

`

1発 注1
`

受 入 管 理

`

倉 庫 管 理

使 用 統 制

↓

資 材 業 務 監 査

立地条件 一 遠近,環 境,

厚生施設

}

(情 報)

購買規定類集,部 品価格表

部品表

原材料部品規格,日 本工業規格,営 業品目表,

カタログ

生産計画,部 品表,倉 庫台帳,経 済ロット

資料,価 格推移表,習 熟曲線,図 面,積 算
基準資料

購買規定

生産計画 価格の弾力性資料,基 準納期資料

納入成績一覧表 業者負帯能力表,外 注工場

負帯能力

受入検査規定類

不良在庫表,棚 卸減耗率資料,標 準在庫率表

外注工場監査

納期遅れ不良率表,在 庫回転率表

連絡 の便不便
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以上に依 り選定された上,そ の従属度,協 力度 を基準に次の様に ランキ ングされる。

(i)系 列工場 一 宮 に協力従属的関係にあ る。

(iD協 力 工場 一 系列工場に準 じ,常 に協力関係にあ る。

㈹ 外注工場 一 生産上調整用 として一時的に使用す る。

② 外注管理 と情報の種類

(D外 注工場実態調査表 一 調査項 目は,(イ)経 営一般(ロ 泣 地条件 い)経営 内容 ←)従業員数
ロ

(ホ)設備機械(・ →検査員(ト)工 具の明細(チ)運 搬具(リ)厚 生施設(ヌ)建 家の状況等
/

(ii)外 注工場能力調査 一 主として従業員数を調べ,外 注工場の能力を算定する。

㈹ 場内請負作業人員調査表 一 業者別,職 種別に人員表を作成す る。

(iv)発 注,受 入資料

(イ)発 注 受入残高表

(ロ)外 注先別発注 受入高表

い)外 注区分別発注,受 入残高表

←)外 注区分別構成率表

(ホ)職種別受入工数表

内 場内請負作業時間集計表

(V)原 価資料の作成'

(イ)事前原価調査表

(ロ)中 間原価調査表

向 竣工原価調査表

←)発 生予想原価調査表

5-4事 業 部経 営 と情 報

すでに組織 予算統制制度,事 業部制の目的,機 能等にっいては触れているので,事 業部がその与

えられた機能を活かし,目 標を達成する日常的経営活動の中でどの様な情報がどの様なルー トで活用

されるかを,販 売予算,製 造予算に焦点をしぼって概観してみる。

(註)付 表()内 は 情報の作成個所。

(外)一 外部情 報

(全)一 全社的

(事)一 事業部

(営)一 営業部

(工)一 工 場
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目標 設 定 の為 の 情 報 調 整 の 為 の 情 報 直接 関 連 的 な情 報

〔1〕 販売予算の達成

(1)受 注高及び受注利益 ① 全社的目標(全) ① 生産能力(エ) ① 営業報告票(営)

② 先行指標統計数値(外) ② 工 程 表(エ) ② 引合状況表(営)

③ 業界一般動向(外) ③ 資 金 力(エ う ③ 受注通知票(営)

④ 他社動向(外) ④ 見積原価(エ) ④ 受注実績及び予想表(事)

⑤ 過去の実績統計(外 ・事) ⑤ 信用調査(外)

⑥ 損益分岐上の受注高(事)

⑦ 目標 シェア(外 ・事 ・営)

⑧ 標準的受注条件(事)

⑨ 目標原価(事)

② 売上高及び損益 ① 全社的目標(全) ① 受注残高表(事) ① 売上高速報(エ)

② 損益分岐分析(事) ② 受注予想表(事) ② 売上高及損益表(エ)

③ 資産利益率目標(事) ③ 生産能力及工程表(工) ③ 一般管理 ・販売費

④ 売上利益率目標(事) ④ 生産高実績及予定表(事)
実績及予想表(事)

⑤ 標準 ・販売 ・管理費 ⑤ 見積 ・中間原価表(エ)
④ 金融費用実績及予想表(事)

並びに金融費率(事)
⑥ 投下原価実績及予定表(エ)

⑤ 営業外損益実績及予想表(事)

⑥ 過去の統計(事)

⑦ 目標原価(事)
⑦ 仕掛品表(エ)

⑧ 稼働工数表(エ)

⑥ 売上高及損益
実績及予想表(事)

⑨'経 費台帳



5-5人 事 管 理 と 情 報

人事管理の今 日的役割は どこに求め られ るだろうか。 国際化の進展 労働力不足の深刻化,益 々激

化す る企業間競争な どを背景 として,人 事管理の役割はスペシャルスタ ッフの中で も一段 と重要性を

増 しっつあ ると思 われ る。

第一に指摘出来 ることは,こ れか らの企業は一方で環境変化を適確 に予測す るとと もに,他 方でそ

れに対応し うる能力が 自己にあ るか否かを不断に見定め る必要があ る。 そのためには企業内部の人材

のスキル ・インベン トリーを準備 していっで も使 えるよ うに してお く必要がある。

第二には,国 際企業に比 較してわが 国機械工業の弱点は何 といって もマーケテ ィング,技 術にある

といって良い。 これ らのスペシャリス トを強化,育 成す るには,明 確な職能,資 格,職 歴 などに基づ

いた処遇制度の確立が望まれ る。 このためには,各 人別の資格,職 能,職 歴 自己申告な どを網 羅し

た客観的 リス トが必要であ る。

第三には,早 さと複雑 さとを加えっっあ る変化に対応 して企業組織や人間の活用 も益 々弾力性を必

要 としてい る。 いわゆるプロジ ェク トチームや タス クフォース制度 は,人 間の効率化 を目指 してい る'

わけであ るが,こ のためには従来の年功序列人事や学歴人事では対応出来な くな ってい る。 そこで,

一 定の業務 や目標に照 らして,ど ういった能力の人間 を必要 とし,他 方ではそ ういった能力 にふ さわ

しい職能,経 歴 資格 を有す る人間が何人いて,そ の うち希望者が何人いるかを,即 刻にいつで もリ

ス トアップできるシステムがあ ると便利であ る。

第四に,企 業の事業構造 や体質 を大 きく転換 させ て行 く様 な戦略的長期経営計画の中の人事計画に

ついて,そ うい った転換に必要な人間が どういう職種 にっいてどれだけ,い つ必要になるかが明 らか

にされ,そ のためにはどうい うスケ ジュール とどうい うステ ップで採用計画,配 置計画 教育計画 を

展開 しなければな らないかが 明確にな るシステムが必要だろ う。

第五には,今 後の人事管理全体 としての在 り方の問題 として,人 事権,特 に採用決定権,配 置権,

人事考課権 な どが徐々に人事部か らその他の部門長の手 に移 って行 くことが予想 され る。 ところが ど

うい う経歴 と職能 と資格 を持った人間が社内に何人い るかが社 内において公開 されていなければこう

いうことは行なうことができない.人 事記録や人事資料は従来人事部外 ⑧ になっているが,基 本的

には一部の資料 を除 き一 例えば上役の給料,考 課な ど一 公開されるべ きであ る。

以上の様な人事管理に対す る今 日的要請に答えるもの としてCDPが あ ることはい うまで もない。

機械工業において も,CDPとEDPSと の結合は一部において実施に移 されっっあ る。

もちろん,人 事管理については,CDPで な く従来か ら行なって来た管理業務 ない し事務があ る。

これ らを含めた人事管理におけ る情 報には次の様 な ものが ある。

① 給与計算額並びに支払額

② 休暇 日数

③ 退職手当金計算並びに支給額

④ 賞与 計算並びに支払額
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⑤ 福利厚生計算並びに支出額

⑥ 購買代金計算並びに立替額

⑦ 従業員名簿

⑧ 住宅資金貸付額並びに残高

⑨ 勤務時間数

⑩ 出退勤状況

⑪ 業務内容別労働時間数及金額

⑫ スキル ・インベントリー

イ.職 歴

ロ.資 格

ハ.職 能

二.適 性タイプの分析

ホ.自 己申告書の分析

へ.人 事考課の分析

⑬ 人員計画

イ.会 社全体及び部門別男女別年令構成比予測

ロ.職 能,資 格別人員構成 とその平均年令の変化の予測

ハ.職 場及び職種別人員構成の予測

.シ ュミレーションによる充足必要人員数の予測

⑭ 賃金計画

イ.学 歴別,年 数別賃金分布状況

ロ.年 令別賃金の分布

ハ.職 能資格別賃金状況

.同 業他社水準 との対比分析

ホ.勤 務手当の状況

へ.現 状推移における基本給カーブ図

ト.現 状推移における退職一時金の予想

⑮ 生産性計画

イ.賃 金予測

ロ 賞与予測

ハ.人 件費全体の予測

⑯ アンケー ト分析
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5-6販 売管 理 と情 報

機械工業における販売管理と情報は,内 部情報を除けば,ユ ーザー情報と競合メーカー情報管理に

つきる。

(1)販 売管理と内部情報

資本財マーケティングが漸くわが国機械工業のものとなるまでの間,販 売管理とは次に示す内部

情報に対応することであると長いあいだ信じられて来た。"

受注高予算並びに実績

受注利益予算並びに実績

営業収入予算並びに実績

営業費用予算並びに実績

受注残高予算並びに実績

以上の下記細目別把握

オーダー別

製 品 別

製品グループ別

地 域 別

事 業 部 別

市 場 別

これらの情報は財務管理ないし財務統制の一環として行なわれて来たものである。 これらの目的

は次にあった。

① 製品毎の将来の損益予想

② 事業部毎ないし事業所毎の受注達成度の評価

③ 事業部ないし事業所の販売促進活動に対す る統制

④ 事業部ないし事業所の回収状況の把握

しかし,こ ういった管理は過去志向的であり,統 制的な色彩が濃く,そ の限 りで当然限界を有す

る。即わち次の様な目的には合致しない。

① 完全に客観的な業績の把握

② 将来の販売目標の正しさ

③ 有効なセールスプロモーションの編成

④ セールスチャネルの管理

⑤ セールスマンの管理

⑥ 広報企画

② 販売管理の情報システム

そこで販売管理ないし企画の本来の目的に合致した情報の探索が行われねばならない。例えば,
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完全 に客観的な販売業績の把握の ためには,単 に自社の過去の実績という内部情報に とどまらず,

市場の趨勢的動向,ユ ーザーの生産活動状況 競合メーカーの受注状況な どの外部情報を蒐集,評

価す ることによって,原 因の検討 と最終 的な意志決定が行われ る必要があ る。 この様 な外部情 報を

大別する と次の様になろ う。

① 市場情 報

② ユーザ ー情報

③ 競合 メー カー情報

a)市 場情 報

市場情報はマーケテ ィングの始ま りであ り,終 わ りであ るともい える。 機械工業にお ける市 場

情 報の基本的な ものは次の とお り。

① ユーザーの数

② 市場規 模

③ 需要の地域的集 中度

④ 水平的市場か垂直的市場か

⑤ 当該製品の コス トに占め る割合

b)ユ ー ザー情報

ユーザーの数が消費財 に比べて相対的に極めて少な く,反 面 リピー トオーダーが非常 に多い 資

本財にお けるマーケティング情報は,単 なる表面的な市場情 報にとどまらず,ユ ーザー情報に ま

で深化 しなければな らない。ユーザー情 報は少な くとも次の情報を含む ものでなければな らない。

① 資 本 金

② 従 業 員 数

③ 年 間売上高

④ 総 資 産

⑤ 大 株 主

⑥ 主取引銀行

⑦ 事業所及工場

⑧ 主要設備明細及納入先

⑨ 最近の 当該製品の購入状況

⑩ 購買担当者及 び責任者

⑪ 長期計画及 び設備投資計画

c)競 合 メーカー情報

全てのマーケ ティング計画は競争的アプローチを伴わねばな らない。特に資本財においては
,

比 較的参入企業が少な く,従 ってむ しろ競争は非常に激化 してい るケースが多い。 そこで競合メ

ーカー情報が極めて重要性 を帯びて来 ることになる
。 その内容は次のとお り。

① シェア及 びその集中拡散度
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② 最近(5年 ぐらい)の 売上高及び収益

③ 工場所在地及び設備の状況

④ 倉庫所在地

⑤ マーケットチャネル

⑥ セールスマンの数及び配置

⑦ 物流システム

⑧ 価 格

⑨ 広告及びセールスプロモーション

⑩ 信用取引条件

⑪ 下取 り政策

⑫ サービス体制

⑬ セールスマンの機能

⑭ 雇用形態及び入替状況

⑮ 教育訓練状況

⑯ 賃 金

⑰ 政 治 力

⑱.製 品開発政策

⑲ 合併吸収計画の有無

⑳ 新工場建設計画の有無

⑳ 新支店設置計画の有無

⑫ マーケティング目標

●
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1.は じ め に

1-1調 査 の 対 象

我が国の鉄鋼業は,過 去約20年 間 に亘 り著しく企業規模が拡大されてきた ことは周知の事実であ

るが,こ の結果 企業内の諸活動即 ち,経 営計画 設 備計画 資金計画,人 事計画,材 料計画 生産

計再 販売計画等の計画業務並びに,設 備の建設 資金の調達 人の調達,材 料の調達 生産活動・

販売活 動等のオペ レーショナル な業務 は,そ の内容にお いて,質 的に複雑且っ量 的に尾大 な業務処理

をタイ ミングよ く処理す ることが要求 され るにいたってきた。

一方 このような事態に対応す るかのよ うにコンピューターの飛躍的な発達がみ られ,そ のため,

コ ンピューターを上述 の企業 内諾 活動の支 えとして利用す る措 置が積極 的 にと られ てきたの は 寧 ろ

自然な流れであったと思 われ る。

現在,日 本 の鉄鋼業各社 においては,そ の意 味で,経 営内のあ らゆ る分野でコンピューター を活用

してい るが,こ こでは,そ の中販売,生 産に関す るオペレーショナルな情 報処理の現状につ いて・ 川

崎製鉄をケースとして考察す ることにした。

1--2コ ン ピ ュー ター の 設 置 状 況

先づ当社 の ビジネス コンピューターお よびデータ通信用端末 機の設置状況を図示す ると表1お よび

表2の とお りであるが,こ の図 に沿 って若干の説明を加えると,

(D大 き な計算セ ンターが,神 戸本社並 びに主力工 場であ る千 葉製鉄所および水島製鉄所の3ヵ 所に

あ り,そ れぞれ大型電算機UNIVAC-494を ベ ースとした計 算機群を保有 してい る・(明 細

お よび賃借料 は表3参 照機械構成は表4,5,6参 照)

(2)全 国 の営業所の うち,東 京,神 戸,名 古屋,広 島の4営 業所に,さ ん孔タイプライターおよびオ

ン ライン用の端末機器を設置 してい る。

(3)神 戸本社のUNIVAC-494キ ー ステーシ ョンとして千葉,水 島の両製鉄 所の計算センター

並 びに東京,神 戸,名 古屋,広 島の4営 業所の計算 室をオンラインで結節 し,相 互のデータ伝 送を

行なってい る。

このデータ伝送 ネッ トワークは主 として後述す る営業情報システムのための ものであ る。

(4)神 戸 本社のUNIVAC-494で は次の業務を担当 している。

全社的業務 として,

α)営 業情報 システム

⇔ 給与,労 務 システム

内 材料購入支 払システム

⇔ 一般会計システ ム
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㈱ 固定資産会計 システム

地域的業務として,

ω 葺合工場工程管理システム

⇔ 知多工場工程管理システム

内 葺合工場材料システム

⇔ 西宮工場材料システム

㈱ 知多工場材料システム

内 水島製鉄所材料 システム

(θ 水島製鉄所予算管理システム

的 社内預金システム

(リ)技術計算

(5)千 葉製鉄所の廿NIVAC-494で は千葉製鉄所の次の業務 を担当している。

ω 素材工程管理システム

⇔ 厚板工程管理システム

内 ホット工程管理システム

⇔ コール ド工程管理システム

㈱ 材料システム

内 原価計算システム

(ト)社内預金システム
↓1

θ 技術計算

(6)水 島製鉄所のUNIVAC-494で は水島製鉄所の次の業務 を担当してい る。

ω 素材工程管理 システム

⇔ 一厚 板工程管理 システム

内 線材工程管 理システム

⇔ 大形工程管理 シス テム

㈹ ホ ット工 程管理システム

内 コール ド工程管理 システム

(ト)技 術計算

(7)千 葉 水島両製鉄所では,こ こでい うビジネスコンピューターの他に,作 業 管理用 コンピュータ

ーや設備を直接制御す るいわゆ るプロセスコンピ
ューターがそれぞれ相 当台数あ り,ビ ジネスコン

ピューターと情報管理面で有機的関係 にある。

囲UNIVAC-494の 稼 動状 況は表7を 参照。この表か らみて,販 売関係お よび工程 管理

にウエイ トが大 きい ことが判る。
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表1全 社 コンピューターシステムの概要

(昭 和45年7月 末 日現在)
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表2デ ータ通信用端末機の設置状況
(昭 和45年7月 末 日現在)

設 置 場 所. 回 線 速 度 端 末 機 器 名 備 考

東京オ ーダーセンター

(東 京 営業を含む)

2,400Bit8/Sec.

1,200Bit8/Sec.

OUK-1004

沖電 気BT-1001

オ フラインの さん孔 タイプライターが14台 設置

神戸オーダーセ ンター

(神 戸営業を含 む)

1,200Bit8/Sec. 沖電気BT-1001 オ フラインの さん孔タイプライターが12台 設置

一

名 古 屋 営 業 所 200Bit8/Sec.

'

OKIDATA200 オ フラインの さん孔タ イプライターが3台 設 置

広 島 営 業 所 50Bits/Sec. オ ン ラ イ ン オ キ タ イ パ ー オ フラインのさん孔タイプライターが1台 設置

千 葉 製 鉄 所 1,200Bits/Sec, OUK-1004 ・

水 島 製 鉄 所 1,200Bit8/Sec. OUK-1004

じ
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表3 .使 用 機種お よび賃借料(昭 和45年7月 末 日現 在)

設 置 場 所 本 社 東 京 支 店 千 葉 製 鉄 所 水 島 製 鉄 所 合 計

＼ 台数,賃借料
機種 ＼ 台 数 月間賃借料 台 数 月間賃借料 台 数 月間賃借料 台 数 月間賃借料 台 数 月闇 賃借料

台 円 台 円 台 円 台 円 台 円

穿 孔 機 7 170,100 59 854,710 2 57,600 68 1,082,410

検 孔 機

'

5 104,400 5 104,400

翻 訳 機 3 129,600 4 199,800 2 151,200 9 480,600

分 類 機 3 102,600 3 102,600 3 119,880 9 325,080

照 合 再 製 機 1 30,600 1 66,600 2 92,880 4 190,080

計 14 432,900 72 1,328,110 9 421,560 95 2,182,570
一

セ ッ ト セ ッ ト セ ッ ト セ ッ ト セ ッ ト

OUK-1004 1 1,164,700 2 2,564,500 3 3,729,200 ;

OUK-9300 1 1,288,400 1 1,288,400

UNIVAC－ 皿 1 11,628,000 1 11,628,000

U.S.S.C 1 (買 取 り) 1 (買 取 り)

UNIVAC-494 2 38,509,000 2 42,715,400 1 25,429,700 5 106,654,100

計 3 38,509,000 1 1,164,700 6 58,196,300 1 25,429,700 11 123,299,700

合 計 38,941,900 1,164,700 59,524,410 25,851,260 125,482,270

(注)本 社お よび水島製鉄所においてはパ ンチカー、ド穿孔作業は外注 してい る。
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表4神 戸UNJVAC-494構 成 図
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表5千 葉UNIVAC-494構 成 図
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義6水 島UNIVAC-494構 成 図
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表7UNIVAC-494稼 動状況表' (昭 和45年7月 実績)

設置場所

機 械
%

処 理 業 務 使用時間

本 社 千 葉 製 鉄 所 水 島 製 鉄所

1号 機2号 機 1
.号 機2号 機

使用時間 割 合 使用時間 割 合 使用時間 割 合 使用時間 割 合 使用時間 割 合

販 売
H

320
%

41.9
H

339
%

26.9
H % H % H %

購 買 40 5.2 31 2.5 14 1.0 9 α7

人 事 47 6.2 59 4.7

経 理 12 1.6 17 1.3 1 0.1 17 1.3

工 程 管 理 16 2.1 120 9.5 ]77 12.4 610 46.8' 2,225 74.0

伝 送 3 0.4 436 34.6 915 64.3 134 10.3

そ の 他 28 3.7 46 3.7 166 11.7 177 13.6 332 110

小 計 466 61ユ 1,048 83.2 1,273 89.5 947 727 2,557 85.0

技 術 計 算 2 0.3 6 0.5 62 43 152 11.7 16 α6

デ バ ッ グ ・ テ ス ト 258 33.8 154 12.2 57 4.6 149 11.4 401 13.3

＼

保 守 時 間 36 4.7 51 4.0 24 1.7 52 4.0 33 1.1

故 障 時 間 1 01 1 α1 7 α5 3 02 0

合 計 763 100 1,260 100 1,423 100 1,303 100 3,007 100



2.営 業 情 報 シ ス テ ム

念 器 灘_____
統計および売掛金整理の機械化に とどまっていた。即 ち統計 的会計的処理であ り,デ ータの事後処理

であった。

生産工程 に関す る機械化について も当時 はほぼ同 じく部分的,実 績集計的処理に過ぎなかったが,

コンピューターの質的量的能力 の飛躍的増進に相侯って,昭 和35,36年 頃 か ら生産工程管理 を直

接対象とす る機械化 が始 った。

しか し,そ の頃にあ って も鉄鋼の経営の本質が,生 産オ リエンテッ ドな色彩が強 く,従 って,販 売

関係の機械化について余 り重点が置かれなか った。

ところが,鉄 鋼各社 間の設備増強競争は,自 然に販売競争を惹起し,生 産工程 システ ムとバ ランス

のとれた販売 システムを設定す る必 要に迫 られて きた6当 社の営業情報 システ ムは,こ のよ うな一般

的 な背景の基で昭 和42年 か ら開始 されたが,さ らに当社に とっては次のような営業情報システムを

必要 とす る事情があ った。

(1)当 社 の製品 の殆 どすべ てが,オ ーダーメイ ド方式で,見 込生産方式はとってい ないこと。従 って

すべての生産活動は,受 注済のオーダーが基礎 となること。

② 千葉,水 島両製鉄所 が,当 社の2大 主力工 場であ って,そ の上製品種類が類似してお り,且 つ葺

合,西 宮,知 多の各工場の素材提供工場であ ること。即 ち,各 工場が複雑な有機的関連性にあ るこ

と。

(3)製 品販売のための営業所が各地 に分散して お り,(但 し,輸 出関係 は東京と神戸の み)販 売 面に

おいで も各営業所間に有機的関係があ ること。

就中,会 社 の歴史か ら大阪の販売基盤が比較的強 く,東 京に次いで神戸の営業所のウエイ トが高

いこと。換言すれば 必ず しも東京集中型ではないこ と。 また当社の販売政策 として,地 方販売制

度を今後と も強化しようとしてい るこ.と。

以上の ことは,こ れ を情報管理面か ら見た場合で も営業所,工 場の関係が極 めて複雑 な連関関係が

あることを意 味し,情 報 の流れ,情 報 の交換,情 報の集中,情 報の分散が絶えず起 ることになるであ

ろう。さ らに具体的に云 うな らば,需 要家か らの発注情報は当社内部では各営業 所で先づ発生し,そ

れは会社全体 の販売管理の中で工場 に伝達され る必要が あ り,逆 に生産工場における生産お よび出荷

の情報は,生 産,出 荷に関す る本社 的管理機能のために,ま た営業所の販売活動への フィール ドバッ

クとして必要であ る。

換言す るならば,全 国で発生す る注文 情報,生 産および出荷情報を必要に応 じ会社全体の管理のた

めに集中 し,ま た分散す るとい う情 報の流れ をコンピューターシステムによって,的 確 に合理的 に支
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えようとして いたのが当社の営業情報システムに外 ならない。

2-2営 業 情 報 シ ス テ ム の 狙 い

営 業情報システムは,後 述す る工程管理 システム と合せて,需 要家か らの注 文を受け!一製品 を製造

し,需 要家へ 製品を納入す るまでの情報を一 貫して管理 して行 こうとするのが基本的理想である。 段

～ 階を追
って述べれば次の とお りである。(表8参 照)

2-2-1商 社 需要家との情報連携

鉄鋼の販売 には原則 と して需要家とメーカーとの間に商社が介在してい るが,こ の三者 の関連を情

報管理 面において合理的 に設定す ることは重要で あ る。

ω 商社 とメーカー との関連

(1)商 社 からメー カーへ の注文情報の処理にっいて

先づ商社 とメーカー との関係において,需 要家か らの発注情報の処理に関し重複することを避

ける とともに,お 互 に合理 的にす るために,次 のような処理方式を導入 している。
白

(従 来 の処 理 方 式)

、

需 要 家 商 社 メ ー カ ー 営 業 メ ー カ ー 工 場

一

鋼 材 発 注

明 細 書

一
見 積 書

一

注 文 書

〉 一
製作要求書

一
一

注文 請書

＼_ノ ー 、
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(説 明)

(イ)需 要家 は自己の必要 な材料を確 定すると 「鋼材発注明細書」 を作成し,商 社へ流す。

⇔ 商社においては,「 鋼材発 注明細書 」を基に して,先 づ 「見 積書」 を作成 し需要家 に提出

す る。

また,商 社はメーカーに対す る注 文書 を作成し,メ ーカー営業に提出す る。

セ寸 メーカー営業 は,「 注文書」 を基に して 「製 作要求書」を作成 し工場へ流す。

また,メ ーカー営業は,商 社 に対す る注文請書を作成し,商 社へ返却する。 ・

(現 状 の処理 方 式)

需 要 家 商 社 メ ー カ ー 営 業 メ ー カ ー 工 場

.

一で 械

鋼 材 発 注

明 細 書

い

紙

子
プ

機 械

『1

三

、

見 積 書

∨
機 械

製作要求書

注 文 書

ひ ♂

注文 請書

♂

〆

●
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(説 明)

ω 需要家か ら 「鋼材発注明細書」 を受けた商社は 「見積書」 を作成す る段階で,さ ん孔 タイ

プライターお よび計算機を用いて作成 す る。 その際,副 産物として紙 テープを作成 し,そ の

紙テープを基に機械 自動的にメーカーに対す る 「注 文書」 を作成 し,紙 テー プとと もにメー

カー に提出す る。ざ
即 ち,商 社において従来 「見積書」 と 「注文書」 を別々に且つ手作業で作成 していたのを,

見積書で は機械を補助的 に使用 しなが ら作成 し,「 注文書」は機械 自動 的に作成 するとい う

合理化が可能になったわけであ る。

同 メーカーにおいては,商 社か らの 「注文書」 とともに機械媒体で ある紙テープを受け取 る

ことに より,「 製作要求書」や 「注 文請書」の基礎デー タを手作業で 改めて作 る必要は な く,

機械 自動的に作成す ることが可能になった。

(2)メ ー カーか ら商社へ の製品の送状,代 金請求について

メーカーで製品を発送 した場合商社に対 し送状 請求書を発行す るが,商 社側はこれ に基 き,

買 掛金 売掛金処理 をす るためのデー タを,従 来手で作成していたが,現 在では,メ ー カー側で

送状,請 求書データを磁気テープに収録し,こ れ を商社へ送付す ることによ り,商 社側で は人手

を介 する ことな く,買 掛 金 売掛金処理に機械的に繋 ぐこ とが可能 となってい る。

以上の とお り,商 社 とメーカー との関係 にっいては,当 社の場合,主 として系列商社 との間で実施

してい るが,こ の問題 は鉄鋼取扱商社 とメーカー との全体 の問題 であるので,目 下鋼材倶楽部の帳票

コー ド委 員会において,注 文書,送 状,請 求書 の帳票 コー ドについて鉄鋼業界 としての標準化 を行な

うべ く研 究検討中である。

囲 帳票 コー ド委員 会

委員長 新 日本製鉄 田坂副社長

委員 会社

(メ ーカー側)

新 日本製鉄

日本鋼管

川 崎製鉄

住友金属

神戸製鋼,

(商 社 側)

伊 藤忠商事

住友商事

トーメン

日商岩井

,丸 紅飯田
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三井 物産

三菱商事

(B需 要家 とメーカーとの関係

鉄鋼は原則 としてオーダーノイ ド方式 になってい るため,メ ーカーの受注情報は需要家 か うの発

注情報 とほぼ イコール であ るか ら,需 要家 か らの発注情報を磁気テープに収 め,こ れ をダイレク ト

にメーカーに渡す とい う需要家,メ ーカーの連携 システムが,既 に一部実施 され,拡 大 されつつあ

る傾向にある。 また,逆 にメーカーは製品発送関係情報を磁気 テープまたはパ ンチカー ドにして需

要家へ 回付す るシステムも既に一部実施中である。

このよ うに,近 代企業間における情報システムが重要視されて きてい るが,こ れはと りもなお さず,

日本経済の高 度成長 に伴 ない,取 引関係が量的に歴大であ り,且 つ質 的に も複雑化してい るので,情

報処理面において も迅速性 と正確が高度に要求 されてきてい るか らに外な らない。今後,益 々この面

での情報連 携の緊密 さが要請されて くるであろ うが,そ のためには,情 報内容の標準化が,業 界的に

或は国家的に行なわれる ことが不可欠の前提で ある。 また,企 業 間の情 報の伝達方式に ついて も,電

々公社の回線の 自由化とと もに,オ ンラインで授受す ること も将来 は当然予 想 され ることであ る。

囲 米国においては, ,需 要 家か らの注文情報がメーカーにオ ンライ ンで伝達 され る方式が,或 る

範囲}・ _....:__一 一

2-2-2情 報処理のス ピー ドア ップ

当社 の営業情報システ ムで は,前 述 のように,コ ン ピューター と通信回線 を利用したいわゆ るオン

ラインシステムを採用してい るが,こ れ は当然 情報処理のスピー ドアップを意図してい るものであ る。

ω 注文情報のス ピー ドアップ

商社か ら受理した注文情報 は紙テー プに既に作 られているか ら,各 営業所 に設置されているオン

ライン端 末機に直 ちにかければ神 戸本社のUNIVAC-494に 伝 達される。 ここで後 述す る情

報加工 を施 した上で,直 ちに工 場ヘオーダーとして情報が流れ,工 場の生産工程管理システムに直

結す る。

この注文情報のスピー ドアップには次の狙いがある。"

(1)納 期 の短縮

納期の短縮は販売競争の重要 な条件の1つ になってお り,従 って,情 報処理面のみでな く生産

工程その他全社的にあ らゆる面で納期の短縮を目指 し努力を払っているが,注 文情 報処理につい

て も事務処理時間の 節減を図 り,納 期 の短縮に寄与 しようという ものである。

従来の手作業方式では,商 社が注文情 報を需要家か ら受取 って,メ ーカー営業経 由工場へ 流れ,

具 体的生産活動の対 象情報 として把握され るまでの期間(こ れをオー ダーエン トリーの期間 とい

う)に1～2週 間が消費 されていたが,今 や,1～4日 位に圧縮 され るようにな った。

(2)計 画 性の向上

前記のオーダーエ ントリー期間の短縮 は,実 は,必 ず しも,そ の短縮分だ け納期の短縮分に充

当して了 うのではな く,工 場へ のオーダ ーの到着 を早 くすることによ り,手 持オーダー量(生 産
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未 着手のオーダー量).を 増加 させ,こ れ によ り生産計画 の内容を向上 させ ることに も重要 な目的

が ある。

即 ち,現 在 の鉄鋼業は巨大 な生産設備でマスプロ方 式をとってい るが,オ ーダー内容 は多岐多

種に亘ってい る。やや極端な云い方であるが,鉄 鋼業は多種小量生産であ る。そのため,手 持オ

ーダーをできるだけ多 くす ることによ り
,選 択の 自由度が高 くなり,よ り良 い生産計 画を組 みあ

げ る可能性を拡大す ることがで きるよ うにな り,そ の結果,納 期 の達成,コ ス トダ ウンに資す る

ことになる。

⑱ 生 産情報のス ピー ドアップ

工場にお ける生産活動に関す る情報 は,工 場生産工程管理に必要であるばか りで なく,本 社にお

ける受注調整(後 述)や 納期調整に も必要であ り,ま た需要家 商社'ζ対す る生産状況の報告 とい

う面で も重要であ る。

そのため,工 場にお ける生産状況の 情報データは,日 々工場の端末機か ら神 戸本社 のUNIVA

C-494に 収 集 され,必 要 な場所にオ ンラインで情報が アウ トプ ットされ ることになっている。

O出 荷情報のスピー ド〉ップ

工場 で製品が出荷され ると,そ の出荷に関す る情報が 日々工場端末 機か ら神戸本社UNIVAC

-494に 送 られて くる
。 ここで送状 請求書が直 ちに作成 され,各 地ヘオ ンラィ ンで 送付 され,

商 社へ送達 され る。

商社の製品の動 きが一早 く知 らされるこ とによ り,必 要なアクシ ョンをとるとともに,送 状 に基

づいて必要 な請求行為 を行 なう。

2-2-3情 報 処理の 正確性の 向上

注文 情報 生産情報,出 荷情報等の企業に とって極めて重要な情報 は正確 性が高度 に保障 され なけ

れ ばならない。

コンピューターに よるオンラインシステム では,情 報の収集,分 類,計 算 検索 集計,分 配が 自

動化 されてい る関係上,情 報処理の正確性は手 作業時代に比 して,飛 躍的に向上 してい る。

情報の正確性を確保す るためには,第1に,情 報の発生の都度,必 要な検証を速か に行ない把握す

ることが重要である。情報発生 か ら時間が経過すればす る君 仮にその情報に誤 りを含んでいると,

事 務の逆流が大 きくな り効率性 を阻害し,タ イム リーな情報処理 を困難にす るものであ る。

次に情報は発 生したままの形を コンピューターで把握し,そ の後の情報加 工や情報処理は手作業 を

含まず コンピューター内で処理す ることが望ま しい。

このような条件を充足するためには,コ ンピューターによ るオ ンラインシステムは有効な方法であ

る。

囲 オ ンラインシステムは,情 報処理方 式 として望ま しい形であ るが,技 術的に もまだまだ難 し

く,ま た設備 費用 も高 くかか り,シ ステム作 りの人手 も多 く必要であるか ら,適 用す る範囲は

重要 なもののみに絞って行 なうよ う,プ ロジェク トの選択を誤 らないように注意すべ きであ る。
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2-2-4情 報 の 自動的加工

コンピューターに よるオンラインシステムは,発 生 した情報 をそのままの形で発生時点か ら必要 な

時点へ伝送す る,い わゆるメッセ ージス ウィチングのために設定 され る場合もあるが,普 通は コンピ

ューターがシステムの中 に介在 していることか ら,情 報の処理,情 報の加 工を行 なった上 で,伝 送す

ることを 目的にしてい る。

当社の営業情 報システムの場合,次 のよ うに情報処理,情 報加 工を行なってい る。

ω 注文情報 に関す る もの

(1)FormatCheck,計 算または計算Check

当社 の注文情報は1メ ッセージMax・3,000字 とい う,かな り大 きな メッセージになってい るが,こ の

メッセージについて,い わゆ るFormatChek,お よ び計算Checkを コンピューターで行な ってい る。

例えば,

① 必要な項 目の情報が必要桁数が盛 り込 まれてい るか どうか。

② 記載されているコー ドは現 存す るコー ドの中にあ るか どうか。

③ 必要 なファンクシ ョナルコー ドが必要 な所に入 ってい るか どうか。

等 のFormatCheckを 各 項 目にっいて,で きるだけ細 く行なって いる。

また,

① 尊重計 算または計算Check

製 品の規格毎に比 重が異な るため,面 倒な計 算であ る。

② 重量計算,重 量合計計算

③ 単価計 算

単価体 系が きわめて複雑なため,計 算が手 作業 では大変である。

④ 金額 計算

⑤ インチ表示か ら㎜ 表示への転換

等々の計算または計算Checkも 多 岐に亘 ってお り,FormatChecK計 算,計 算Check

のみ でプログラムの大 きさは約30,000Stepsに もなって いる。

FormatCheck,計 算Checkは 情報処理の正確性 を確保す るために必要であることは勿

論であ るが,オ ン ライ ンシステ ムを採 って いる場 合 伝送途上のデータの化け,歪 みが発生す る

ことがあ り,こ れ をチ ェックす るためにも細 く行 く必要が ある。

囲 伝送途上におけるデー タの化けや歪みをチ ェックす るために,当 社の場 合,水 平 垂直パ

リテ ィチェックシステムをデータ受 信時に直 ちに行ない,チ ェックOKで ない ものは,当 該

メ ッセージを直ちに 自動再送 させ る方式をとって いる。 ただ この方法のみでは確率が低いけ

れ ども誤字を起す場合があ り,従 って,補 足す る意味で上述のFormatCheckや 計 算

Checkが 必 要になって くるのである。

(2)製 造 仕様の検索

需要家の要求す る製品は,需 要家 の用途 や加工方法 の差によって,ま た製品の製造方法 の相違
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等か ら,い ろいろな製造仕様を充足す る必要があ る。

需要家,製 品種類が多い ことか ら,こ の製造仕様 の体系 は複雑で数 も多 くなってい る。

当社の営業情報システムにおいて は,神 戸本社のUNIVAC-494の 中 に製造仕様の フ ァ

イル を内蔵せ しめ,需 要家か らのオーダーに必要 な製造仕様を自動的に 検索し,工 場へ仕 様を付

加 してオーダーを流す ようにしてい る。

但し,需 要家からのオーダーが新規 のものであ った り,ま た,既 にファイル中の製造 仕様に若

干の修正 を必要 とした りす る場合があるので,本 社に製造仕様管理担 当の技師を設 け,工 場 の製

造仕様管理担 当技師と連携を と りっっ,新 規の オーダーの製造仕様をきめた り,既 にフ ァイル 中

の製造 仕様に修正 を加えた りして いる。

この問題に関連して 当社として重要だ と考えてい るのは,コ ンピューターで製造仕様 を検索 さ

せ るとい うこと以上に,本 社段 階において製造仕様 を決定 しようとしてい ることである。 即 ち,

従 来,製 造仕様 の検討確定は殆ん どが 工場で行 なわれていたが,販 売競争の 激化の結果,需 要家

の要望をで きるだけ迅速,的 確 に把握す る必要が強 く,そ のためには,な るべ く需要家 に近い所,

換 言すればメーカーの窓口で ある販売部門 に近い所で,製 造仕 様を検討 し確定す ることが得策で

あ ると考えたか らであ る。

(3)通 過 工程の検索

受注したオーダーは,製 品の規格 や製造仕様等によ り通過す る生産工程は異 るので,コ ンピュ

ーターの中に通過工程の ファイルを持つ ことによ り
,個 々のオーダーの通過工程 を検 索す るとと

もに,納 期か ら逆算し,通 過す る関係 工程の基準 日の計算 を行なっている。

これによって,既 に受注したオーダーが,工 程 別,期 間別 に見た場合,ど のように累積 して い

るかがオーダー ファイルを分析すれば判 るこ とにな る。考え方を図示すれば次のとお りであ る。

1

×月第1週 ×月第2週 ×月第3週 ×月第4週

A工 程

B工 程

C工 程

この ような考 え方に基 く表を受注調 整表と称 してい るが,オ ーダーの受注段 階で納 期を検討す る

ための1つ の重要 な資料である。

納期というものは受注段階で確定すべ きものであるは当然なことであ りながら,鉄 鋼の場 合受

注段 階で納 期を100%厳 密に きめることは非 常に困難であ る。(勿 論,各 設備の稼動 率が殆 ど

一151一

一



100%で あ ることがその大 きな原因であ る。)

従 って,い ろいろ な角度か ら分析 して納期 を予測す るよ う懸命 の努力をしてい るのが現状であ

る。

また,オ ーダーの工場配分(ど のオーダーを どの工 場で製 作す るか)は 重要な問題であ って,

或 るオーダーに対す る製 作工場の決定は,製 品の納入場所,製 造仕様書の条件 の外,工 場の余裕

度を勘 案す る必要が ある。 この場合 も納期の調整 と同じ く予測す るこ とが困難 な問題で ある。

囲 納期の確定や工場配分は,現 状ではコン ビ。ユ一夕ーで一義 的に行なうことは困難で,コ ン

ピューターで分 析資料を作成 し,そ れ に基いて人間が判断す る とい うマンマシ ン共 同作戦事

項であ る。 しかしなが ら,納 期 の確定や工場配分がコンピューターだけで可能になる ことが

念願であ り,夢 で もあ り,少 しで もそれ に近い所ま で到達で きるように努力 し,そ の前提条

件 となる諸 々の標準化の検討 を推進している状 況であ る。

(4)各 種 のコーディング

注文情報 は,本 社 段階 営業段階は勿論工場生産工程関係の情報処理 の基本に もなるものであ

るか ら,社 内におけ るあ らゆ る分野の コンピューター処理に使用 され る関係上,最 初の段階で,

後 々のコンピューター処理に便 利なようにコンピ ューターで自動 コーディングを行 なってい る。

以上,注 文 情報に関す る情報処理,情 報加工の内容 概略を述べたが,こ れ らは本社段 階乃至営業

段 階に必要 なために行な っていることは勿論の ことであ るが,同 時 に,工 場に到達したオーダーが

何 ら人間の手を介 することなく,直 ちに工場の生産活動のための情 報処理の対象データとして 使用

できるま でに加 工が施 され ているとい う点 が重要であ る。

⑱ 生産情 報に関す るもの

工場か ら日々伝送 されて くる生 産工程情報 は,神 戸 本社のUNIVAC-494に 収 集され,必

要 な時に,必 要な分 析集計 を行ない管理資料 をアウ トプットしてい る。

これ ら管理資料 には,会 社内 部のみで使用す るための ものの外,オ ーダーステイタスと呼んでい

る受注オーダーの生産進捗状 況を表わした 資料のよ うに,商 社や需要家 に提出す る資料 も含まれ て

いる。

(O出 荷 情報に関するもの

前述 のとお り,工 場で製品が出荷され た情報が,神 戸本社のUNIVAC-494に 日々収集 さ

れ るが,コ ンビ。ユ一夕ーの中のオーダーファイル と照合し,送 状 を作成す るとともに,単 価を検索

し,製 品代金を計算して請求書を作成 し,ア ウ トプットす る。
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3.生 産 工 程 管 理 シス テ ム

,

3-1概 説

当社の主力工場であ る千葉製鉄所や水島製鉄所では,情 報処理 の殆 ん どすべてが コンピューターシ

ステムによってカバーされてい る。(表9お よび表10参 照)

表10は 水 島製鉄所 のコンピューターシステムを図表化した ものであ るが,こ れ をみ ると,水 島製

鉄所において は,中 央の計算センターにUNIVAC-494が あ り,そ れ と連携して現場 作業管理

用 のコンピューター(当 社ではラインコンピューターとい う名で呼んでい る)が あ り,さ らにそれ と

連携して製造設備 をコン トロールす るい わゆるプロセスコンピューターが存在す る。 また,中 央の計

算機UNIVAC-494は 前 述の神戸本社のUNIVAC-494シ ス テム と伝送 回線で連結 され

ている。 一種のコンピュー ターの 階層的設置になっている。

囲 コンtOユ ー"ターの 階層 的設置は本 来それが望ましい とい うことでは必ず しもなく,現 在の1

つ のコンピューターの能力,ソ フ トウエヤーの技術的 難易度,ハ ー ドウエヤーの安定度か らみ

て,分 散設置を行な ってい る。

3

神 戸 本 社

)理智社全(

)理智体

ー

l

l

l

全場工(

)理智業作(

も

)理智備設(

千葉製鉄所

q

生産工程 システムは,対 象の製 造品種,例 えば,厚 板,薄 板 大形等によって,当 然その内容は相
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営衿 ↑

本社

UMレAC4ぜ

轄 楕報以払

イ唇依 頼_一

<← 塗 え 実 績

OUkt

テこ泡 信

ラお 鉱 ザ

一

フ.σセス

コンビ エー7' n
袖無岬 《}

1圏L

階 埋 セ ン ヲ ー

UNIVAC494

肇 彦 工程 凄 理 シ又%・

。PtflE依 頼 の4:ッ7、 解 杵

。壬碑 計画φ立家

・和 討 幕

。趣 命 令堵・6博●冷のイ顕

。縫 、字碕)当棒 ・怜 章の↓献

.粥 糎 ・zzva・k瞬aＬfit・1・ ・fFA'

工程 課

滞理 課

㌢ヌ私 鐸

UNtVAe

%弓 手指印 与乞一博 宇韻を収繁り、

`
________________」

%鋼 ・麟iL.舗 碕

笥南中

7。aeλ

コ∀⑰ エーター

頽齢岬
LL

闇
轟

l

L_____________________

ホ外 ・スト,ツプエ筋

痛 ネ摂 蕗

醐 守謡 継接

コ 司」'ス トリツた 肩 抜 工場

7eσcえ

コンヒ㊨エ'タ'

蜘細岬 認
Ouド ーe〕oo

出荷 命■

ム ・

サ'Ω か十"



ー

」

O

O
ー

表10水 島 製鉄所 コンピューターシステム

1宮 ま 所

商 社

千 社

UNiVAC-4守4

営ま精粗滅私

堅 作 依頼 →
●一 壕 亀 ま 珪

溶 鉱 ザ

;順 う,

殼1鞠¶

OtＬK-・10e4

デ」池 市

凄 是 迄 γ タ ー

UNtVAC494

唆 畠 工刊L靖 理 ㌢ステム

。陽{F依 硬 扮杉ツ7・格

・τ弘竃⑭ 吋象

・ま邪 †乎

。花え烏合導縛 舗 のfFら'

。燵 、鏑 嚇 ・醜 ・脚 ～'

。段 斯庭 作 弔電,稔働材 紳

`丁亀'

◎

工程東

橘粗邪 俺

豫尿指国画 乞 イ手原実績畝 ㌔ 、

ぴ鋼 連 詩鋳虚・分Σ翫 晶

晶

有 扱 工 場
4陥

コ プ ピ エ 一 夕ー

。靭 隣 掲揚 へ命W髄 ⑯

・鮎 博 菅3負故 里

。●領晴鰍r仮$、

07・ σセ翼コK'レ タ、のデ㌧タ

碑 を

7。σセス

コシピプ'

栽鬼斗試験室

協 ネ7蕎墨

殼 節制

端 ま機 幕

%品 癖 星

強
偽 字1階 】陰

・〕・形 ・線 材 工場

↓
酬

同 形鯛 τ傷

↓繍

ロ
ストリツフθ工り妙

》



1

一

〇
や
ー

.

'

〆

神戸
ロ こひ

、 シス1比、(文"二 τ斗 り

:五緒 ツ7

:・

ぷ 向
合ンラィ

労7ラ4"一 一

難 所
1'Pts

－一「
)
ン
吉

て

↓

二

を

フ

(

'戊

LＬNt－

キむ ドレツシフ

ぐエ

・8†島形8午

・工程 計w

ぽ 培 †鼻

房,F端 書

、 へ

表11水 島厚板生産工程 管理 システム概略 フロー

tMitb8・

スガ カ十

才'㌧

フP,レ

一α

恥
・聴入命令

・声道命令

4綱㊨嚇

丞 禦
↓
綱.飾
ラスアム^

つセセスコγピ】ヲ
ミ・レ劉 ぴ7

多誇 旬.

」
吾二

,。,、!,励 台 場 ・ぞ
罵

㌶

V巨AC-ZZoo－ λoθ

ヲイソ コンピZづ 一
・規4へ の轍 まん

・牢a叔 雀,
.フ・卿 つシご　,一へ・鍋`認
・お巾 デ」,解 杵

1

ラ 重 壁`言

副 叫 号F

ン

£箒 一… ㌶,

が ト1

'"7ケ



違す るが,こ こで は厚板工程を例 として概略を説 明したい。

3-2厚 板 生 産 工 程 管 理 シ ス テ ム

先づ厚板生産 工程管理 システム概略 フローを示せ ば表11の とお りであ る。

3-2-1オ ー ダー エン トリー

各営業 所か ら注文情報が神戸本社のUNIVAC-494に 収 集 され,情 報加工が行なわれて工場

ベオーダーとして流れ るまで の過 程は営業情 報システ ムにおいて既に述べたとお りである。

工 場においてオーダーを受け取 ると,直 ちに製 作依頼書が作成 され るとともに,UNIVAC-4

94の オ ーダーファイルに登 録され,次 に計 画解析の業務にっ なが る。

3--2-2計 画解析

先づ生 産実施計画を策定する必要があ るが,そ のた めには,基 準 日計算,負 荷計算および仕掛実績

の把握を前提 としなけれ ばな らない。

(1)基 準 日計算

生産工程 は基本的には,出 鋼→分塊→ 手入→ 圧延→加工→材 質試験→ 出荷 となるがこれ らはさ ら

に,例 え ば加工にっいていえば,シ ョットブ ラス ト,熱 処理等 まち 材質試験についてい え戌

引張 曲 げ試験の ほか,衝 撃 硬度,均 質 の試験等,小 工 程の分れ ることにな り,個 々のオーダー

の製造仕様に よって,こ れ らの通過す る工程が異るわけである。従 って,個 々のオーダーにつ いて,

通過すべ き生産工程 を把握し,個 々の生産工程 の通過 期間を計算し,オ ーダーの納期か ら逆算すれ

ば,素 材計 画に投入すべ き時期が明確になる。 全オーダーについて コンピューターでこの解 析を行

なってい るが,こ れ を 「基準 日計算」 と呼んでい る。

② 負荷計算

前述の基準 日計算によって,素 材計 画に投入すべ き時期が明確化す るが,し かし,こ れだけでは

生産活動は開始できない。何故 なら,仮 に基準 日計算 どお り生産着手をした とした ら,全 体 として

のオーダーの各工程へ のバ ランスが考 慮されていないか ら或 る工程はあ る時期,通 過す るものが集

中 し過 ぎた り,ま た逆に,或 る工程は或 る時 期 負荷が軽す ぎた りして,そ の結果,工 程が混乱し

た り,設 備や人が遊休化した りす ることに なり,納 期 は守れず,全 体としての生産量は減少.し,コ

ス トが高 くなる。

従 って,各 工程別に時期別に通過する量 を計算し,(こ れ を負荷計算とい う)全 体 としての工程

負過バ ランスを考え,必 要な工程の調 節を行 な う必要がある。 この負荷計算を基準 日計算同様 コン

ピューターで行 なってい る。仮 に調節 を行なって も,特 定のオーダーの納期が どうして も守れない

事態 になった ときは,営 業 を通 じ納期 の再調 整を需要家 との間で行な う必要 もでて くることにな る。

(3)仕 掛 実績の把 握

上述の基準 日計算 と負荷計算は,い わば予測計算であ るか ら,現 実の仕掛実績を把 握し,こ れ を

勘案 しなければ,具 体 的な生 産計画は設定で きない。

鉄鋼生産の場合 予 測し難い工程撹乱原因によ り,計 画 の変更を余儀 なくされ ることが割合 に多
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く発生す るので,尚 更 現実の状 況の認識は計 画の設定に対 し不可欠であ る。 この仕掛実績は.コ

ンピュー ターによ り集 約的に把握 されてい る。

以上の基準 日計算,負 荷計算,仕 掛 実績の把 握を基礎として,生 産実施計画を設定す る手法を計画

解析 と呼んでお り,こ の計 画解析の精度如何 に,生 産の安定毘 不安定性がかか って くるといえよ う。

これ らの3つ の作業は,い ずれ も人間の手 で莫大 な時間がかか り,タ イ ミングの良 い処理 は不可能

に近 く,コ ンピューターの威力 を発揮 してい る局面の一 つであ る。

なお,現 在では,基 準 日計算 負荷計算,仕 掛実 績の把握に関す る資料を コンビ。ユーターか らア ウ

トプッ トし,人 間が これか ら判断 して生産計 画を設 定してい るが,さ らに,あ らゆる面で の標準化を

推進 し,計 画のコンヒ。ユ一夕ーによる自動 化が今後 の夢であ ることは前に も述べた とお りである。

また,自 動化 ので きていない現在,人 間判断の環境条件がい ろい ろ相違す るので今の ところ,本 社

sideで マ クロ的に判 断し,工 場sideで ミクロ的最終的判 断を行 ない,相 互に連携 しなが ら,生 産

計画を設 定してい るのが現実の姿であ る。

3-2-3素 材 計算

需要家か ら受注 した製品は,サ イズ,形 状,材 質について,様 々な ものが混合してい る。一方生産

設備は大型化 してい る関係上,製 品,半 製品をロ ッ ト化 して生産 を行な う必要が ある。 厚 板の場合,

簡単 にい うと次のような ことに なる。

最終製品 厚板圧延機で圧延後の状態 分塊圧延機で圧延後の状態

、

最終製 品A,B,C,Dお よびE,Fは それぞれ厚 板圧延 機で圧延された?,Qか ら勇断 し

て作 られてい る。

P',Q'は 分塊圧延機で圧延後 勇断 されたP,Q(ス ラブとい う)か ら作 られ る。

P十Qは 一つの 銀塊か ら作 られ る。

い くつかの鋼塊が集って製鋼の1チ ャージが編成 され る。
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上図の ような最終製品 をい くっか組合せて一つのス ラブを計算し,い くっかのス ラブを組合 せて,

一 つの銅坑 を計算 し
,い くっか の鋼塊 を組合せて製鋼」チ ャージを計算す るのを素材計算 とい う。

ここでは,当 然 生産能率,歩 上 りの向上をベースに計算す ることに なる。 コンピューターで最適

の組合せを行なうわけであ るカC人 間ではとて も不可能な計算で,コ ンピューターの威力がここで も

発揮され る。

この素材計 算の結果 製鋼工場に対す る出鋼依頼の基礎にな る紙テー プがアウ トプッ トされ
,製 鋼

分塊 システム(こ こで は省略)に つながることにな り,ま た一方厚 板工程 に対す る命令 ファイルにデ

ータが登録され
,後 述の命令関係 データ処理に引き継 ぐこ とにな る。

3-2-4製 品 半製品の充当

オーダーが,在 庫製品か ら充当で きないか,ス ラブその他の在庫半製品か ら充当で きないか,そ れ

ぞれのプロセスで コンピューターで照合し,充 当不可のものについて,新 し く生産することになる。

この コンピューターに よる充当について も,手 作業ベースの場 合に比べ,タ イ ミング良 く,ま た的

磁 処理する ことが 可能に な・てい る・/

3-2--5製 造 命 令

出鋼依頼に基 き,出 鋼 分塊が行なわれ,ス ラブヤー ドでの表面手 入 形状 検査を経て完山が行な

われるが,こ れは,均 熱炉 に銅坑が装入され たとき,圧 延ロッ ト単位に出 され る加熱炉 装入命令(コ

ンピューターでプ リン トアウ ト)に 準拠す る。

加熱炉 装入命令 は,ロ ー ルチャンス,操 炉条件の外 次工程以降の工程バ ランスを考慮してきめ

なければな らないが,こ れ は厚板工程管理の最大 のキーポイン トで ある。

この命令組 自体 も現在は手 作業 によっているが,コ ンピューターによ る自動化が今 後の研究 課題で

ある。

圧延順 位が決定 された ものについては,命 令フ ァイルか ら,ラ インコンピューターに磁 気テープで

当該ス ラブの情報が伝達 され る。

ラインコンピュー ターは次 の機能を果してい る。

α)各 生産現場に対す る情報加工を行なう。

@)ω に よ り,各 生産現場に対 し,オ ンラインで,端 末機に命令内容 を表示 す る。
J

内 各生産現場か ら作業実 績をオ ンラインで収集す る。

(⇒ プロセス コンピュー ターに必要な情報を渡す。

3-2-6出 荷 命令

生産 された製品は,配 山記号に従って,製 品ヤー ドに集荷 山積 され る。 ここで配 山記号 とは工程計

画作成 の時点で,需 要家 納期等によ り判断決定 され る集荷 山積のロッ ト番号で ある。

一方
,積 荷のま とま り状況が毎 日,荷 揃状況表 として,コ ンビ。ユ一夕ーか らアウ トプッ トされ る。

これによって出荷担 当者 はオーダーが約定 ごとに どの工程にどのよ うに仕掛 っているかが把め るので
,

ノ

これによ って荷のま とま った ものを判断して,コ ンピューターに出荷 の判断をインプ ッ トし,出 荷命

令を発行す る。 この出荷 命令 に対して,運 輸担当課が輸送便を手配す るが,積 込まれた後,情 報がコ
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等

ンピュ一夕ーにインプッ トされ,出 荷案内書が発行され る。前に触れたよ うに この際出荷内容 を別

途パ ンチカー ドで需要家 に送達す るケースがある。

また,工 場の出荷情報 は,通 信 回線を通 じて毎 日神戸本社のUNIVAC-494に 伝送 され,本

社では,送 状,請 求書 をコン ピュー ターで作成 し,配 布 していることも既述の とお りであ る。

出荷に関す る問題は,出 荷 は生産工 程の最後のプロセスで あるか ら,そ れ までの工程の異常現象

(計 画外現象)の しわ寄せをすべて受けること,ま た一方,輸 送便,天 候 需要家側の事情 等,当 社

内で管理できない条件が あ ること,等 を旨 く調整す る必要がある点 である。 これ らの局面についての

判断は,コ ンピューターでは,ま だ まだ一義的にはきめ られ ない問題として残 ってい るといえよ う。

3-2--7工 程 進捗管理

生産実施計画は,あ くまで も予 定であ り,従 って 実績は必ず し も予定が守 られ ず,ず れ が発生 す る。

このずれを常にチェックし,調 整 し,当 初の計画 にできる限 り近づける活動を工程進捗管 理とい う。

このため管理 資料 として,工 程状況表(オ ーダーステイタス)を コンピューターで作成 じてい る。.一

この工程状況表は,主 要 な工程か ら実績情報 をタイムリーに収集 し,オ ーダーの進行状況を約定,寸

湖 順 示し洛 工程での通過予定日議,対 比棚 靴 されるようにな。ている.と れによ。て麟
/

担 当者 は,当 初予定 とのずれ をチ ェックしなが ら異常現象に対し,必 要な部署に必要 なアクションを

かけることにな る。

囲 工 程状況 表 を作成す る作業 は,マ ス プロ化してい る生産の実績をタイム リーに収集す ること

がベースになるが,こ れ は手作業 体制では不可能 に近 く,コ ンピューターによ り,迅 速,的 確

な資料が とれ,且 つ,予 定 と実績 の対比分析が明 瞭にで きるように なり,コ ンビ。ユ一夕ーの効

果が大 き く発揮 されてい る。

3-2-8各 種管理資料

生産 工程管理の機械化に伴ない,各 種の実 績情報がコン ピューターに収集 され るので,生 産実績関

係,品 質管理,技 術 管理関係の管理 資料 を集計分析 して作成 してい る。

参考 千葉製鉄所にお いては製鋼 分塊 ホッ トス トリップの工程をオ ンライン リアルタイムで

処理 しているが,参 考 までに概略図を添付す る。(表12,表13)

、
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4.む す び

以上で,販 売,生 産に関す るオペ レーシ ョナルな情報処理の現状 につい て概略を述べたが,こ の特

色を抽象的に総括す ると,

(1)販 売,生 産業 務を全社 的に有 機的 総体的に情報処理の対象 として把えてい るこ と。

② 本社 営業所 工場 を連結したオ ンラインシステ ムは,今 後益 々輻湊する情報処理 に対し,極 め

て ダイナ ミックに対処で きるこ と。

(3)オ ペ レーシ ョナル情報の うち,会 社 として最 も重要な販売 生産の情報処理の大 半が機械 化され

て いること。

(4)人 間 の省力化 もその狙 いとしてい ることは勿論であるが,人 間の手で は不 可能 な処理が,コ ンピュ

ユ一夕ーで行なわれていること。

㈲ 広範囲に亘るオペレーシ ョナル レベルで の情報処理がマネージメ ントレベルの情報処理を可能 と

す る基 盤を着々と形成 しつ つあ るこ と。

であろう。 しか しなが ら,現 状について は,① 機械化の網羅されている範囲はまだ 完全で はなく,②

質的な奥行について もまだ浅 く,③ 情報管理を会社経営の中枢 として完全に位置付 けてい るとはまだ

云 えない等々,問 題が多い。

機械化の歴史をふ りかえると,

点 の機械化………部分的 な計算作表の機械化

線の機械化 ……・・いわゆるIntegratedDataDrocessing(1・D・P・)

面 の機械 化…一 ・・いわゆるTotalSystem

立体 の 機械化……いわゆるManagementInformationSysteln(M.1.S.)

の ように辿ってきてお り,現 在は正にM.1.S.の 時代 であ るといわれてい るが,現 状 では,情 報

を完全に総 合化す る段階には まだまだ きてお らず,む しろBasicな 情 報基礎 を収集蓄積す ることに

懸 命に努力してい る状況であ り,そ の意 味で,今 後大 きな課題が我 々の前に立 ち塞ってい るといえよ

う。 しか し,そ れで も我 々は敢然 とその課題に向わ なければならない のが,今 の情報管理の使 命であ

り,企 業の命題で もあ る。

}
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